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(57)【要約】
　外科用器具のためのエンドエフェクタが開示される。
このエンドエフェクタは、超音波ブレードと、第１の電
極及び第２の電極を含む非対称電極を含むジョー部材と
を含む。第１の電極は、第１の幅を画定し、第２の電極
は、第２の幅を画定する。第１の幅は、第２の幅に等し
くない。第１の間隙は、第１の電極と超音波ブレードと
の間に画定され、第２の間隙は、第２の電極と超音波ブ
レードとの間に画定される。第１の間隙は、第２の間隙
に等しくない。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　外科用器具のためのエンドエフェクタであって、前記エンドエフェクタが、
　超音波ブレードと、
　第１の電極及び第２の電極を含む非対称電極を含むジョー部材と、を備え、
　前記第１の電極が、第１の幅を画定し、前記第２の電極が、第２の幅を画定し、前記第
１の幅が、前記第２の幅に等しくなく、
　第１の間隙が、前記第１の電極と前記超音波ブレードとの間に画定され、第２の間隙が
、前記第２の電極と前記超音波ブレードとの間に画定され、前記第１の間隙が、前記第２
の間隙に等しくない、エンドエフェクタ。
【請求項２】
　前記超音波ブレード及び前記ジョー部材が、曲率を画定する、請求項１に記載のエンド
エフェクタ。
【請求項３】
　前記超音波ブレード及び前記ジョー部材が、近位端における曲率に対して、遠位端にお
いてより大きな曲率を画定する、請求項２に記載のエンドエフェクタ。
【請求項４】
　前記超音波ブレード及び前記ジョー部材が、遠位端に対して、近位端においてより広い
幅を画定する、請求項３に記載のエンドエフェクタ。
【請求項５】
　前記第１の電極と前記第２の電極との間に配設された電気絶縁性ポリマーパッドを更に
備える、請求項１に記載のエンドエフェクタ。
【請求項６】
　前記電気絶縁性ポリマーパッドが、第１の軟質ポリマーパッドと、前記軟質ポリマーパ
ッドに隣接して位置決めされた第２の高密度ポリマーパッドと、を備える、請求項５に記
載のエンドエフェクタ。
【請求項７】
　前記超音波ブレードが、組織を切断するための特徴部と、組織を凝固させるための特徴
部と、を備える、請求項１に記載のエンドエフェクタ。
【請求項８】
　外科用器具のためのエンドエフェクタのジョー部材であって、前記ジョー部材が、
　第１の電極及び第２の電極を含む非対称電極を備え、
　前記第１の電極が、第１の幅を画定し、前記第２の電極が、第２の幅を画定し、前記第
１の幅が、前記第２の幅に等しくない、ジョー部材。
【請求項９】
　前記ジョー部材が、曲率を画定する、請求項８に記載のジョー部材。
【請求項１０】
　前記ジョー部材が、近位端における曲率に対して、遠位端においてより大きな曲率を画
定する、請求項９に記載のジョー部材。
【請求項１１】
　前記ジョー部材が、遠位端に対して、近位端においてより広い幅を画定する、請求項１
０に記載のジョー部材。
【請求項１２】
　前記第１の電極と前記第２の電極との間に配設された電気絶縁性ポリマーパッドを更に
備える、請求項８に記載のジョー部材。
【請求項１３】
　前記電気絶縁性ポリマーパッドが、第１の軟質ポリマーパッドと、前記軟質ポリマーパ
ッドに隣接して位置決めされた第２の高密度ポリマーパッドと、を備える、請求項１２に
記載のジョー部材。
【請求項１４】
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　外科用器具であって、
　ハンドルアセンブリと、
　前記ハンドアセンブリに動作可能に連結されたエンドエフェクタと、を備え、前記エン
ドエフェクタが、
　超音波ブレードと、
　第１の電極及び第２の電極を含む非対称電極を含むジョー部材と、を含み、
　前記第１の電極が、第１の幅を画定し、前記第２の電極が、第２の幅を画定し、前記第
１の幅が、前記第２の幅に等しくなく、
　第１の間隙が、前記第１の電極と前記超音波ブレードとの間に画定され、第２の間隙が
、前記第２の電極と前記超音波ブレードとの間に画定され、前記第１の間隙が、前記第２
の間隙に等しくない、外科用器具。
【請求項１５】
　前記超音波ブレード及び前記ジョー部材が、曲率を画定する、請求項１４に記載の外科
用器具。
【請求項１６】
　前記超音波ブレード及び前記ジョー部材が、近位端における曲率に対して、遠位端にお
いてより大きな曲率を画定する、請求項１５に記載の外科用器具。
【請求項１７】
　前記超音波ブレード及び前記ジョー部材が、遠位端に対して、近位端においてより広い
幅を画定する、請求項１５に記載の外科用器具。
【請求項１８】
　前記第１の電極と前記第２の電極との間に配設された電気絶縁性ポリマーパッドを更に
備える、請求項１４に記載の外科用器具。
【請求項１９】
　前記電気絶縁性ポリマーパッドが、第１の軟質ポリマーパッドと、前記軟質ポリマーパ
ッドに隣接して位置決めされた第２の高密度ポリマーパッドと、を備える、請求項１８に
記載の外科用器具。
【請求項２０】
　前記超音波ブレードが、組織を切断するための特徴部と、組織を凝固させるための特徴
部と、を備える、請求項１４に記載の外科用器具。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　（関連技術の相互参照）
　本願は、２０１６年１月１５日出願の米国特許仮出願第６２／２７９，６３５号及び２
０１６年５月２日出願の米国特許仮出願第６２／３３０，６６９号の利益を主張するもの
であり、これらの仮出願の各々の内容は、参照によりそれらの全体が本明細書に組み込ま
れる。
【背景技術】
【０００２】
　本開示は、概して、外科用器具及び関連する外科技術に関する。より具体的には、本開
示は、外科医が切断及び凝固を行い、処置される組織の種類に基づいて、そのような手技
を適合、及びカスタマイズすることを可能にする超音波及び電気外科用システムに関する
。
【０００３】
　超音波外科用器具は、このような器具の特殊な性能特性によって、外科手技におけるま
すます広範囲にわたる用途が見出されている。特定の器具構成及び動作パラメータに応じ
て、超音波外科用器具は、組織の切断及び凝固による止血を同時又はほぼ同時にもたらし
、望ましくは、患者の外傷を最小限に抑えることができる。切断行為は、典型的には、器
具の遠位端にあるエンドエフェクタ又はブレード先端によって実現され、これにより、エ
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ンドエフェクタと接触した組織に超音波エネルギーが伝送される。このような性質の超音
波器具は、ロボット支援処置を含む切開外科用用途、腹腔鏡又は内視鏡の外科手技用に構
成することができる。
【０００４】
　いくつかの外科用器具は、超音波エネルギーを正確な切断及び凝固の調節の両方の目的
で利用する。超音波エネルギーは、組織と接触しているブレードを振動させることによっ
て切断かつ凝固させる。高周波（例えば、毎秒５５，５００回）で振動する超音波ブレー
ドは、組織内のタンパク質を変性して、粘着性の凝塊を形成する。ブレード表面が組織に
及ぼす圧力により血管が崩壊され、凝塊が止血封止を形成することを可能にする。切断及
び凝固の精度は、外科医の技術、並びに電力レベル、ブレードエッジ、組織牽引、及びブ
レード圧力の調整によって制御される。
【０００５】
　組織を処置及び／又は破壊するために組織に電気エネルギーを印加するための電気外科
用器具はまた、外科手技において、ますます広範囲にわたる用途が見出されている。電気
外科用器具は、典型的に、遠位に取り付けられたエンドエフェクタ（例えば、１つ又は２
つ以上の電極）を有する器具であるハンドピースを含む。エンドエフェクタは、電流が組
織内に導入されるように、組織に対して位置決めすることができる。電気外科用器具は、
バイポーラ又はモノポーラ動作用に構成することができる。バイポーラ動作中、電流は、
エンドエフェクタの活性電極によって組織に導入され、エンドエフェクタの戻り電極によ
って組織から戻される。モノポーラ動作中、電流は、エンドエフェクタの活性電極によっ
て組織内に導入され、患者の身体上に別個に位置する戻り電極（例えば、接地パッド）を
通じて戻される。組織を流れる電流によって生成される熱は、組織内及び／又は組織間の
止血封止を形成してもよく、したがって、例えば、血管を封止するために特に有用であっ
てもよい。電気外科用器具のエンドエフェクタは、組織を切除するための、組織及び電極
に対して移動可能な切断部材も含み得る。
【０００６】
　電気外科用器具によって印加される電気エネルギーは、ハンドピースと連通している発
生器によって、器具へと伝送され得る。電気エネルギーは、無線周波数（radio frequenc
y、「ＲＦ」）エネルギーの形態であってもよい。ＲＦエネルギーは、２００キロヘルツ
（ｋＨｚ）～１メガヘルツ（ＭＨｚ）の周波数範囲であり得る電気エネルギーの一形態で
ある。印加中、電気外科用器具は、組織を通じて低周波数ＲＦエネルギーを伝送すること
ができ、これはイオン撹拌又は摩擦、すなわち抵抗加熱を生じさせ、これによって組織の
温度を増加させることができる。罹患組織と周囲組織との間にはっきりとした境界が形成
されるため、外科医は、隣接する非標的組織を犠牲にすることなく、高度な正確性及び制
御で手術することができる。ＲＦエネルギーの低動作温度は、軟組織を除去、収縮又は成
形しながら、同時に血管を封止するために有用である。ＲＦエネルギーは、主にコラーゲ
ンから構成され、かつ熱に接触した際に収縮する結合組織に特に良好に作用する。
【０００７】
　ＲＦエネルギーは、ＥＮ６０６０１－２－２：２００９＋Ａ１１：２０１１，Ｄｅｆｉ
ｎｉｔｉｏｎ　２０１．３．２１８－ＨＩＧＨ　ＦＲＥＱＵＥＮＣＹに記載される周波数
範囲であり得る。例えば、モノポーラＲＦ用途における周波数は、典型的には、５ＭＨｚ
未満に制限され得る。しかしながら、バイポーラＲＦ用途においては、周波数は、ほぼど
のような周波数であってもよい。２００ｋＨｚ超の周波数は、典型的には、低周波数の電
流の使用から生じる神経及び筋肉の不必要な刺激を避けるために、モノポーラ用途に使用
され得る。神経筋刺激の可能性が許容可能なレベルにまで緩和されたことをリスク分析が
示す場合、より低い周波数がバイポーラ用途に使用され得る。高周波数漏洩電流に関連す
る問題を最小限に抑えるために、５ＭＨｚ超の周波数は、通常使用されない。しかしなが
ら、より高い周波数は、バイポーラ用途の場合には使用され得る。一般に、１０ｍＡが、
組織への熱効果のより低い閾値であると認識されている。
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　これらの医療装置を使用するときの課題は、外科用器具の機能を十分に制御かつカスタ
マイズできないことである。現在の器具の欠点のうちのいくつかを克服する外科用器具を
提供することが望ましい。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　一態様では、本開示は、外科用器具のためのエンドエフェクタを提供し、このエンドエ
フェクタは、超音波ブレードと、第１の電極及び第２の電極を含む非対称電極を含むジョ
ー部材とを備え、第１の電極は、第１の幅を画定し、第２の電極は、第２の幅を画定し、
第１の幅は、第２の幅に等しくなく、かつ第１の間隙は、第１の電極と超音波ブレードと
の間に画定され、第２の間隙は、第２の電極と超音波ブレードとの間に画定され、第１の
間隙は、第２の間隙に等しくない。
【００１０】
　別の態様では、本開示は、外科用器具のためのエンドエフェクタのジョー部材を提供し
、このジョー部材は、第１の電極及び第２の電極を含む非対称電極を備え、第１の電極は
、第１の幅を画定し、第２の電極は、第２の幅を画定し、第１の幅は、第２の幅に等しく
ない。
【００１１】
　別の態様では、本開示は、外科用器具であって、ハンドルアセンブリと、ハンドアセン
ブリ（hand assembly）に動作可能に連結されたエンドエフェクタであって、超音波ブレ
ード並びに第１の電極及び第２の電極を含む非対称電極を含むジョー部材を含む、エンド
エフェクタと、を備える、外科用器具を提供し、第１の電極は、第１の幅を画定し、第２
の電極は、第２の幅を画定し、第１の幅は、第２の幅に等しくなく、かつ第１の間隙は、
第１の電極と超音波ブレードとの間に画定され、第２の間隙は、第２の電極と超音波ブレ
ードとの間に画定され、第１の間隙は、第２の間隙に等しくない。
【００１２】
　前述のものに加えて、様々な他の方法並びに／又はシステム及び／若しくはプログラム
製品の態様が、本開示の文中（例えば、「特許請求の範囲」及び／若しくは「発明を実施
するための形態」）並びに／又は図面などの教示で記載かつ説明される。
【００１３】
　前述のものは概要であり、したがって、詳細の単純化、一般化、包括及び／又は省略を
含んでもよく、それゆえに、当業者であれば、本「発明の概要」が単に例示的なものに過
ぎず、いかなる形であれ限定する意図はないことを、理解するであろう。本明細書に記載
される装置並びに／又はプロセス及び／若しくは他の主題の他の態様、特徴及び利点は、
本明細書に記載される教示において明らかになるであろう。
【００１４】
　１つ又は２つ以上の様々な態様では、関連するシステムには、本明細書で参照する方法
の態様に作用するための回路及び／又はプログラミングが挙げられるが、これらに限定さ
れず、その回路及び／又はプログラミングは、本質的に、システム設計者の設計選択に応
じて、本明細書で参照する方法の態様に影響するように構成されたハードウェア、ソフト
ウェア及び／又はファームウェアの任意の組み合わせであり得る。前述のものに加えて、
様々な他の方法及び／又はシステム態様が、本開示の文中（例えば、「特許請求の範囲」
及び／若しくは「発明を実施するための形態」）並びに／又は図面などの本教示に記載及
び説明される。
【００１５】
　更に、以下で記述する形態、形態の具現、実施例のうちの任意の１つ又は２つ以上を、
以下で記述する他の形態、形態の具現、実施例のうちの任意の１つ又は２つ以上と組み合
わせることができるものと理解されたい。
【００１６】
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　上記の「発明の概要」はあくまで例示的なものに過ぎず、いかなる意味においても限定
を目的としたものではない。上記に述べた例示的な態様及び特徴に加えて、更なる態様及
び特徴が、図面及び以下の「発明を実施するための形態」を参照することにより明らかに
なるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
　本明細書に記載される様々な態様の新規特徴は、添付の「特許請求の範囲」で具体的に
記載される。しかしながら、様々な態様は、構成及び動作の方法のいずれに関しても、以
下の説明文を、以下のような添付の図面と併せて参照することによってより深い理解を得
ることができる。
【図１】本開示の態様による、モジュール電池式手持ち型超音波外科用器具の図である。
【図２】本開示の態様による、図１に示す外科用器具の分解図である。
【図３】本開示の態様による、図１に示す外科用器具のモジュールシャフトアセンブリの
分解図である。
【図４】本開示の態様による、図１に示す外科用器具の超音波変換器／発生器アセンブリ
の斜視透視図である。
【図５】本開示の態様による、超音波変換器／発生器アセンブリの端面図である。
【図６】本開示の態様による、超音波発生器を露出するように上部ハウジング部分が取り
除かれた、超音波変換器／発生器アセンブリの斜視図である。
【図７】本開示の態様による、超音波変換器／発生器アセンブリの断面図である。
【図８】本開示の一態様による、３１ｋＨｚ共振周波数で動作するように構成された超音
波変換器／発生器アセンブリの立面図である。
【図９】本開示の一態様による、５５ｋＨｚ共振周波数で動作するように構成された超音
波変換器／発生器アセンブリの立面図である。
【図１０Ａ】本開示の一態様による、超音波変換器に対して超音波伝送導波管を選択的に
回転させ、それらを互いに向かって付勢するシフトアセンブリを示す。
【図１０Ｂ】本開示の一態様による、超音波変換器に対して超音波伝送導波管を選択的に
回転させ、それらを互いに向かって付勢するシフトアセンブリを示す。
【図１１】本開示の一態様による、超音波変換器を駆動するために好適な図４に示す超音
波駆動回路の一態様の概略図である。
【図１２】本開示の一態様による、図１１に示す超音波駆動回路に連結された変圧器の概
略図である。
【図１３】本開示の一態様による、テスト回路に連結された、図１２に示す変圧器の概略
図である。
【図１４】本発明の一態様による、制御回路の概略図である。
【図１５】本開示の一態様による、モジュール超音波外科用器具内に含まれる別の電気回
路を示す、簡略化したブロック回路図を示す。
【図１６】本開示の一態様による、外科用器具と共に使用するための電池アセンブリを示
す。
【図１７】本開示の一態様による、外科用器具と共に使用するための使い捨て電池アセン
ブリを示す。
【図１８】本開示の一態様による、外科用器具と共に使用するための再利用可能な電池ア
センブリを示す。
【図１９】本開示の一態様による、マルチリード電池端子に連結された複数の回路基板に
連結された電池セルを露出するようにハウジングシェルの両半分が取り除かれた、電池ア
センブリの立面斜視図である。
【図２０】本発明の一態様による、電池テスト回路を示す。
【図２１】本開示の一態様による、最小出力電圧を維持するための補助電源回路を示す。
【図２２】本開示の一態様による、外科用器具にエネルギーを供給するためのスイッチモ
ード電源回路を示す。
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【図２３】本開示の一態様による、外科用器具にエネルギーを供給するための図２２に示
すスイッチングレギュレータの別個のバージョンを示す。
【図２４】本開示の一態様による、外科用器具にエネルギーを供給するための線形電源回
路を示す。
【図２５】本開示の一態様による、マルチリードハンドル端子アセンブリに通信可能に連
結された装置識別子を露出するように、左シェル半分がハンドルアセンブリから取り除か
れた、モジュール手持ち型超音波外科用器具の立面分解図である。
【図２６】本開示の一態様による、図２５に示す超音波外科用器具のトリガ部及びスイッ
チの詳細図である。
【図２７】本開示の一態様による、ジョー部材が開放位置にある遠位端からのエンドエフ
ェクタの断片的な拡大斜視図である。
【図２８】本開示の一態様による、外科用器具のモジュールシャフトアセンブリ及びエン
ドエフェクタ部分を示す。
【図２９】本開示の一態様による、内管／ばねアセンブリの詳細図である。
【図３０】本開示の一態様による、モジュール電池式手持ち型組み合わせ超音波／電気外
科用器具を示す。
【図３１】本開示の一態様による、図３０に示す外科用器具の分解図である。
【図３２】本開示の一態様による、モジュール電池式手持ち型組み合わせ超音波／ＲＦ外
科用器具の部分斜視図である。
【図３３】本開示の一態様による、図３０～図３２に関して記載された外科用器具のノズ
ル部分を示す。
【図３４】本開示の一態様による、高周波電流（ＲＦ）を駆動するために構成された駆動
回路の一態様の概略図である。
【図３５】本開示の一態様による、図３４に示すＲＦ駆動回路に連結された変圧器の概略
図である。
【図３６】本開示の一態様による、高電力エネルギー／駆動回路及び低電力回路のための
別個の電源を含む回路の概略図である。
【図３７】図３０及び図３１に示す外科用器具の、デュアル発生器システムがＲＦ発生器
エネルギーモダリティと超音波発生器エネルギーモダリティとの間で切り替えることを可
能にする制御回路を示す。
【図３８】本開示の一態様による、エンドエフェクタの断面図である。
【図３９】本開示の一態様による、エンドエフェクタの断面図である。
【図４０】本開示の一態様による、閉鎖状態にある遠位ジョー部を示す部分的な長手方向
側断面図である。
【図４１】本開示の一態様による、開放状態にある遠位ジョー部を示す部分的な長手方向
側断面図である。
【図４２】本開示の一態様による、ジョー部材を示す部分的な長手方向側断面図である。
【図４３】本開示の一態様による、正常状態にある遠位ジョー部を示す断面図である。
【図４４】本開示の一態様による、摩耗状態にある遠位ジョー部を示す断面図である。
【図４５】本開示の一態様による、遠位関節接合を有するモジュール電池式手持ち型電気
外科用器具を示す。
【図４６】本開示の一態様による、図４５に示す外科用器具の分解図である。
【図４７】本開示の一態様による、ディスプレイがハンドルアセンブリ上に位置している
、図４５及び図４６に示す外科用器具の斜視図である。
【図４８】本開示の一態様による、ディスプレイがハンドルアセンブリ上に位置していな
い、図４５及び図４６に示す器具の斜視図である。
【図４９】本開示の一態様による、外科用器具と共に使用してナイフを駆動することがで
きるモータアセンブリである。
【図５０】本開示の一態様による、モータ駆動回路の図である。
【図５１】本開示の一態様による、遠位ヘッド回転、関節接合、及びジョー閉鎖を駆動す
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るための回転駆動機構を示す。
【図５２】本開示の一態様による、開放構成で示されるジョー部材を有する、エンドエフ
ェクタアセンブリの拡大された左斜視図である。
【図５３】本開示の一態様による、図５２のエンドエフェクタアセンブリの拡大された右
側面図である。
【図５４】本開示の一態様による、遠位関節接合を有するモジュール電池式手持ち型電気
外科用器具を示す。
【図５５】本開示の一態様による、図５４に示す外科用器具の分解図である。
【図５６】本開示の一態様による、電気的接続を含む、図５４に示す関節接合部の拡大領
域詳細図である。
【図５７】本開示の一態様による、電気的接続を含む、図５６に示す関節接合部の拡大領
域詳細図である。
【図５８】本開示の一態様による、図５４の外科用器具のシャフトアセンブリ、エンドエ
フェクタ、及び切断部材の構成要素の斜視図を示す。
【図５９】本開示の一態様による、関節接合の第２段にある関節接合部を示す。
【図６０】本開示の一態様による、開放構成にある、図５４～図５９の装置のエンドエフ
ェクタの斜視図を示す。
【図６１】本開示の一態様による、閉鎖構成にあり、かつブレードが遠位位置にある、図
６０のエンドエフェクタの断面端面図を示す。
【図６２】本開示の一態様による、外科用器具の制御回路の構成要素を示す。
【図６３】本開示の一態様による、独立して動作する複数の回路セグメントを含むセグメ
ント化回路のシステム図である。図６３は、直接デジタル合成回路の一形態の図である。
【図６４】本明細書に記載される特徴部の多くを含み得るか、又は実装することができる
、図１～図６１に関して本明細書に記載される外科用器具のうちのいずれか１つと共に使
用するためのフィードバックシステムを含む外科用器具の一態様の図を示す。
【図６５】本開示の一態様による、図１～図６１に関して本明細書に記載される外科用器
具のうちのいずれかにおいて使用するための電気信号波形の複数の波形を生成するように
構成された直接デジタル合成（direct digital synthesis、ＤＤＳ）回路などのデジタル
合成回路の基本構造の一態様を示す。
【図６６】本開示の一態様による、図１～図６１に関して本明細書に記載される外科用器
具のうちのいずれかにおいて使用するための電気信号波形の複数の波形を生成するように
構成された直接デジタル合成（ＤＤＳ）回路の一態様を示す。
【図６７】本開示の一態様による、アナログ波形の本開示の一態様による（比較目的のた
めに離散時間デジタル電気信号波形に重ね合わされて示される）離散時間デジタル電気信
号波形の１サイクルを示す。
【図６８Ａ】本開示の一態様による、図１～図６１に関して本明細書に記載される外科用
器具のうちのいずれかにおいて使用するための少なくとも１つのメモリ回路に連結された
１つ又は２つ以上のプロセッサを含むコントローラを備える回路を示す。
【図６８Ｂ】本開示の一態様による、本明細書に記載されるアルゴリズム、プロセス又は
技術のうちのいずれかを実装するように構成された組み合わせ論理回路を含む有限状態マ
シンを備える回路を示す。
【図６８Ｃ】本開示の一態様による、本明細書に記載されるアルゴリズム、プロセス又は
技術のうちのいずれかを実装するように構成された順序論理回路を含む有限状態マシンを
備える回路を示す。
【図６９】本開示の一態様による、モータ制御機能を有する外科用器具の様々な構成要素
の回路図である。
【図７０】本開示の一態様による、ハンドルアセンブリの内部構成要素を示すように取り
外し可能なサービスパネルが取り除かれた、ハンドルアセンブリを示す。
【図７１】本開示の一態様による、ジョー部材、フレキシブル回路、及びセグメント化電
極を備えるエンドエフェクタの断面図である。
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【図７２】本開示の一態様による、図７１に示されるエンドエフェクタの詳細図である。
【図７３】本開示の一態様による、ジョー部材上に位置するＲＦデータセンサを備えるエ
ンドエフェクタの一態様を示す。
【図７４】本開示の一態様による、センサがフレキシブル回路に取り付けられ得るか、又
はフレキシブル回路と一体に形成され得る、図７３に示すフレキシブル回路の一態様を示
す。
【図７５】本開示の一態様による、図７４に示すフレキシブル回路の断面図である。
【図７６】本開示の一態様による、エンドエフェクタのジョー部材に固定的に取設される
ように構成されたセグメント化フレキシブル回路の一態様を示す。
【図７７】本開示の一態様による、エンドエフェクタのジョー部材に取り付けられるよう
に構成されたセグメント化フレキシブル回路の一態様を示す。
【図７８】本開示の一態様による、組織間隙ＧＴを測定するように構成されたエンドエフ
ェクタの一態様を示す。
【図７９】本開示の一態様による、左右セグメント化フレキシブル回路の一態様を示す。
【図８０】本開示の一態様による、図７９に示すセグメント化フレキシブル回路を備える
エンドエフェクタの一態様を示す。
【図８１】本開示の一態様による、ジョー部材と超音波ブレードとの間に組織をクランプ
するジョー部材を有する、図８０に示すエンドエフェクタを示す。
【図８２】本開示の一態様による、ＲＦ電極及びデータセンサが内部に埋め込まれたフレ
キシブル回路の一態様の断面図である。
【図８３】本開示の一態様による、ジョー部材と超音波ブレードとの間に位置する組織に
加えられた力又は圧力を感知するように構成されたエンドエフェクタの一態様の断面図で
ある。
【図８４】本開示の一態様による、フレキシブル回路の信号層の一態様の概略図である。
【図８５】本開示の一態様による、図８４に示すフレキシブル回路のセンサ配線の概略図
である。
【図８６】本開示の一態様による、エンドエフェクタの一態様の平面図である。
【図８７】本開示の一態様による、ジョー部材及び超音波ブレードの下層構造を露出する
ための部分的切り欠き図を有する、図８６に示すエンドエフェクタの側面図である。
【図８８】本開示の一態様による、超音波ブレード並びに右及び左の電極をそれぞれ露出
するための、図８６、図８７に示すエンドエフェクタの部分的断面図である。
【図８９】本開示の一態様による、図８６に示すエンドエフェクタの断面８９－－８９で
切り取られた断面図である。
【図９０】本開示の一態様による、図８６に示すエンドエフェクタの断面９０－－９０で
切り取られた断面図である。
【図９１】本開示の一態様による、超音波ブレードが異なる幾何学的形状を有することを
除いて、図８６に示すエンドエフェクタの断面８９－－８９で切り取られた断面図である
。
【図９２】本開示の一態様による、超音波ブレードが異なる幾何学的形状を有することを
除いて、図８６に示すエンドエフェクタの断面９０－－９０で切り取られた断面図である
。
【図９３】本開示の一態様による、超音波ブレードが異なる幾何学的形状を有することを
除いて、図８６に示すエンドエフェクタの断面８９－－８９で切り取られた断面図である
。
【図９４】本開示の一態様による、超音波ブレードが異なる幾何学的形状を有することを
除いて、図８６に示すエンドエフェクタの断面９０－－９０で切り取られた断面図である
。
【図９５】本開示の一態様による、フィードバックシステムの一態様の論理図を示す。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
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　本出願は、本出願と同時に出願された以下の共同所有の特許出願に関し、各々の内容全
体が参照により本明細書に組み込まれる。
【００１９】
　代理人整理番号ＥＮＤ７９１１ＵＳＮＰ／１６０００６、２０１６年１２月１６日出願
の発明者Ｆｒｅｄｅｒｉｃｋ　Ｅ．Ｓｈｅｌｔｏｎ，ＩＶらによる表題ＭＯＤＵＬＡＲ　
ＢＡＴＴＥＲＹ　ＰＯＷＥＲＥＤ　ＨＡＮＤＨＥＬＤ　ＳＵＲＧＩＣＡＬ　ＩＮＳＴＲＵ
ＭＥＮＴ　ＡＮＤ　ＭＥＴＨＯＤＳ　ＴＨＥＲＥＦＯＲ。
【００２０】
　代理人整理番号ＥＮＤ７９１１ＵＳＮＰ１／１６０００６－１、２０１６年１２月１６
日出願の発明者Ｆｒｅｄｅｒｉｃｋ　Ｅ．Ｓｈｅｌｔｏｎ，ＩＶらによる表題ＭＯＤＵＬ
ＡＲ　ＢＡＴＴＥＲＹ　ＰＯＷＥＲＥＤ　ＨＡＮＤＨＥＬＤ　ＳＵＲＧＩＣＡＬ　ＩＮＳ
ＴＲＵＭＥＮＴ　ＷＩＴＨ　ＳＥＬＥＣＴＩＶＥ　ＡＰＰＬＩＣＡＴＩＯＮ　ＥＮＥＲＧ
Ｙ　ＢＡＳＥＤ　ＯＮ　ＴＩＳＳＵＥ　ＣＨＡＲＡＣＴＥＲＩＺＡＴＩＯＮ。
【００２１】
　代理人整理番号ＥＮＤ７９１１ＵＳＮＰ２／１６０００６－２、発明者Ｆｒｅｄｅｒｉ
ｃｋ　Ｅ．Ｓｈｅｌｔｏｎ，ＩＶらによる表題ＭＯＤＵＬＡＲ　ＢＡＴＴＥＲＹ　ＰＯＷ
ＥＲＥＤ　ＨＡＮＤＨＥＬＤ　ＳＵＲＧＩＣＡＬ　ＩＮＳＴＲＵＭＥＮＴ　ＷＩＴＨ　Ｓ
ＥＬＥＣＴＩＶＥ　ＡＰＰＬＩＣＡＴＩＯＮ　ＯＦ　ＥＮＥＲＧＹ　ＢＡＳＥＤ　ＯＮ　
ＢＵＴＴＯＮ　ＤＩＳＰＬＡＣＥＭＥＮＴ，ＩＮＴＥＮＳＩＴＹ，ＯＲ　ＬＯＣＡＬ　Ｔ
ＩＳＳＵＥ　ＣＨＡＲＡＣＴＥＲＩＺＡＴＩＯＮ。
【００２２】
　代理人整理番号ＥＮＤ７９１１ＵＳＮＰ３／１６０００６－３、２０１６年１２月１６
日出願の発明者Ｆｒｅｄｅｒｉｃｋ　Ｅ．Ｓｈｅｌｔｏｎ，ＩＶらによる表題ＭＯＤＵＬ
ＡＲ　ＢＡＴＴＥＲＹ　ＰＯＷＥＲＥＤ　ＨＡＮＤＨＥＬＤ　ＳＵＲＧＩＣＡＬ　ＩＮＳ
ＴＲＵＭＥＮＴ　ＷＩＴＨ　ＶＡＲＩＡＢＬＥ　ＭＯＴＯＲ　ＣＯＮＴＲＯＬ　ＬＩＭＩ
ＴＳ。
【００２３】
　代理人整理番号ＥＮＤ７９１１ＵＳＮＰ４／１６０００６－４、２０１６年１２月１６
日出願の発明者Ｆｒｅｄｅｒｉｃｋ　Ｅ．Ｓｈｅｌｔｏｎ，ＩＶらによるＭＯＤＵＬＡＲ
　ＢＡＴＴＥＲＹ　ＰＯＷＥＲＥＤ　ＨＡＮＤＨＥＬＤ　ＳＵＲＧＩＣＡＬ　ＩＮＳＴＲ
ＵＭＥＮＴ　ＷＩＴＨ　ＭＯＴＯＲ　ＣＯＮＴＲＯＬ　ＬＩＭＩＴ　ＰＲＯＦＩＬＥ。
【００２４】
　代理人整理番号ＥＮＤ７９１１ＵＳＮＰ５／１６０００６－５、２０１６年１２月１６
日出願の発明者Ｆｒｅｄｅｒｉｃｋ　Ｅ．Ｓｈｅｌｔｏｎ，ＩＶらによるＭＯＤＵＬＡＲ
　ＢＡＴＴＥＲＹ　ＰＯＷＥＲＥＤ　ＨＡＮＤＨＥＬＤ　ＳＵＲＧＩＣＡＬ　ＩＮＳＴＲ
ＵＭＥＮＴ　ＷＩＴＨ　ＭＯＴＯＲ　ＣＯＮＴＲＯＬ　ＬＩＭＩＴＳ　ＢＡＳＥＤ　ＯＮ
　ＴＩＳＳＵＥ　ＣＨＡＲＡＣＴＥＲＩＺＡＴＩＯＮ。
【００２５】
　代理人整理番号ＥＮＤ７９１１ＵＳＮＰ６／１６０００６－６、２０１６年１２月１６
日出願の発明者Ｆｒｅｄｅｒｉｃｋ　Ｅ．Ｓｈｅｌｔｏｎ，ＩＶらによる表題ＭＯＤＵＬ
ＡＲ　ＢＡＴＴＥＲＹ　ＰＯＷＥＲＥＤ　ＨＡＮＤＨＥＬＤ　ＳＵＲＧＩＣＡＬ　ＩＮＳ
ＴＲＵＭＥＮＴ　ＷＩＴＨ　ＭＵＬＴＩ－ＦＵＮＣＴＩＯＮ　ＭＯＴＯＲ　ＶＩＡ　ＳＨ
ＩＦＴＩＮＧ　ＧＥＡＲ　ＡＳＳＥＭＢＬＹ。
【００２６】
　代理人整理番号ＥＮＤ７９１１ＵＳＮＰ７／１６０００６－７、２０１６年１２月１６
日出願の発明者Ｆｒｅｄｅｒｉｃｋ　Ｅ．Ｓｈｅｌｔｏｎ，ＩＶらによる表題ＭＯＤＵＬ
ＡＲ　ＢＡＴＴＥＲＹ　ＰＯＷＥＲＥＤ　ＨＡＮＤＨＥＬＤ　ＳＵＲＧＩＣＡＬ　ＩＮＳ
ＴＲＵＭＥＮＴ　ＷＩＴＨ　Ａ　ＰＬＵＲＡＬＩＴＹ　ＯＦ　ＣＯＮＴＲＯＬ　ＰＲＯＧ
ＲＡＭＳ。
【００２７】
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　代理人整理番号ＥＮＤ７９１１ＵＳＮＰ８／１６０００６－８、２０１６年１２月１６
日出願の発明者Ｆｒｅｄｅｒｉｃｋ　Ｅ．Ｓｈｅｌｔｏｎ，ＩＶらによる表題ＭＯＤＵＬ
ＡＲ　ＢＡＴＴＥＲＹ　ＰＯＷＥＲＥＤ　ＨＡＮＤＨＥＬＤ　ＳＵＲＧＩＣＡＬ　ＩＮＳ
ＴＲＵＭＥＮＴ　ＷＩＴＨ　ＥＮＥＲＧＹ　ＣＯＮＳＥＲＶＡＴＩＯＮ　ＴＥＣＨＮＩＱ
ＵＥＳ。
【００２８】
　代理人整理番号ＥＮＤ７９１１ＵＳＮＰ９／１６０００６－９、２０１６年１２月１６
日出願の発明者Ｆｒｅｄｅｒｉｃｋ　Ｅ．Ｓｈｅｌｔｏｎ，ＩＶらによる表題ＭＯＤＵＬ
ＡＲ　ＢＡＴＴＥＲＹ　ＰＯＷＥＲＥＤ　ＨＡＮＤＨＥＬＤ　ＳＵＲＧＩＣＡＬ　ＩＮＳ
ＴＲＵＭＥＮＴ　ＷＩＴＨ　ＶＯＬＴＡＧＥ　ＳＡＧ　ＲＥＳＩＳＴＡＮＴ　ＢＡＴＴＥ
ＲＹ　ＰＡＣＫ。
【００２９】
　代理人整理番号ＥＮＤ７９１１ＵＳＮＰ１０／１６０００６－１０、２０１６年１２月
１６日出願の発明者Ｆｒｅｄｅｒｉｃｋ　Ｅ．Ｓｈｅｌｔｏｎ，ＩＶらによる表題ＭＯＤ
ＵＬＡＲ　ＢＡＴＴＥＲＹ　ＰＯＷＥＲＥＤ　ＨＡＮＤＨＥＬＤ　ＳＵＲＧＩＣＡＬ　Ｉ
ＮＳＴＲＵＭＥＮＴ　ＷＩＴＨ　ＭＵＬＴＩＳＴＡＧＥ　ＧＥＮＥＲＡＴＯＲ　ＣＩＲＣ
ＵＩＴＳ。
【００３０】
　代理人整理番号ＥＮＤ７９１１ＵＳＮＰ１１／１６０００６－１１、２０１６年１２月
１６日出願の発明者Ｆｒｅｄｅｒｉｃｋ　Ｅ．Ｓｈｅｌｔｏｎ，ＩＶらによる表題ＭＯＤ
ＵＬＡＲ　ＢＡＴＴＥＲＹ　ＰＯＷＥＲＥＤ　ＨＡＮＤＨＥＬＤ　ＳＵＲＧＩＣＡＬ　Ｉ
ＮＳＴＲＵＭＥＮＴ　ＷＩＴＨ　ＭＵＬＴＩＰＬＥ　ＭＡＧＮＥＴＩＣ　ＰＯＳＩＴＩＯ
Ｎ　ＳＥＮＳＯＲＳ。
【００３１】
　代理人整理番号ＥＮＤ７９１１ＵＳＮＰ１２／１６０００６－１２、２０１６年１２月
１６日出願の発明者Ｆｒｅｄｅｒｉｃｋ　Ｅ．Ｓｈｅｌｔｏｎ，ＩＶらによる表題ＭＯＤ
ＵＬＡＲ　ＢＡＴＴＥＲＹ　ＰＯＷＥＲＥＤ　ＨＡＮＤＨＥＬＤ　ＳＵＲＧＩＣＡＬ　Ｉ
ＮＳＴＲＵＭＥＮＴ　ＣＯＮＴＡＩＮＩＮＧ　ＥＬＯＮＧＡＴＥＤ　ＭＵＬＴＩ－ＬＡＹ
ＥＲＥＤ　ＳＨＡＦＴ。
【００３２】
　代理人整理番号ＥＮＤ７９１１ＵＳＮＰ１３／１６０００６－１３、２０１６年１２月
１６日出願の発明者Ｆｒｅｄｅｒｉｃｋ　Ｅ．Ｓｈｅｌｔｏｎ，ＩＶらによる表題ＭＯＤ
ＵＬＡＲ　ＢＡＴＴＥＲＹ　ＰＯＷＥＲＥＤ　ＨＡＮＤＨＥＬＤ　ＳＵＲＧＩＣＡＬ　Ｉ
ＮＳＴＲＵＭＥＮＴ　ＷＩＴＨ　ＭＯＴＯＲ　ＤＲＩＶＥ。
【００３３】
　代理人整理番号ＥＮＤ７９１１ＵＳＮＰ１４／１６０００６－１４、２０１６年１２月
１６日出願の発明者Ｆｒｅｄｅｒｉｃｋ　Ｅ．Ｓｈｅｌｔｏｎ，ＩＶらによる表題ＭＯＤ
ＵＬＡＲ　ＢＡＴＴＥＲＹ　ＰＯＷＥＲＥＤ　ＨＡＮＤＨＥＬＤ　ＳＵＲＧＩＣＡＬ　Ｉ
ＮＳＴＲＵＭＥＮＴ　ＷＩＴＨ　ＳＥＬＦ－ＤＩＡＧＮＯＳＩＮＧ　ＣＯＮＴＲＯＬ　Ｓ
ＷＩＴＣＨＥＳ　ＦＯＲ　ＲＥＵＳＡＢＬＥ　ＨＡＮＤＬＥ　ＡＳＳＥＭＢＬＹ。
【００３４】
　代理人整理番号ＥＮＤ７９１１ＵＳＮＰ１５／１６０００６－１５、２０１６年１２月
１６日出願の発明者Ｆｒｅｄｅｒｉｃｋ　Ｅ．Ｓｈｅｌｔｏｎ，ＩＶらによる表題ＭＯＤ
ＵＬＡＲ　ＢＡＴＴＥＲＹ　ＰＯＷＥＲＥＤ　ＨＡＮＤＨＥＬＤ　ＳＵＲＧＩＣＡＬ　Ｉ
ＮＳＴＲＵＭＥＮＴ　ＷＩＴＨ　ＲＥＵＳＡＢＬＥ　ＡＳＹＭＭＥＴＲＩＣ　ＨＡＮＤＬ
Ｅ　ＨＯＵＳＩＮＧ。
【００３５】
　以下の「発明を実施するための形態」では、本明細書の一部を構成する添付の図面を参
照する。図中、一般的に、同様の記号及び参照符合は、内容によりそうでない旨が断られ
ない限り、複数の図を通じて同様の要素を示す。「発明を実施するための形態」、「図面
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」、及び「特許請求の範囲」に記載される例示的な態様は、限定を目的としたものではな
い。本明細書に提示される主題の範囲から逸脱することなく、他の態様を使用することが
可能であり、他の変更を行うことが可能である。
【００３６】
　本開示の様々な態様を詳細に説明する前に、本明細書に開示された様々な態様は、それ
らの用途又は使用において、添付の図面及び説明に例示される部品の構造及び配置の詳細
に限定されないことに留意すべきである。むしろ、開示された態様は、他の態様、その変
形及び改変として位置決めするか、又はこれらに組み込むことが可能であり、様々な方法
で実施又は実行してもよい。したがって、本明細書に開示された態様は、例示的な性質の
ものであり、その範囲又は用途を限定することを目的としたものではない。更に、別途記
載のない限り、本明細書で用いる用語及び表現は、読者の便宜のために態様を説明する目
的で選択されるものであって、それらの範囲を限定しようとするものではない。更に、開
示された態様、態様の表現及び／又はその実施例のうちの任意の１つ又は２つ以上を、限
定することなく、他の開示された態様、態様の表現及び／又はその実施例のうちの任意の
１つ又は２つ以上と組み合わせることができる点を理解されたい。
【００３７】
　また、以下の説明において、前、後、内側、外側、上部、下部といった用語は便宜的に
用いられる語であると理解するべきであり、限定的な用語として解釈されるべきではない
。本明細書で使用される用語は、本明細書に述べられる装置、又はその部分を他の配向に
取設されるか又は用いられることが可能である限り、限定的なものではない。図面を参照
しながら、様々な態様をより詳細に説明する。
【００３８】
　様々な態様では、本開示は、超音波エネルギーモダリティ及びＲＦエネルギーモダリテ
ィの両方を利用する混合エネルギー外科用器具を対象とする。混合エネルギー外科用器具
は、米国特許第９，１０７，６９０号（参照によりその全体が本明細書に組み込まれる）
に開示される超音波機能などの既存のエンドエフェクタ機能、米国特許第８，６９６，６
６６号及び同第８，６６３，２２３号（両方が参照によりそれら全体が本明細書に組み込
まれる）に開示される組み合わせ装置機能、米国特許第９，０２８，４７８号及び同第９
，１１３，９０７号（両方が参照によりそれら全体が本明細書に組み込まれる）に開示さ
れるＲＦ対向電極機能、並びに米国特許出願公開第２０１３／００２３８６８号（参照に
よりそれら全体が本明細書に組み込まれる）に開示されるＲＦ　Ｉ－ブレードオフセット
電極機能を達成するものを使用するモジュールシャフトを使用することができる。
【００３９】
　様々な態様では、本開示は、第１の発生器、第２の発生器及び外科用器具によって適用
されるエネルギーモダリティを制御するための制御回路を備える、モジュール電池式手持
ち型超音波外科用器具を対象とする。外科用器具は、超音波エネルギーモダリティ、無線
周波数（ＲＦ）エネルギーモダリティ、又は超音波エネルギーモダリティ及びＲＦエネル
ギーモダリティの組み合わせを含む、少なくとも１つのエネルギーモダリティを適用する
ように構成される。
【００４０】
　別の態様では、本開示は、超音波エネルギーモダリティ、ＲＦモダリティ、又は超音波
エネルギーモダリティ及びＲＦエネルギーモダリティの組み合わせのために構成すること
ができるモジュール電池式手持ち型外科用器具を対象とする。混合エネルギー外科用器具
は、超音波エネルギーモダリティ及びＲＦエネルギーモダリティの両方を利用する。混合
エネルギー外科用器具は、エンドエフェクタ機能を達成するモジュールシャフトを使用す
ることができる。エネルギーモダリティは、外科用器具によって特定される測定された組
織パラメータに基づいて、超音波振動及び／又は電気外科用高周波電流を用いるために好
適なエネルギーモダリティアルゴリズムを決定して、生組織に対して外科的凝固／切断処
理を実行するために、例えば、他のパラメータの中でも特に、電気インピーダンス、組織
インピーダンス、電気モータ電流、ジョー間隙、組織厚さ、組織圧縮、組織の種類、温度
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又はそれらの組み合わせなどの特定の測定された組織及び装置パラメータの測定値に基づ
いて選択可能であり得る。一旦組織パラメータが識別されると、外科用器具は、特定の組
織／装置パラメータの測定を通して、単一の又はセグメント化されたＲＦ電極構成又は超
音波装置において組織に適用される処置エネルギーを制御するように構成され得る。組織
処置アルゴリズムは、共同所有の米国特許出願第１５／１７７，４３０号、表題ＳＵＲＧ
ＩＣＡＬ　ＩＮＳＴＲＵＭＥＮＴ　ＷＩＴＨ　ＵＳＥＲ　ＡＤＡＰＴＡＢＬＥ　ＴＥＣＨ
ＮＩＱＵＥＳに記載されており、参照によりその全体が本明細書に組み込まれる。
【００４１】
　別の態様では、本開示は、モータ及びコントローラを有するモジュール電池式手持ち型
外科用器具を対象とし、第１の制限閾値は、モジュールアセンブリを取設する目的のため
にモータに使用され、また第２の閾値は、モータに使用され、かつ第２のアセンブリ工程
又は外科用器具の機能性と関連付けられる。外科用器具は、モータ電流又はモータ電流に
関するパラメータの測定を通してモータ速度又はトルクの制御を利用するモータ駆動作動
機構を備えてもよく、モータ制御は、位置、慣性、速度、加速度、又はそれらの組み合わ
せに基づいて異なる大きさでモータ調整をトリガするために非線形閾値を介して調整され
る。移動機構及びモータコントローラのモータ駆動作動を用いて、モータ速度又はトルク
を制御することができる。移動機構の物理的特性に関連するセンサは、モータコントロー
ラにフィードバックを提供する。一態様では、センサを用いて、モータコントローラの動
作の変化をトリガする、既定の閾値を調整する。モータを利用して、シャフト回転及びジ
ョー閉鎖などのシャフト機能を駆動することができ、そのモータを切り替えて、変換器に
対するトルク制限導波管の取設も提供する。モータ制御アルゴリズムを利用して、装置状
態及び／又は動力式作動の制限の表示のために、モータ駆動トレインを通してユーザに触
覚フィードバックを生成することができる。モータ動力式モジュール高度エネルギーベー
スの外科用器具は、一連の異なるシャフトモジュール及び変換器を動作させる一連の制御
プログラム又はアルゴリズムを含むことができる。一態様では、プログラム又はアルゴリ
ズムは、モジュール内に存在し、取設されるときに制御ハンドルにアップロードされる。
モータ駆動モジュール電池式手持ち型外科用器具は、少なくとも２つの独立した作動機能
（第１、第２、両方、どちらもない）に選択的に連結可能な一次回転駆動を備えてもよく
、遠位モジュール細長チューブ内に位置するクラッチ機構を利用することができる。
【００４２】
　別の態様では、本開示は、エネルギー保存回路と、短絡を有するセグメント化回路のス
リープモード非通電を使用して、不使用電力ドレイン及びスリープシーケンスの順序とは
異なるウエイクアップシーケンス順序を最小限に抑える技術とを備える、モジュール電池
式手持ち型外科用器具を対象とする。使い捨て一次電池パックは、電池式モジュール手持
ち型外科用器具と共に利用され得る。使い捨て一次電池は、電池出力電圧を追加の電圧で
補償して、負荷下での電圧サグを相殺するため、かつ負荷下での動作中に電池パック出力
電圧が所定のレベルを下回ることを防ぐために、電力管理回路を備えてもよい。外科用器
具の回路は、耐放射線構成要素を含み、電気信号の増幅は、複数段に分割され得る。超音
波変換器ハウジング又はＲＦハウジングは、最終的な増幅段を含んでもよく、かつ超音波
変換器又はＲＦモジュールに関連するエネルギーモダリティに応じて異なる比率を含み得
る。
【００４３】
　別の態様では、本開示は、シャフトの長さに沿って複数の磁気位置センサを備え、固定
基準面からシャフトの作動構成要素の３次元位置を決定すると同時に、外部源からの任意
のエラーを診断するために、複数のセンサが同じ磁石を検出することを可能にする異なる
構成で対合されたモジュール電池式手持ち型外科用器具を対象とする。制御及び感知エレ
クトロニクスが、シャフトに組み込まれてもよい。シャフト制御エレクトロニクスの部分
は、移動シャフト構成要素の内側に沿って配設されてもよく、移動シャフト構成要素の外
側に沿って配設された他のシャフト制御エレクトロニクスから分離される。制御及び感知
エレクトロニクスは、それらが装置内のシャフト封止として作用するように配置及び設計
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されてもよい。
【００４４】
　別の態様では、本開示は、電池式モジュール再利用可能なハンドル内に自己診断制御ス
イッチを備える、モジュール電池式手持ち型外科用器具を対象とする。制御スイッチは、
イベントをトリガするためにそれらの閾値を調整することができるだけでなく、制御に対
する外部の影響を示すか、又は交換が必要とされるまでの時間を予測することができる。
再利用可能なハンドルハウジングは、モジュール使い捨てシャフト及び少なくとも１つの
制御及び配線ハーネスと共に使用するために構成される。ハンドルは、開いたときに非対
称に分かれるように構成され、それによりスイッチ、配線ハーネス及び／又は制御エレク
トロニクスは、片側に支持可能に収容することができ、それにより反対側が、一次ハウジ
ングを被覆するように取り外し可能に取設される。
【００４５】
　図１は、本開示の態様による、モジュール電池式手持ち型超音波外科用器具１００の図
である。図２は、本開示の態様による、図１に示す外科用器具１００の分解図である。こ
こで図１及び図２を参照して、外科用器具１００は、ハンドルアセンブリ１０２、超音波
変換器／発生器アセンブリ１０４、電池アセンブリ１０６、シャフトアセンブリ１１０、
及びエンドエフェクタ１１２を備える。超音波変換器／発生器アセンブリ１０４、電池ア
センブリ１０６、及びシャフトアセンブリ１１０は、ハンドルアセンブリ１０２に取り外
し可能に接続可能なモジュール構成要素である。ハンドルアセンブリ１０２は、モータア
センブリ１６０を備える。更に、外科用器具１００のいくつかの態様は、超音波発生器及
びモータ制御回路を含む電池アセンブリ１０６を含む。電池アセンブリ１０６は、第１段
発生器機能を含み、５５ｋＨｚ及び３３．１Ｋｈｚの超音波変換器を駆動するために、最
終段が超音波変換器／発生器アセンブリ１０４の一部として存在する。電池アセンブリ１
０６、共通の発生器構成要素及びセグメント化回路と互換可能に使用するための異なる最
終段発生器は、電池アセンブリ１０６が駆動回路の部分を制御的に電源投入し、それらに
電源投入する前に回路の段をチェックすることを可能にし、かつ電力管理モードを可能に
する。更に、多目的制御は、専用シャフトアセンブリ１１０制御がそのような機能を有す
るシャフト上に位置するハンドルアセンブリ１０２において提供され得る。例えば、エン
ドエフェクタ１１２モジュールは、遠位回転エレクトロニクスを含むことができ、シャフ
トアセンブリ１１０は、関節接合スイッチと共に回転シャフト制御を含むことができ、ハ
ンドルアセンブリ１０２は、エネルギー起動制御及びジョー部材１１４トリガ１０８制御
を含み、エンドエフェクタ１１２をクランプ及びアンクランプすることができる。
【００４６】
　超音波変換器／発生器アセンブリ１０４は、ハウジング１４８、液晶ディスプレイ（li
quid crystal display、ＬＣＤ）などのディスプレイ１７６、例えば超音波変換器１３０
、及び超音波発生器１６２を備える（図４）。シャフトアセンブリ１１０は、外管１４４
、超音波伝送導波管１４５、及び内管（図示せず）を備える。エンドエフェクタ１１２は
、ジョー部材１１４及び超音波ブレード１１６を備える。以下に記載のように、トリガ１
０８によって動作されるモータ又は他の機構を用いて、ジョー部材１１４を閉じることが
できる。超音波ブレード１１６は、超音波伝送導波管１４５の遠位端である。ジョー部材
１１４は、ジョー部材と超音波ブレード１１６との間の組織を把持するように枢動的に回
転可能である。ジョー部材１１４は、トリガ１０８に動作可能に連結され、それによりト
リガ１０８を握ったときに、ジョー部材１１４が閉じて組織を把持し、トリガ１０８を解
放したときに、ジョー部材１１４が開いて組織を解放する。１段トリガ構成では、トリガ
１０８は、トリガ１０８を握ったときにジョー部材１１４を閉じるように、またトリガ１
０８を解放したときにジョー部材１１４を開くように機能する。一旦ジョー部材１１４が
閉じると、スイッチ１２０が起動され、超音波発生器に通電して組織を封止及び切断する
。２段トリガ構成では、第１段の間、ジョー部材１１４を閉じる途中でトリガ１０８を握
り、第２段の間、超音波発生器に通電して組織を封止及び切断する途中でトリガ１０８を
握る。ジョー部材１１４ａは、トリガ１０８を解放することによって開き、組織を解放す
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る。他の態様では、超音波変換器１０３は、ジョー部材１１４を閉じることなく起動する
ことができることが理解されるであろう。
【００４７】
　電池アセンブリ１０６は、電気コネクタ１３２によってハンドルアセンブリ１０２に電
気的に接続される。ハンドルアセンブリ１０２には、スイッチ１２０が設けられている。
超音波ブレード１１６は、スイッチ１２０を作動させることによって超音波変換器／発生
器回路に通電することにより起動される。一態様による電池アセンブリ１０６は、出力が
調整された再充電可能、再利用可能な電池パックである。場合によって、下述のように、
電池アセンブリ１０６は、ユーザインターフェース機能を容易にする。ハンドルアセンブ
リ１０２は、電池アセンブリ１０６、超音波変換器／発生器アセンブリ１０４及びシャフ
トアセンブリ１１０に取設するためのベイ又はドックを有する使い捨てユニットである。
ハンドルアセンブリ１０２はまた、例えば、スピーカ／ブザー及び起動スイッチを含む様
々なインジケータを収容する。一態様では、電池アセンブリは、ハンドルアセンブリのハ
ウジングによって画定されるドア又は他の開口を通してハンドルアセンブリのハウジング
内に挿入される、別個の構成要素である。
【００４８】
　超音波変換器／発生器アセンブリ１０４は、遠位出力において高周波機械運動を生じる
再利用可能なユニットである。超音波変換器／発生器アセンブリ１０４は、シャフトアセ
ンブリ１１０及び超音波ブレード１１６に機械的に連結され、装置の動作中に、超音波ブ
レード１１６の遠位出力において運動を生じる。一態様では、超音波変換器／発生器アセ
ンブリ１０４はまた、例えば赤色／緑色／青色（red/green/blue、ＲＧＢ）発光ダイオー
ド（light-emitting diode、ＬＥＤ）、ＬＣＤ、又は他のディスプレイを通して視覚的ユ
ーザインターフェースを提供する。そのようなものとして、電池状態の視覚的インジケー
タは、電池上に一意に位置していないため、電池から離れている。
【００４９】
　本開示の様々な態様によれば、外科用器具１００の３つの構成要素、例えば、超音波変
換器／発生器アセンブリ１０４、電池アセンブリ１０６及びシャフトアセンブリ１１０は
、他のうちの１つ又は２つ以上から有利に迅速に接続を外すことができる。外科用器具１
００の３つの構成要素の各々は無菌であり、使用中に無菌フィールド内で全体的に維持さ
れ得る。外科用器具１００の構成要素は分離可能であるため、外科用器具１００は、単回
使用品目（例えば、使い捨て）である１つ又は２つ以上の部分、及び多回使用品目（例え
ば、複数の外科手技で使用するために滅菌可能）である他の部分から構成され得る。構成
要素の態様は、外科用器具１００の一部として分離する。本開示の追加の態様によれば、
ハンドルアセンブリ１０２、電池アセンブリ１０６、及びシャフトアセンブリ１１０構成
要素は、全体の重量に相当し、ハンドルアセンブリ１０２、電池アセンブリ１０６、及び
シャフトアセンブリ１１０構成要素の各々は、同じ又は実質的に同じ重量であるように平
衡される。ハンドルアセンブリ１０２は、支持のためにオペレータの手の上に張り出し、
ユーザの手が、重みに耐えることなく外科用器具１００の制御をより自由に動作させるこ
とを可能にする。この張り出しは、重心の非常に近くに設定される。これを三角形のアセ
ンブリ構成と組み合わせることにより、有利に外科用器具１００に重心が設けられ、これ
は、装置を動作させるユーザに非常に自然で快適な感触をもたらす。すなわち、ユーザの
手に保持されたとき、外科用器具１００は、前後左右に傾く傾向を有しないが、ユーザが
ほとんど努力せずに導波管が地面に平行に保持されるように相対的かつ動的に平衡された
ままである。当然のことながら、この器具は、地面に対して非平行角度で容易に配置され
得る。
【００５０】
　回転ノブ１１８は、シャフトアセンブリ１１０に動作可能に連結される。矢印１２６に
よって示される方向に±３６０°の回転ノブ１１８の回転は、外管１４４を矢印１２８の
それぞれの方向に±３６０°回転させる。一態様では、回転ノブ１１８は、ジョー部材１
１４を回転させるように構成され得るが、超音波ブレード１１６は、静止したままであり
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、別個のシャフト回転ノブが、外管１４４を±３６０°回転させるように設けられてもよ
い。様々な態様では、超音波ブレード１１６は、±３６０°で停止する必要がなく、±３
６０°よりも大きい回転角度で回転することができる。外管１４４は、例えば、５ｍｍ～
１０ｍｍの範囲の直径Ｄ１を有してもよい。
【００５１】
　超音波ブレード１１６は、シャフトアセンブリ１１０内に位置する超音波伝送導波管に
よって超音波変換器／発生器アセンブリ１０４の超音波変換器１３０（図２）部分に連結
される。超音波ブレード１１６及び超音波伝送導波管は、超音波エネルギーの伝送に好適
な材料からユニット構造として形成され得る。かかる材料の例としては、Ｔｉ６Ａｌ４Ｖ
（アルミニウム及びバナジウムを含むチタンの合金）、アルミニウム、ステンレス鋼、又
は他の好適な材料が挙げられる。あるいは、超音波ブレード１１６は、超音波伝送導波管
から分離可能（かつ異なる組成のもの）であって、例えば、スタッド、溶接、接着剤、急
速接続、又は他の好適な既知の方法によって連結されてもよい。超音波伝送導波管の長さ
は、例えば整数の２分の１波長（ｎλ／２）であってもよい。超音波伝送導波管は、好ま
しくは、超音波エネルギーを効率的に伝播するために好適な材料、例えば上述のチタン合
金（すなわち、Ｔｉ６Ａｌ４Ｖ）若しくは任意の好適なアルミニウム合金、又は他の合金
、又はサファイアなどの他の材料から構築された中実コアシャフトから製造され得る。
【００５２】
　超音波変換器／発生器アセンブリ１０４はまた、超音波変換器１３０を駆動するための
電子回路を備える。超音波ブレード１１６は、約２０Ｈｚ～１２０ｋＨｚであり得る好適
な振動周波数範囲で動作することができ、より好適な振動周波数範囲は、約３０～１００
ｋＨｚであり得る。好適な動作振動周波数は、例えば約５５．５ｋＨｚであってもよい。
超音波変換器１３０は、スイッチ１２０の作動によって通電される。
【００５３】
　「近位」及び「遠位」という用語は、本明細書において、ハンドルアセンブリ１０２を
把持している臨床医を基準として用いられることが理解されるであろう。したがって、超
音波ブレード１１６は、より近位のハンドルアセンブリ１０２を基準として遠位である。
便宜上及び明確性のために、「上部」及び「下部」などの空間に関する用語もまた、本明
細書において、ハンドルアセンブリ１０２を把持している臨床医を基準として用いられて
いる点も更に理解されよう。しかしながら、外科用器具は、多くの配向及び位置で使用さ
れるものであり、これらの用語は、限定的かつ絶対的なものであることを意図するもので
はない。
【００５４】
　図３は、本開示の態様による、図１に示す外科用器具１００のモジュールシャフトアセ
ンブリ１１０の分解図である。外科用器具１００は、超音波振動を用いて生体組織上で外
科処置を実行する。シャフトアセンブリ１１０は、ハンドルアセンブリ１０２上に形成さ
れたスロット１４２ａ、１４２ｂ、及びシャフトアセンブリ１１０上のタブ１３４ａ、１
３４ｂを介してハンドルアセンブリ１０２に連結する。ハンドルアセンブリ１０２は、シ
ャフトアセンブリ１１０内の対応する雌型連結部材１３８に受容される雄型連結部材１３
６を含む。雄型連結部材１３６は、トリガ１０８に動作可能に連結され、それによりトリ
ガ１０８が握られると、雄型連結部材１３６が遠位方向に並進して、シャフトアセンブリ
１１０の外管部分を並進させてジョー部材１１４を閉じる閉鎖管機構１４０を駆動する。
前述のように、トリガ１０８が解放されると、ジョー部材１１４が開く。雄型連結部材１
３６はまた、シャフトアセンブリ１１０の外管１４４内に位置する超音波伝送導波管１４
５に連結し（図２）、ハンドルアセンブリ１０２のノズル１４６内に受容される、超音波
変換器１３０に連結する（図２）。シャフトアセンブリ１１０は、電気的接触１３７を介
してハンドルアセンブリ１０２に電気的に連結される。
【００５５】
　図４は、本開示の態様による、図１に示す外科用器具１００の超音波変換器／発生器ア
センブリ１０４の斜視透視図である。図５は、超音波変換器／発生器アセンブリ１０４の
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端面図であり、図６は、超音波発生器１６２を露出するように上部ハウジング部分が取り
除かれた、超音波変換器／発生器アセンブリ１０４の斜視図であり、図７は、超音波変換
器／発生器アセンブリ１０４の断面図である。ここで図４～図７を参照して、超音波変換
器／発生器アセンブリ１０４は、超音波変換器１３０と、超音波変換器１３０及びハウジ
ング１４８を駆動するための超音波発生器１６２とを備える。第１の電気コネクタ１５８
は、超音波発生器１６２を電池アセンブリ１０６に連結し（図１及び図２）、第２の電気
コネクタ１６１は、超音波発生器１６２をノズルに連結する（図３）。一態様では、ディ
スプレイ１７６は、超音波変換器／発生器アセンブリ１０４ハウジング１４８の片側に設
けられてもよい。
【００５６】
　超音波発生器１６２は、図１１に示す電気回路１７７などの超音波駆動回路を備え、ま
たいくつかの態様では、第２段増幅器回路１７８を備える。電気回路１７７は、超音波変
換器１３０を駆動するために構成され、超音波変換器回路の部分を形成する。電気回路１
７７は、他の構成要素の中でも特に、変圧器１６６及びブロッキングキャパシタ１６８を
備える。変圧器１６６は、超音波変換器１３０の圧電素子１５０ａ、１５０ｂ、１５０ｃ
、１５０ｄに電気的に連結される。電気回路１７７は、第１のケーブル１７９を介して第
１の電気コネクタ１５８に電気的に連結される。第１の電気コネクタ１５８は、電池アセ
ンブリ１０６（図１及び図２）に電気的に連結される。電気回路１７７は、第２のケーブ
ル１８３を介して第２の電気コネクタ１６０に電気的に連結される。第２の電気コネクタ
１６０は、ノズル１４６（図３）に電気的に連結される。一態様では、第２段増幅器回路
１７８は、２段増幅システムで用いられてもよい。
【００５７】
　超音波変換器１３０は、「ランジュバンスタック（Langevin stack）」として既知であ
るが、一般に、圧電素子１５０ａ～１５０ｄを含む変換部分、第１の共振器部分又はエン
ドベル１６４、並びに第２の共振器部分又はフォアベル１５２及び付属構成要素を含む。
これらの構成要素の全体の構造は共振器である。磁歪変換器などの他の形態の変換器があ
り、それらを使用することもできる。超音波変換器１３０は、好ましくは、より詳細に後
述されるように、整数の２分の１システム波長（ｎλ／２、式中、「ｎ」は任意の正の整
数、例えば、ｎ＝１、２、３．．．である）の長さである。音響アセンブリは、エンドベ
ル１６４、超音波変換器１３０、フォアベル１５２及び変速器１５４を含む。
【００５８】
　エンドベル１６４の遠位端は、圧電素子１５０ａの近位端に音響的に連結され、フォア
ベル１５２の近位端は、圧電素子１５０ｄの遠位端に音響的に連結される。フォアベル１
５２及びエンドベル１６４は、変換部分の厚さ、エンドベル１６４及びフォアベル１５２
を製造するために使用される材料の密度及び弾性率、並びに超音波変換器１３０の共振周
波数を含む、多くの変数によって決定される長さを有する。フォアベル１５２は、変速器
１５４において超音波振動の振幅を増幅するようにその近位端からその遠位端へと内側に
細くなっていてもよく、あるいは増幅を持たなくてもよい。好適な振動の周波数範囲は約
２０Ｈｚ～１２０ｋＨｚであってもよく、より好適な振動の周波数範囲は約３０～１００
ｋＨｚであってもよい。好適な動作振動周波数は、例えば約５５．５ｋＨｚであってもよ
い。
【００５９】
　超音波変換器１３０は、音響的に連結又はスタックされて、変換部分を形成するいくつ
かの圧電素子１５０ａ～１５０ｄを含む。圧電素子１５０ａ～１５０ｄは、例えば、ジル
コン酸チタン酸鉛、メタニオブ酸鉛、チタン酸鉛、チタン酸バリウム、又は他の圧電セラ
ミック材料など、任意の好適な材料から製造されてもよい。導電素子１７０ａ、１７０ｂ
、１７０ｃ、１７０ｄを、圧電素子１５０ａ～１５０ｄの間に挿入して、電気回路１７７
を圧電素子１５０ａ～１５０ｄに電気的に連結する。圧電素子１５０ａ、１５０ｂの間に
位置する導電素子１７０ａ及び圧電素子１５０ｄとフォアベル１５２との間に位置する導
電素子１７０ｄは、電気回路１７７の正電極１７４ａに電気的に連結されている。圧電素
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子１５０ｂ、１５０ｃの間に位置する導電素子１７０ｂ及び圧電素子１５０ｃ、１５０ｄ
の間に位置する導電素子１７０ｃは、電気回路１７７の負電極１７４ｂに電気的に連結さ
れている。正及び負の電極１７４ａ、１７４ｂは、導電体により電気回路１７７に電気的
に連結されている。
【００６０】
　超音波変換器１３０は、電気回路１７７からの電気駆動信号を機械エネルギーに変換し
、これが主に超音波周波数で超音波変換器１３０及び超音波ブレード１１６（図１及び図
３）の長手方向の振動運動の定在音波を生じる。別の態様では、超音波変換器１３０の振
動運動は、異なる方向に作用し得る。例えば、振動運動は、超音波ブレード１１６のより
複雑な運動の局所的な長手方向の構成要素を含むことができる。音響アセンブリが通電さ
れると、定在波の形態の振動運動が、種々の電気的及び幾何学的パラメータによって決定
される共振及び振幅で、超音波変換器１３０を通して超音波ブレード１１６に生成される
。音響アセンブリに沿った任意の点での振動運動の振幅は、振動運動が測定される音響ア
センブリに沿った場所に依存する。振動運動定常波内の最小又はゼロ交差は、一般に波節
点（すなわち、運動が最小である箇所）と称され、定常波内の局所的最大絶対値又はピー
クは、一般に波腹点（すなわち、局所運動が最大である箇所）と称される。波腹点とそれ
に最も近い波節点との間の距離は４分の１波長（λ／４）である。
【００６１】
　ワイヤは、電気回路１７７から正電極１７０ａ及び負電極１７０ｂに電気駆動信号を伝
送する。圧電素子１５０ａ～１５０ｄは、例えば、音響アセンブリにおいて音響定在波を
生み出すために、スイッチ１２０などのアクチュエータに応答して、電気回路１７７から
供給される電気信号によって通電される。電気信号は、圧電素子１５０ａ～１５０ｄ中に
、繰り返される小変位形態の乱れを起こし、材料中に大きな交互の圧縮及び伸張力をもた
らす。繰り返される小変位は、圧電素子１５０ａ～１５０ｄを連続的に電圧勾配の軸に沿
って伸縮させ、超音波エネルギーの長手方向の波を生成する。超音波エネルギーは、シャ
フトアセンブリ１１０（図１～図３）を通る伝送構成要素又は超音波伝送導波管を介して
、音響アセンブリを通して超音波ブレード１１６（図１及び図３）に伝送される。
【００６２】
　音響アセンブリが超音波ブレード１１６（図１及び図３）にエネルギーを送達するため
に、音響アセンブリの構成要素は、超音波ブレード１１６に音響的に連結される。超音波
変換器１３０の連結スタッド１５６は、スタッドなどのねじ接続によって超音波伝送導波
管１４５に音響的に連結される。一態様では、超音波変換器１３０は、図１０Ａ及び図１
０Ｂに示すように、超音波伝送導波管１４５に音響的に連結されてもよい。
【００６３】
　音響アセンブリの構成要素は、好ましくは、任意のアセンブリの長さが整数の２分の１
波長（ｎλ／２）であるように音響的に調整され、その場合、波長λは、音響アセンブリ
の予め選択された、又は作動中の長手方向の振動駆動周波数ｆｄの波長である。また、音
響アセンブリは、いずれかの好適な音響要素の配設を組み込んでもよいことが熟慮される
。
【００６４】
　超音波ブレード１１６（図１及び図３）は、２分の１システム波長（ｎλ／２）の整数
倍の長さを有してもよい。超音波ブレード１１６の遠位端は、遠位端の最大長手方向可動
域をもたらすために、波腹点付近に配設されてもよい。超音波変換器１３０が通電される
と、超音波ブレード１１６の遠位端は、例えば、５５ｋＨｚの所定の振動周波数において
、例えば、およそ１０～５００ミクロンのピーク・トゥ・ピークの範囲で、また好ましく
は約３０～１５０ミクロンの範囲で、またいくつかの態様では１００ミクロン付近に移動
するように構成されてもよい。
【００６５】
　図８は、本開示の一態様による、３１ｋＨｚの共振周波数で動作するように構成された
超音波変換器／発生器アセンブリ１０４の立面図である。図９は、本開示の一態様による
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、５５ｋＨｚの共振周波数で動作するように構成された超音波変換器／発生器アセンブリ
１０４’の立面図である。図に見られるように、超音波変換器／発生器アセンブリ１０４
、１０４’、ハウジング１４８は、図３に示す外科用器具１００のノズル１４６に嵌合す
るように同じサイズである。それにもかかわらず、個々の超音波変換器１３０、１３０’
は、所望の共振周波数に応じてサイズが変化する。例えば、図８に示す超音波変換器１３
０は、３１ｋＨｚの共振周波数で調整され、５５ｋＨｚの共振周波数で調整される、図９
に示す超音波変換器１３０’より物理的に大きい。超音波変換器１３０、１３０’の連結
スタッド１５６、１５６’は、スタッドなどのねじ接続によって超音波伝送導波管１４５
に音響的に連結されてもよい。
【００６６】
　図１０Ａ及び図１０Ｂは、本開示の一態様による、超音波変換器１３０に対して超音波
伝送導波管１４５を選択的に回転させ、それらを互いに向かって付勢するシフトアセンブ
リ２００を示す。図１０Ａは、係合解除構成にある超音波伝送導波管１４５及び超音波変
換器１３０を有するシフトアセンブリ２００を示し、図１０Ｂは、係合構成にある超音波
伝送導波管１４５及び超音波変換器１３０を有するシフトアセンブリ２００を示す。ここ
で図１０Ａ及び図１０Ｂの両方を参照して、シフトアセンブリ２００は、外科用器具１０
０のハンドルアセンブリ１０２内に位置する。１つ又は２つ以上のスリーブ２０４は、ハ
ウジング１４８内の定位置に超音波変換器１３０を保持する。超音波変換器１３０の遠位
端は、ウォームギヤ２０６によって係合されるねじ山２０２を含む。ウォームギヤ２０６
が回転すると、超音波変換器１３０は、矢印２０８によって示される方向に付勢されて、
ねじ付き連結スタッド１５６を超音波伝送導波管１４５のねじ付き端部にねじ込む。ウォ
ームギヤ２０６は、外科用器具１００のハンドルアセンブリ１０２内に位置するモータに
よって駆動され得る。
【００６７】
　一態様では、シフトアセンブリ２００は、クランプ、回転及び関節接合のシャフト作動
を制御するハンドルアセンブリ１０２内に位置するモータを介した、超音波伝送導波管１
４５のトルク制限モータ駆動の取設を含み得る。ハンドルアセンブリ１０２内のシフトア
センブリ２００は、所定の最小トルクを有する場所への超音波伝送導波管１４５に適切な
トルクを印加する。例えば、ハンドルアセンブリ１０２は、一次駆動シャフトスパーギヤ
を長手方向に連結解除し、かつシャフト及びノズルを回転させる変換器トルクギヤを連結
することにより、導波管を変換器にねじ込む一次モータをシフトさせる、変換器トルク機
構を含むことができる。
【００６８】
　図１１は、本開示の一態様による、超音波変換器１３０を駆動するために好適な図４に
示す電気回路１７７の一態様の概略図である。電気回路１７７は、アナログマルチプレク
サ１８０を備える。アナログマルチプレクサ１８０は、超音波、電池及び電力制御回路な
どの上流チャネルＳＣＬ－Ａ／ＳＤＡ－Ａからの様々な信号を多重化する。電流センサ１
８２は、電源回路の戻り又は接地区間と直列に連結され、電源により供給される電流を測
定する。電界効果トランジスタ（field effect transistor、ＦＥＴ）温度センサ１８４
は、周囲温度を提供する。パルス幅変調（pulse width modulation、ＰＷＭ）ウォッチド
ッグタイマ１８８は、主プログラムが定期的なサービス提供を怠る場合にシステムリセッ
トを自動的に生じさせる。これは、ソフトウェア又はハードウェアの故障のため、これが
ハング又はフリーズすると、電気回路１７７を自動的にリセットするように設けられてい
る。電気回路１７７は、超音波変換器１３０を駆動するため、又は例えば図３４に示す電
気回路７０２などのＲＦ電極を駆動するためのＲＦ駆動回路として構成され得ることが理
解されるであろう。したがって、ここで図１１に戻って参照すると、電気回路１７７を使
用して、超音波変換器及びＲＦ電極の両方を交換可能に駆動することができる。同時に駆
動する場合、対応する第１段回路５５０４内にフィルタ回路を設けて、超音波波形又はＲ
Ｆ波形のいずれかを選択するようにしてもよい。かかるフィルタリング技術は、共同所有
の米国特許出願第１５／２６５，２９３号、表題ＴＥＣＨＮＩＱＵＥＳ　ＦＯＲ　ＣＩＲ
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ＣＵＩＴ　ＴＯＰＯＬＯＧＩＥＳ　ＦＯＲ　ＣＯＭＢＩＮＥＤ　ＧＥＮＥＲＡＴＯＲに記
載されており、参照によりその全体が本明細書に組み込まれる。
【００６９】
　駆動回路１８６は、左右の超音波エネルギー出力を提供する。デジタル信号は、信号波
形が、制御回路２１０（図１４）などの制御回路からのアナログマルチプレクサ１８０の
ＳＣＬ－Ａ／ＳＤＡ－Ａ入力に提供されることを表す。デジタル・アナログ変換器１９０
（digital-to-analog converter、ＤＡＣ）は、デジタル入力をアナログ出力に変換して
、発振器１９４に連結されたＰＷＭ回路１９２を駆動する。ＰＷＭ回路１９２は、第１の
トランジスタ出力段１９８ａに連結された第１のゲート駆動回路１９６ａに第１の信号を
提供して、第１の超音波（左側）エネルギー出力を駆動する。ＰＷＭ回路１９２はまた、
第２のトランジスタ出力段１９８ｂに連結された第２のゲート駆動回路１９６ｂに第２の
信号を提供して、第２の超音波（右側）エネルギー出力を駆動する。電圧センサ１９９を
、超音波左／右出力端子間に連結して、出力電圧を測定する。駆動回路１８６、第１及び
第２の駆動回路１９６ａ、１９６ｂ、並びに第１及び第２のトランジスタ出力段１９８ａ
、１９８ｂは、第１段増幅器回路を画定する。動作時に、制御回路２１０（図１４）は、
直接デジタル合成（ＤＤＳ）回路１５００、１６００（図６５及び図６６）などの回路を
用いてデジタル波形１８００（図６７）を生成する。ＤＡＣ　１９０は、デジタル波形１
８００を受容し、それをアナログ波形に変換し、これが第１段増幅器回路によって受容及
び増幅される。
【００７０】
　図１２は、本開示の一態様による、図１１に示す電気回路１７７に連結された変圧器１
６６の概略図である。変圧器１６６の超音波左／右入力端子（一次巻線）は、電気回路１
７７の超音波左／右出力端子に電気的に連結されている。変圧器１６６の二次巻線は、正
及び負の電極１７４ａ、１７４ｂに連結されている。変圧器１６６の正及び負の電極１７
４ａ、１７４ｂは、超音波変換器１３０の陽端子１７０ａ（スタック１）及び陰端子１７
０ｂ（スタック２）に連結されている（図４）。一態様では、変圧器１６６は、ｎ１：ｎ
２が１：５０の巻数比を有する。
【００７１】
　図１３は、本開示の一態様による、テスト回路１６５に連結された図１２に示す変圧器
１６６の概略図である。テスト回路１６５は、正及び負の電極１７４ａ、１７４ｂに連結
されている。スイッチ１６７は、超音波変換器の負荷をシミュレートするインダクタ／キ
ャパシタ／レジスタ（ＬＣＲ）負荷と直列に配置される。
【００７２】
　図１４は、本開示の一態様による、制御回路２１０の概略図である。制御回路２１０は
、電池アセンブリ１０６のハウジング内に位置する。電池アセンブリ１０６は、様々な局
所電源２１５のためのエネルギー源である。制御回路は、例えば、出力ＳＣＬ－Ａ／ＳＤ
Ａ－Ａ、ＳＣＬ－Ｂ／ＳＤＡ－Ｂ、ＳＣＬ－Ｃ／ＳＤＡ－Ｃによって、様々な下流回路に
インターフェースマスタ２１８を介して連結された主プロセッサ２１４を備える。一態様
では、インターフェースマスタ２１８は、Ｉ２Ｃシリアルインターフェースなどの汎用シ
リアルインターフェースである。主プロセッサ２１４はまた、汎用入出力２２０（genera
l purposes input output、ＧＰＩＯ）を通してスイッチ２２４、ディスプレイ２２６（
例えば、及びＬＣＤディスプレイ）、並びにＧＰＩＯ　２２２を通して様々なインジケー
タ２２８を駆動するように構成される。ウォッチドッグプロセッサ２１６は、主プロセッ
サ２１４を制御するために設けられている。スイッチ２３０は、ハンドルアセンブリ１０
２（図１～図３）への電池アセンブリ１０６の挿入時に制御回路２１２を起動するために
、電池２１１と直列に設けられている。
【００７３】
　一態様では、主プロセッサ２１４は、出力端子ＳＣＬ－Ａ／ＳＤＡ－Ａによって電気回
路１７７（図４及び図１１）に連結されている。主プロセッサ２１４は、例えば、超音波
変換器１３０（図４～図８）を駆動するために、電気回路１７７に伝送されるデジタル化
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された駆動信号又は波形のテーブルを記憶するためのメモリを備える。他の態様では、主
プロセッサ２１４は、デジタル波形を生成し、それを電気回路１７７に伝送し得るか、又
は電気回路１７７へ後に伝送するためにデジタル波形を記憶し得る。主プロセッサ２１４
はまた、出力端子ＳＣＬ－Ｂ／ＳＤＡ－ＢによってＲＦ駆動及び出力端子ＳＣＬ－Ｃ／Ｓ
ＤＡ－Ｃによって様々なセンサ（例えば、ホール効果センサ、磁気粘性流体（magnetorhe
ological fluid、ＭＲＦ）センサなど）を提供してもよい。一態様では、主プロセッサ２
１４は、適切なソフトウェア及びユーザインターフェース機能を可能にするために、超音
波駆動回路及び／又はＲＦ駆動回路の存在を感知するように構成される。
【００７４】
　一態様では、主プロセッサ２１４は、例えば、Ｔｅｘａｓ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓか
ら入手可能なＬＭ　４Ｆ２３０Ｈ５ＱＲであってもよい。少なくとも一例では、Ｔｅｘａ
ｓ　ＩｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓのＬＭ４Ｆ２３０Ｈ５ＱＲは、製品データシートから容易に
入手可能な他の機構の中でも、最大４０ＭＨｚ、２５６ＫＢの単一サイクルフラッシュメ
モリ若しくは他の不揮発性メモリのオンチップメモリと、４０ＭＨｚ超の性能を改善する
ためのプリフェッチバッファと、３２ＫＢの単一サイクルシリアルランダムアクセスメモ
リ（serial random access memory、ＳＲＡＭ）と、ＳｔｅｌｌａｒｉｓＷａｒｅ（登録
商標）ソフトウェアを搭載した内部読み取り専用メモリ（ＲＯＭ）と、２ＫＢの電気的消
去可能なプログラマブル読み取り専用メモリ（electrically erasable programmable rea
d-only memory、ＥＥＰＲＯＭ）と、１つ又は２つ以上のパルス幅変調（ＰＷＭ）モジュ
ールと、１つ又は２つ以上の直交エンコーダ入力（quadrature encoder imput、ＱＥＤ）
アナログと、１２個のアナログ入力チャネルを備えた、１つ又は２つ以上の１２ビットア
ナログデジタル変換器（ＡＤＣ）と、を備えたＡＲＭ　Ｃｏｒｔｅｘ－Ｍ４Ｆプロセッサ
コアである。他のプロセッサが容易に代用されてもよく、したがって、本開示は、この文
脈に限定されるべきではない。
【００７５】
　図１５は、本開示の一態様による、モジュール超音波外科用器具３３４内に含まれる別
の電気回路３００を示す簡略化したブロック回路図を示す。電気回路３００は、プロセッ
サ３０２、クロック３３０、メモリ３２６、電源３０４（例えば、電池）、金属酸化物半
導体電界効果トランジスタ（metal-oxide semiconductor field effect transistor、Ｍ
ＯＳＦＥＴ）電源スイッチなどのスイッチ３０６、駆動回路３０８（ＰＬＬ）、変圧器３
１０、信号平滑化回路３１２（整合回路とも呼ばれる、例えば、タンク回路であり得る）
、感知回路３１４、変換器１３０及び超音波ブレード１１６で終端する超音波伝送導波管
（本明細書では簡単に導波管と呼ばれ得る）を備えるシャフトアセンブリ１１０を含む。
【００７６】
　高電圧（１２０ＶＡＣ）入力電力への依存性（一般的な超音波切断装置の特性）を断つ
本開示の１つの特徴は、波形成プロセスの全体にわたる低電圧スイッチングの利用及び変
圧器の段の直前に限った駆動信号の増幅である。この理由のため、本開示の一態様では、
電力は、ハンドルアセンブリ１０２（図１～図３）内でいずれかを適合させるのに十分に
小さい、たった１つの電池又は電池群から導出される。現況技術の電池技術は、高さ及び
幅が数センチメートル、奥行きが数ミリメートルの強力な電池を提供する。本開示の特徴
を組み合わせて、自己完結型及び自己動力式超音波装置を提供することによって、製造コ
ストの低減を達成することができる。
【００７７】
　電源３０４の出力は、プロセッサ３０２に供給され、電力供給する。プロセッサ３０２
は、信号を受信及び出力し、以下に説明するように、プロセッサ３０２によって実行され
るカスタムロジックに従って、又はコンピュータプログラムに従って機能する。電気回路
３００はまた、コンピュータ読み取り可能な命令及びデータを記憶するメモリ３２６、好
ましくはランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）を含むことができる。
【００７８】
　電源３０４の出力はまた、プロセッサ３０２によって制御されるデューティサイクルを
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有するスイッチ３０６に指向される。スイッチ３０６のオン時間を制御することにより、
プロセッサ３０２は、最終的に変換器３１６に送達される総電力量を決定することができ
る。一態様では、スイッチ３０６はＭＯＳＦＥＴであるが、他のスイッチ及びスイッチン
グ構成も同様に適応可能である。スイッチ３０６の出力は、例えば、位相検出位相同期ル
ープ（phase-locked loop、ＰＬＬ）及び／又はローパスフィルタ及び／又は電圧制御発
振器を含む駆動回路３０８に供給される。スイッチ３０６の出力は、プロセッサ３０２に
よってサンプリングされ、出力信号の電圧及び電流（それぞれＶ　ＩＮ及びＩ　ＩＮ）を
決定する。これらの値は、フィードバックアーキテクチャにおいて使用され、スイッチ３
０６のパルス幅変調を調整する。例えば、スイッチ３０６のデューティサイクルは、スイ
ッチ３０６からの所望される実際の出力に応じて約２０％～約８０％まで変化し得る。
【００７９】
　スイッチ３０６からの信号を受信する駆動回路３０８は、スイッチ３０６の出力を超音
波周波数、例えば５５ｋＨｚ（ＶＣＯ）の電気信号に変換する発振回路を含む。上述のよ
うに、この超音波波形の平滑化バージョンが、最終的に超音波変換器１３０に供給され、
超音波伝送導波管１４５（図２）に沿って共振正弦波を生成する。
【００８０】
　駆動回路３０８の出力には、低電圧信号（複数可）からより高い電圧に昇圧させること
ができる変圧器３１０がある。変圧器３１０の前に、低い（例えば、電池駆動）電圧で上
流スイッチングが実施されることが指摘され、これは今まで超音波切断及び焼灼装置には
可能でなかった。これは、装置が、低オン抵抗ＭＯＳＦＥＴスイッチング装置を有利に使
用するという事実に少なくとも部分的に起因する。低オン抵抗ＭＯＳＦＥＴスイッチは、
従来のＭＯＳＦＥＴ装置よりも低いスイッチング損失及び低い熱を生じ、より高い電流を
通過させることができるため有利である。したがって、スイッチング段（プレトランスフ
ォーマ）は、低電圧／高電流として特徴付けられ得る。増幅器ＭＯＳＦＥＴ（複数可）の
より低いオン抵抗を保証するために、ＭＯＳＦＥＴ（複数可）は、例えば１０Ｖで稼働さ
れる。そのような場合、別個の１０ＶＤＣ電源を使用して、ＭＯＳＦＥＴゲートに供給す
ることができ、ＭＯＳＦＥＴが完全にオンであり、合理的に低いオン抵抗が達成されるこ
とを保証する。本開示の一態様では、変圧器３１０は、電池電圧を１２０Ｖの二乗平均平
方根（root-mean-square、ＲＭＳ）に昇圧させる。変圧器は、当該技術分野で既知である
ため、ここでは詳細に説明されていない。
【００８１】
　記載の回路構成において、回路構成要素の劣化は、回路の回路性能に負の影響を及ぼし
得る。構成要素の性能に直接影響する１つの要因は熱である。既知の回路は、一般にスイ
ッチング温度（例えば、ＭＯＳＦＥＴ温度）を監視する。しかしながら、ＭＯＳＦＥＴ設
計における技術的進歩及び対応するサイズの低減により、ＭＯＳＦＥＴ温度は、もはや回
路負荷及び熱の有効なインジケータではない。この理由のため、本開示の一態様により、
感知回路３１４は、変圧器３１０の温度を感知する。この温度感知は、変圧器３１０が装
置の使用中にその最高温度又はその付近で稼働されるため有利である。追加の温度は、コ
ア材料、例えばフェライトを破壊することになり、永久的な損傷が起こり得る。本開示は
、例えば、変圧器３１０内の駆動電力を低減すること、ユーザに信号伝達すること、電源
をオフにすること、電力をパルスすること又は他の適切な応答によって、変圧器３１０の
最高温度に応答することができる。
【００８２】
　本開示の一態様では、プロセッサ３０２は、エンドエフェクタ１１２に通信可能に連結
され、これを使用して、材料を超音波ブレード１１６、例えば、図１に示すクランプ機構
と物理的に接触させる。エンドエフェクタ１１２において、クランプ力値（既知の範囲内
に存在する）を測定するセンサが提供され、受信されたクランプ力値に基づいて、プロセ
ッサ３０２は、運動電圧ＶＭを変化させる。設定された運動速度と組み合わされた高い力
値は、高いブレード温度をもたらし得るため、温度センサ３３６は、プロセッサ３０２に
通信可能に連結され、プロセッサ３０２は、温度センサ３３６からブレードの現在の温度
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を示す信号を受信及び解釈するように、また受信した温度に基づいてブレード移動の目標
周波数を決定するように動作可能である。別の態様では、歪ゲージ又は圧力センサなどの
力センサが、トリガ１０８に連結され、ユーザによってトリガ１０８に加えられた力を測
定することができる。別の態様では、歪ゲージ又は圧力センサなどの力センサが、スイッ
チ１２０ボタンに連結されてもよく、それにより変位強度が、ユーザによってスイッチ１
２０ボタンに加えられた力に対応する。
【００８３】
　本開示の一態様によれば、プロセッサ３０２に連結された駆動回路３０８のＰＬＬ部分
は、導波管移動の周波数を決定し、その周波数をプロセッサ３０２に伝達することができ
る。プロセッサ３０２は、装置がオフにされたときに、この周波数値をメモリ３２６に記
憶する。クロック３３０を読み取ることによって、プロセッサ３０２は、装置が遮断され
た後に経過した時間を決定し、その経過した時間が所定の値未満である場合、導波管移動
の最後の周波数を検索することができる。次いで、装置は、推定可能に現在の負荷に対し
て最適な周波数である最後の周波数で起動することができる。
【００８４】
　図１６は、本開示の一態様による、外科用器具１００と共に使用するための電池アセン
ブリ４００を示す。電池アセンブリ４００は、様々なエネルギーセルを含むようにサイズ
決定及び構成されたハウジング４０２を備える。エネルギーセルは、再充電式及び非再充
電式電池を含むことができる。一態様では、電池アセンブリ４００は、４つのＬｉイオン
非再充電式電池４０４ａ、４０４ｂ、４０４ｃ、４０４ｄ及び２つのニッケル金属水素化
物（ＮｉＭＨ）再充電式電池４０６ａ（第２の電池は図示せず）を含む。ハウジング４０
２は、電池アセンブリ４００を外科用器具１００（図１及び図２）のハンドルアセンブリ
１０２に取り外し可能に接続するためのタブ４０８ａ、４０８ｂを備える。
【００８５】
　図１７は、本開示の一態様による、外科用器具１００と共に使用するための使い捨て電
池アセンブリ４１０を示す。一態様では、使い捨て電池アセンブリ４１０は、外科用器具
１００（図１及び図２）などの電池式高度エネルギー器具と共に使用するための一次セル
電池パックを備え、使い捨て電池アセンブリ４１０からの電圧サグを相殺して、負荷下で
の動作中に出力電圧が所定のレベルを下回るのを防ぐために、エレクトロニクスを追加の
電圧で補償することを含む。この使い捨て電池アセンブリ４１０は、様々なエネルギーセ
ルを含むようにサイズ決定及び構成されたハウジング４１２を備える。エネルギーセルは
、再充電式及び非再充電式電池を含むことができる。一態様では、使い捨て電池アセンブ
リ４１０は、４つの一次リチウムイオン（Ｌｉイオン）非再充電式電池４１４ａ、４１４
ｂ、４１４ｃ、４１４ｄ及び２つの二次ＮｉＭＨ又はニッケルカドミウム（ＮｉＣｄ）再
充電式電池４１６ａ、４１６ｂを含む。ハウジング４１２は、使い捨て電池アセンブリ４
１０を外科用器具１００のハンドルアセンブリ１０２に電気的に連結するための電気接点
４１８を含む。図示した例では、電気接点４１８は、４つの金属接点を含む。使い捨て電
池アセンブリ４１０はまた、制御回路２１０（図１４）及び／又は電気回路３００（図１
５）などの電気回路４１９を含む。電気回路４１９は、放射硬化される。
【００８６】
　一態様では、使い捨て電池アセンブリ４１０は、電池４１４ａ～ｄ、電気回路４１９及
びガンマ又は他の放射線滅菌に耐性のある他の構成要素を含む。例えば、スイッチングモ
ード電源４６０（図２２）又は線形電源４７０（図２４）及び任意の充電回路は、使い捨
て電池アセンブリ４１０のハウジング４１２内に組み込まれて、一次Ｌｉイオン電池４１
４ａ～ｄの電圧サグを低減し、二次ＮｉＭＨ電池４１６ａ、４１６ｂを使用して電圧サグ
を低減することを可能にすることができる。これにより、無菌フィールドへの導入が容易
な各手術の開始時の満充電セルが保証される。一次Ｌｉイオン電池４１４ａ～ｄ及び二次
ＮｉＭＨ電池４１６ａ～ｂを含むデュアルタイプの電池アセンブリを、専用エネルギーセ
ル４１６ａ～ｂと共に使用して、発生器及びモータ制御回路を稼働させる専用エネルギー
セル４１４ａ～ｄからエレクトロニクスを制御することができる。一態様では、関与する
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電池が低下した場合、システムは、エレクトロニクス回路の駆動に必要とされる電池から
引き込む。一態様では、システムは、反対方向に、例えば、エネルギー及び／又はモータ
制御回路の駆動に関与する電池から電子回路の駆動に関与する電池に電流を流すことを可
能にしない一方向ダイオードシステムを含む。追加の一態様では、システムは、所定のレ
ベルにおける瞬低を最小限に抑えるダイオード及び真空管構成要素を使用する、ガンマフ
レンドリー充電回路及びスイッチモード電源を備えることができる。スイッチモード電源
は、ＮｉＭＨ電圧（例えば、３つのＮｉＭＨセル）の分割である最小瞬低電圧を含めるこ
とによって省略することができる。別の側面では、放射線硬化した構成要素がモジュール
内に位置するモジュールシステムを作製することができ、このモジュールを、放射線滅菌
によって滅菌可能にする。他の放射線硬化していない構成要素は、他のモジュール構成要
素に含まれ、構成要素が同じ回路基板上に一緒に位置しているかのように構成要素が一緒
に動作するように、モジュール構成要素の間に接続が作製される。二次ＮｉＭＨ電池４１
６ａ～ｂの２つのセルのみが所望される場合、ダイオード及び真空管に基づくスイッチモ
ード電源は、使い捨て一次Ｌｉイオン電池４１４ａ～ｄ内の滅菌可能なエレクトロニクス
を可能にする。
【００８７】
　図１８は、本開示の一態様による、外科用器具１００と共に使用するための再利用可能
な電池アセンブリ４２０を示す。この再利用可能な電池アセンブリ４２０は、様々な再充
電可能エネルギーセルを含むようにサイズ決定及び構成されたハウジング４２２を備える
。エネルギーセルは、再充電可能電池を含むことができる。一態様では、再利用可能な電
池アセンブリ４２０は、５つの積層されたＮｉＭＨ再充電可能電池４２４ａ、４２４ｂ、
４２４ｃ、４２４ｄ、４２４ｅを含む。ハウジング４２２は、再利用可能な電池アセンブ
リ４２０を外科用器具１００（図１及び図２）のハンドルアセンブリ１０２に電気的に連
結するための電気接点４２８を含む。図示した例では、電気接点４２８は、６つの金属接
点を含む。再利用可能な電池アセンブリ４２０はまた、制御回路２１０（図１４）及び／
又は電気回路３００（図１５）などの電気回路を含み得る、最大６つの回路基板４２９ａ
、４２９ｂ、４２９ｃ、４２９ｄ、４２９ｅ、４２９ｆを含む。一態様では、再利用可能
な電池アセンブリ４２０は、容易な交換のためにハウジング４２２内に駆動ＦＥＴトラン
ジスタ及び関連回路４２９ａ～ｆを備え、エネルギー送達を伴う再利用可能な電池アセン
ブリ４２０を置き換えるために、外科用器具１００（図１及び図２）を遮断する必要がな
い。
【００８８】
　再利用可能な電池アセンブリ４２０は、電池テストスイッチ４２６及び最大３つのＬＥ
Ｄインジケータ４２７ａ、４２７ｂ、４２７ｃを備え、再利用可能な電池アセンブリ４２
０内の電池４２４ａ～ｅの劣化を決定する。第１のＬＥＤインジケータ４２７ａは、使用
する準備ができている満充電電池４２４ａ～ｅを示し得る。第２のＬＥＤインジケータ４
２７ｂは、電池を再充電する必要があることを示し得る。第３のＬＥＤインジケータ４２
７ｃは、電池が不良品であり、廃棄することを示し得る。再利用可能な電池アセンブリ４
２０の劣化表示は、ユーザがそれを挿入及び使用する前に電池４２４ａ～ｅの特定の劣化
及び能力を決定することを可能にする。例えば、再充電可能二次セルの充電状態、瞬低電
圧、一次セル電圧は、無負荷状態で又はシステムに既定の抵抗負荷を加えた状態でこれら
を測定することができる電池テストスイッチ４２６の起動によってチェックされる。電圧
は、結果として得られた電圧チェックを比較するために、少なくとも１つであるが、より
好ましくは３つの閾値を有し得る。第１のインジケータ４２７ａの場合、電池４２４ａ～
ｅは、それらが使用に適しているか否かを示す。３つのレベルで、再利用可能な電池アセ
ンブリ４２０は、満充電、最小充電、及びある程度限界であるが、制限された充電状態を
表示することができる。この電池４２４ａ～ｅ劣化モニタは、使い捨て電池アセンブリ４
１０（図１７）又は再利用可能な電池アセンブリ４２０のいずれかに有用である。使い捨
て電池アセンブリ４１０の場合は、準備完了／損傷インジケータである。再利用可能な電
池アセンブリ４２０の場合、準備完了／準備未完了に加えて、寿命残量、再充電容量、更
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には故障前の年数を示すことができる。
【００８９】
　図１９は、本開示の一態様による、マルチリード電池端子に連結された複数の回路基板
に連結された電池セルを露出するようにハウジングシェルの両半分が取り除かれた、取り
外し可能な電池アセンブリ４３０の立面斜視図である。更に、３つを超える、又は３つ未
満の回路基板が、拡大又は制限された機能性を提供することが可能である。図１９に示す
ように、複数の回路基板４３２、４３４、４３６は、積層アーキテクチャに位置決めされ
てもよく、これが多くの利点を提供する。例えば、より小さいレイアウトサイズに起因し
て、回路基板は、取り外し可能な電池アセンブリ４３０内の設置面積が小さくなり、それ
によってより小型の電池を可能にする。加えて、この構成では、電源基板に由来するあら
ゆる雑音がデジタル基板に害を及ぼすことを防止するために、電力基板をデジタル基板か
ら容易に隔離することが可能である。また、積層構成は、基板間の特徴部を直接接続する
ことを可能にし、それによって配線の存在を低減する。更に、回路基板は、リジッド・フ
レックス・リジッド回路の一部として構成され、リジッド部品がより小さい体積測定領域
に「ファン（fanned）」されることを可能にし得る。
【００９０】
　本開示の態様によれば、回路基板４３２、４３４、４３６は、特定の機能を提供する。
例えば、１つの回路基板を４３２は、電池保護回路を実行するための構成要素を提供する
ことができる。同様に、別の回路基板４３４は、電池コントローラを実行するための構成
要素を提供することができる。別の回路基板４３６は、例えば、高電力バックコントロー
ラ構成要素を提供することができる。最後に、電池保護回路は、電池セル４３８ａ～ｎを
連結するための接続経路を提供することができる。回路基板を積層構成で配置し、基板を
それぞれの機能により分離することによって、基板を、個々の雑音及び発熱を最良に扱う
特定の順序で戦略的に配置することができる。例えば、高電力バックコントローラ構成要
素を有する回路基板が最も発熱するため、それを他の基板から隔離し、積層体の中心に配
置することができる。このようにして、医師又は装置のオペレータが熱を感じないように
する努力において、装置の外表面から熱から遠ざけることが可能である。加えて、電池基
板接地は、接地ループによってもたらされる雑音を低減するために中心がバックコントロ
ーラ基板に位置する、スタートポロジーで構成されてもよい。
【００９１】
　戦略的に積層された回路基板、回路基板からマルチリード電池端子アセンブリへの低熱
伝導経路及びフレックス回路３５１６は、装置の外表面に熱が到達しないように補助する
特徴部である。電池セル及びバック構成要素は、セル及びバック構成要素によって生成さ
れた熱が、医師の手から離れた部分に入るように、ハンドルアセンブリ１０２（図１及び
図２）内のフレックス回路に熱的に接続される。フレックス回路は、その露出基盤領域及
び熱を再指向し、吸収し、かつ／又はより広い領域に放散する、銅の有利な伝導特性に起
因して、比較的高い熱質量を提示し、それによって熱の集中を減速させ、装置の外表面上
の高スポット温度を制限する。より大きな熱ウェル、シンク又は絶縁体、金属コネクタキ
ャップ、及び装置のフレックス回路又はハンドルアセンブリ１０２におけるより重い銅含
有量を含むが、これらに限定されない他の技術も同様に実装され得る。
【００９２】
　取り外し可能な電池アセンブリ４３０の別の利点は、Ｌｉイオン電池が使用されるとき
に認識される。前述のように、Ｌｉイオン電池は、複数セルの並列構成で充電すべきでは
ない。これは、電圧が特定のセルにおいて上昇するため、他のより低い電圧のセルよりも
速く追加充電を許容し始めるからである。したがって、そのセルに対する充電を個別に制
御することができるように、セルを監視する。Ｌｉイオン電池がセル４３８ａ～ｎの群か
ら形成されるとき、装置の外部から電池４３８ａ～ｎに延在する多数の導線（第１のセル
を超える各電池セルに少なくとも１つの追加の導線）が必要とされる。取り外し可能な電
池アセンブリ４３０を有することにより、電池セル４３８ａ～ｎは、一態様では、それ自
体が露出した接点の組を有し、取り外し可能な電池アセンブリ４３０がハンドルアセンブ
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リ１０２（図１及び図２）内に存在しないとき、接点のセットを、外部の非滅菌充電器に
おける対応する接点のセットに連結することができる。別の態様では、電池セル４３８ａ
～ｎは、電池保護回路に電気的に接続されて、電池保護回路がセル４３８ａ～ｎの再充電
を制御及び調整することを可能にする。取り外し可能な電池アセンブリ４３０には、予想
される寿命を過ぎた取り外し可能な電池アセンブリ４３０の使用を防止するための回路が
設けられている。この用語は、セルを示すだけでなく、電池ケーシング又はシェル及び上
方接点アセンブリを含む外表面も示す。そのような回路は、下で更に詳細に説明され、例
えば、使用カウント、再充電カウント及び製造カウントからの絶対時間を含む。
【００９３】
　図１９はまた、取り外し可能な電池アセンブリ４３０内の構成要素を、ハンドルアセン
ブリ１０２（図１及び図２）の電気的インターフェースに電気的に連結するインターフェ
ースである、マルチリード電池端子アセンブリ４３３を示す。取り外し可能な電池アセン
ブリ４３０は、ハンドルアセンブリ１０２を通して、超音波変換器／発生器アセンブリ１
０４（図４）と電気的に（かつ機械的に）連結することができる。上述のように、取り外
し可能な電池アセンブリ４３０は、マルチリード電池端子アセンブリ４３３を通して、外
科用器具１００（図１及び図２）に電力を供給すると共に、本明細書に記載の他の機能性
を提供する。マルチリード電池端子アセンブリ４３３は、取り外し可能な電池アセンブリ
４３０内の端子をハンドルアセンブリ１０２のドッキングベイによって提供される別の端
子と別個に電気的に接続することができる複数の接触パッド４３５ａ～ｎを含む。そのよ
うな電気的接続の一例は、電力及び通信信号経路として複数の接触パッド４３５ａ～ｎに
連結される。マルチリード電池端子アセンブリ４３３の態様では、１６個の異なる接触パ
ッド４３５ａ～ｎが示される。この数は、単に例示的である。態様では、電池端子アセン
ブリ４３３の内側は、気密封止をもたらすようにポッティング材料で充填され得る成形端
子ホルダ上に形成されたウェルを有する。接触パッド４３５ａ～ｎは、リッド内にオーバ
ーモールドされ、ポッティングウェルを通して電池４３０の内部に延在する。ここでフレ
ックス回路を使用して、ピンの配列を再配置し、回路基板への電気的接続を提供すること
ができる。一実施例では、４×４アレイが２×８アレイに変換される。マルチリード電池
端子アセンブリ４３３の一実施例では、マルチリード電池端子アセンブリ２８０４の複数
の接触パッド４３５ａ～ｎは、対応する複数の内部接触ピン４３７ａ～ｎを含む。接触ピ
ン４３７ａは、接触パッド４３５ａのうちの対応するものへの直接電気的連結を提供する
。
【００９４】
　図２０は、本発明の一態様による、電池テスト回路４４０を示す。電池テスト回路４４
０は、図１８に記載される電池テストスイッチ４２６を含む。電池テストスイッチ４２６
は、変換器又はシャフトアセンブリエレクトロニクスをシミュレートするＬＣＲ疑似負荷
に係合するスイッチである。図１８に記載のように、追加のインジケータ回路が電池テス
ト回路４４０に連結されて、再利用可能な電池アセンブリ４２０内の電池の容量の適切な
表示を提供することができる。図示した電池テスト回路４４０は、それぞれ図１６～図１
９に関して記載される電池アセンブリ４００、４１０、４２０、４３０のうちのいずれか
に用いられてもよい。
【００９５】
　図２１は、本開示の一態様による、最小出力電圧を維持するための補助電源回路４５０
を示す。補助電源回路４５０は、図１６～図１９に関して記載される電池アセンブリ４０
０、４１０、４２０、４３０のうちのいずれかに含まれてもよい。補助電源回路４５０は
、出力電圧ＶＯが高負荷条件下でサグするのを防ぐ。補助電源回路４５０は、電池アセン
ブリ４００、４１０、４２０、４３０の、外科用器具１００（図１及び図２）のハンドル
アセンブリ１０２への挿入時にスイッチ４５３が閉じると起動される、４つの一次電池４
５２ａ～ｂ、４５２ｃ～ｄのセット（最大ｎ個の電池が使用されてもよい）を含む。一次
電池４５２ａ～ｄは、ＣＲ１２３Ａ　Ｌｉイオン電池などのＬｉイオン電池であり得る。
負荷下で、一次電池４５２ａ～ｄは、出力電圧ＶＯを提供し、一方で二次再充電可能電池
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４５４は、充電器４５５によって充電される。一態様では、ＮｉＭＨ電池内の二次再充電
可能電池４５４及び充電器４５５は、好適なＮｉＭＨ充電器である。出力電圧ＶＯが高負
荷条件に起因してサグ又はドループするとき、電圧ＶＸはスイッチモード電源４５６を動
作させて、追加の電流を負荷に供給することによって出力電圧ＶＯを回復する。ダイオー
ド４５８は、スイッチモード電源４５６の出力に電流が流入するのを防ぐように設けられ
ている。したがって、スイッチモード電源４５６の出力電圧Ｖｂは、補助電流が負荷に流
入し得る前に、ダイオード４５８（約０．７Ｖ）にわたる電圧降下を超えなければならな
い。任意に、電池テストスイッチ４５９及びテストレジスタＲＴｅｓｔを設けて、負荷条
件下で補助電源回路４５０をテストすることができる。特に、図２１を考慮して、電池ア
センブリ４００、４１０、４２０、４３０は、スイッチ４５７ｂ及びレジスタ４５７ｃを
含むテスト回路４５７ａを備えてもよく、それによりスイッチ４５７ｂが閉じたとき（例
えば、テストボタン４２６を介して）、レジスタ４５７ｃは、一次電池４５２ａ～ｄが出
力電圧ＶＯを送達可能であるか否かをテストする。そうでなければ、レジスタ４５７は、
二次電池４５４が、スイッチモード電源４５６の動作を介して、Ｖｂを送達することがで
き、それによりダイオード４５８を通過する補助電流は、出力電圧ＶＯを回復する。
【００９６】
　図２２は、本開示の一態様による、外科用器具１００にエネルギーを供給するためのス
イッチモード電源回路４６０を示す。スイッチモード電源回路４６０は、それぞれ図１６
、図１７及び図１９に関して記載される電池アセンブリ４００、４１０、４３０のうちの
いずれか１つに配設されてもよい。図示した例では、スイッチモード電源回路４６０は、
一次Ｌｉセル電池４２９ａ～ｄを備え、正（＋）出力電圧が、スイッチングレギュレータ
４６４の入力端子ＶＩＮに連結される。任意の好適な数の一次セルを用いてもよいことが
理解されるであろう。スイッチモード電源回路４６０は、遠隔オン／オフスイッチを含む
。スイッチングレギュレータ４６４の入力ＶＩＮはまた、キャパシタＣｉにより表される
入力フィルタを含む。スイッチングレギュレータ４６４の出力Ｖｏｕｔは、インダクタＬ
及びキャパシタＣＯにより表される出力フィルタに連結される。キャッチダイオードＤは
、Ｖｏｕｔと地面との間に配設される。フィードバック信号は、出力フィルタＣＯからス
イッチングレギュレータ４６４のＦＢ入力に提供される。負荷レジスタＲＬは、負荷を表
す。一態様では、最小負荷、は約２００ｍＡである。一態様では、出力電圧ＶＯＵＴは、
８００ｍＡで３．３ＶＤＣである。
【００９７】
　図２３は、本開示の一態様による、外科用器具１００にエネルギーを供給するための図
２２に示すスイッチングレギュレータ４６４の別個のバージョンを示す。スイッチングレ
ギュレータ４６４は、ＶＩＮ端子における電池アセンブリ４００、４１０、４２０、４３
０から入力電圧を受信する。オン／オフ入力での信号は、スイッチ４７１の状態を制御す
ることによって、スイッチングレギュレータ４６４の動作を有効又は無効にする。フィー
ドバック信号は、分圧器回路４６３によって分割されたＦＢ入力時の負荷から受信される
。分圧器４６３からの電圧は、固定利得増幅器４６５の正入力に印加される。固定利得増
幅器４６５の負入力は、バンドギャップ基準ダイオード４６９（例えば、１．２３Ｖ）に
連結される。固定利得増幅器４６５の増幅出力は、コンパレータ４６６の正入力に印加さ
れる。コンパレータ４６６の負入力は、５０ｋＨｚ発振器４６７の入力を受信する。コン
パレータ４６６の出力は、駆動するドライバ４６８及び出力トランジスタ４６１に印加さ
れる。出力トランジスタ４６１は、ＶＯＵＴ端子を介して、電圧及び電流を負荷に供給す
る。
【００９８】
　図２４は、本開示の一態様による、外科用器具１００にエネルギーを供給するための線
形電源回路４７０を示す。線形電源回路４７０は、それぞれ図１６、図１７、図１８及び
図１９に関して記載される電池アセンブリ４００、４１０、４２０、４３０のうちのいず
れか１つに配設されてもよい。図示した例では、線形電源回路４７０は、一次Ｌｉセル電
池４６２ａ～ｄを備え、正（＋）出力電圧が、トランジスタ４７２のＶＩＮ端子に連結さ
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れる。トランジスタ４７２の出力は、線形電源回路４７０のＶＯＵＴ端子を介して、負荷
に電流及び電圧を供給する。入力フィルタＣｉは、入力側に設けられ、出力フィルタＣＯ

は、出力側に設けられる。ツェナダイオードＤＺは、トランジスタ４７２の基部に調整電
圧を印加する。バイアス抵抗は、ツェナダイオードＤＺ及びトランジスタ４７２をバイア
スする。
【００９９】
　図２５は、本開示の一態様による、マルチリードハンドル端子アセンブリに通信可能に
連結された装置識別子を露出するように、左シェル半分がハンドルアセンブリ４８２から
取り除かれた、モジュール手持ち型超音波外科用器具４８０の立面分解図である。本開示
の追加の態様では、インテリジェント又はスマート電池を使用して、モジュール手持ち型
超音波外科用器具４８０に通電する。しかしながら、スマート電池は、モジュール手持ち
型超音波外科用器具４８０に限定されず、説明されるように、互いに異なる電力要件（例
えば、電流及び電圧）を有していてもいなくてもよい、種々の装置で使用することができ
る。スマート電池アセンブリ４８６は、本開示の一態様により、電気的に連結される特定
の装置を有利に識別することができる。暗号化又は非暗号化された識別方法によってこれ
を行う。例えば、スマート電池アセンブリ４８６は、接続部分４８８などの接続部分を有
し得る。ハンドルアセンブリ４８２はまた、マルチリードハンドル端子アセンブリ４９１
に通信可能に連結され、ハンドルアセンブリ４８２に関する少なくとも１つの情報を通信
するように動作可能な装置識別子が設けられ得る。この情報は、ハンドルアセンブリ４８
２が使用された回数、超音波変換器／発生器アセンブリ４８４（現在、ハンドルアセンブ
リ４８２から切断されている）が使用された回数、導波管シャフトアセンブリ４９０（現
在、ハンドルアセンブリ４８２に接続されている）が使用された回数、現在ハンドルアセ
ンブリ４８２に接続されている導波管シャフトアセンブリ４９０の種類、現在ハンドルア
センブリ４８２に接続されている超音波変換器／発生器アセンブリ４８４の種類若しくは
識別及び／又は多くの他の特性に関し得る。スマート電池アセンブリ４８６が、ハンドル
アセンブリ４８２に挿入されると、スマート電池アセンブリ４８６内の接続部分４８８は
、ハンドルアセンブリ４８２の装置識別子と通信接触する。ハンドルアセンブリ４８２は
、ハードウェア、ソフトウェア、又はそれらの組み合わせを通して、スマート電池アセン
ブリ４８６に情報を送信することができる（自己起動によるか、又はスマート電池アセン
ブリ４８６からの要求に応答して）。この通信された識別子は、スマート電池アセンブリ
４８６の接続部分４８８によって受信される。一態様では、一旦スマート電池アセンブリ
４８６が情報を受信すると、通信部分は、スマート電池アセンブリ４８６の出力を制御し
て、装置の特定の電力要件に応じるように動作可能である。
【０１００】
　一態様では、通信部分は、別個又は単一の構成要素であり得る、プロセッサ４９３及び
メモリ４９７を含む。プロセッサ４９３は、メモリと組み合わせて、モジュール手持ち型
超音波外科用器具４８０のためのインテリジェントな電力管理を提供することができる。
この態様は、モジュール手持ち型超音波外科用器具４８０などの超音波装置が、モジュー
ル手持ち型超音波外科用器具４８０に固有であり得る電力要件（周波数、電流及び電圧）
を有するため、特に有利である。実際に、モジュール手持ち型超音波外科用器具４８０は
、外管４９４の１つの寸法又は種類に対する特定の電力要件又は制限、並びに異なる寸法
、形状及び／又は構成を有する第２の種類の導波管に対する第２の異なる電力要件を有し
得る。
【０１０１】
　したがって、本開示の一態様による、スマート電池アセンブリ４８６は、電池アセンブ
リがいくつかの外科用器具の間で使用されることを可能にする。スマート電池アセンブリ
４８６は、それが取設された装置を識別することができ、またそれに従ってその出力を変
更することができるため、スマート電池アセンブリ４８６を利用する様々な異なる外科用
器具のオペレータは、使用されるエレクトロニクス装置内に設置しようとしている電源に
ついて懸念する必要がなくなる。これは、複雑な外科手技の途中で、電池アセンブリが、
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別の外科用器具と置換又は交換される必要がある動作環境において特に有利である。
【０１０２】
　本開示の更なる態様では、スマート電池アセンブリ４８６は、特定の装置が使用される
毎に記録をメモリ４９７に記憶する。この記録は、装置の有用な又は許容される寿命の終
了を評価するために有用であり得る。例えば、装置が２０回使用されると、その装置は、
「もはや信頼できない」外科用器具として定義されるため、装置に接続されるスマート電
池アセンブリ４８６内のそのような電池は、それに電力を供給することを拒否する。信頼
性は、多くの因子に基づいて決定される。１つの因子は摩耗であり得、これは装置が使用
された又は起動された回数を含む、多くの方法で推定され得る。ある特定の使用回数後に
、装置の部品は摩耗し、部品間の許容範囲を超え得る。例えば、スマート電池アセンブリ
４８６は、ハンドルアセンブリ４８２によって受信されるボタンを押した回数を感知する
ことができ、ボタンを押した回数がいつ最大になったか、又はそれを超えたかを決定する
ことができる。スマート電池アセンブリ４８６はまた、例えば、ハンドルが例えば塩水で
汚染された場合に変化し得る、ボタン機構のインピーダンスを監視することができる。
【０１０３】
　この摩耗は、手技中に許容できない故障につながり得る。いくつかの態様では、スマー
ト電池アセンブリ４８６は、どの部品が装置内で一緒に組み合わされたか、更には部品が
経験した使用回数を認識することができる。例えば、スマート電池アセンブリ４８６が、
本開示によるスマート電池である場合、ユーザが複合装置の使用を試みる前に、ハンドル
アセンブリ４８２、導波管シャフトアセンブリ４９０、並びに超音波変換器／発生器アセ
ンブリ４８４を識別することができる。スマート電池アセンブリ４８６内のメモリ４９７
は、例えば、超音波変換器／発生器アセンブリ４８４が動作している時間及びいつ、どの
ように、どれだけの期間にわたって動作しているかを記録することができる。超音波変換
器／発生器アセンブリ４８４が個々の識別子を有する場合、スマート電池アセンブリ４８
６は、超音波変換器／発生器アセンブリ４８４の使用を追跡し、一旦ハンドルアセンブリ
４８２又は超音波変換器／発生器アセンブリ４８４がその最大使用回数を超えると、その
超音波変換器／発生器アセンブリ４８４への電力供給を拒否することができる。超音波変
換器／発生器アセンブリ４８４、ハンドルアセンブリ４８２、導波管シャフトアセンブリ
４９０又は他の構成要素は、この情報も同様に記録するメモリチップを含むことができる
。このようにして、スマート電池アセンブリ４８６内の任意の数のスマート電池は、任意
の数の超音波変換器／発生器アセンブリ４８４、ステープラ、導管シーラなどと共に使用
することができ、依然として超音波変換器／発生器アセンブリ４８４、ステープラ、導管
シーラなどの合計使用回数、又は合計使用時間（クロックの使用を通して）、又は合計作
動回数など、又は充電若しくは放電サイクルを決定することができる。スマート機能性は
、電池アセンブリ４８６の外部に存在してもよく、例えば、ハンドルアセンブリ４８２、
超音波変換器／発生器アセンブリ４８４及び／又はシャフトアセンブリ４９０内に存在し
てもよい。
【０１０４】
　超音波変換器／発生器アセンブリ４８４の使用をカウントして、超音波変換器／発生器
アセンブリ４８４の寿命をインテリジェントに終了すると、外科用器具は、外科手技にお
ける超音波変換器／発生器アセンブリ４８４の実際の使用の完了と、例えば電池交換又は
外科手技における一時的遅延に起因する超音波変換器／発生器アセンブリ４８４の作動の
瞬間的喪失とを正確に区別する。したがって、超音波変換器／発生器アセンブリ４８４の
起動回数を簡単にカウントするための代替として、リアルタイムクロック（ＲＴＣ）回路
を実装して、超音波変換器／発生器アセンブリ４８４が実際にシャットダウンされた時間
の量を追跡することができる。測定された時間の長さから、シャットダウンが、実際の１
回の使用の終了と見なすのに十分に重大であったか、又はシャットダウンが、短すぎて１
回の使用の終了と見なすことができなかったかを決定することができる。したがって、い
くつかの用途では、この方法は、例えば、外科手技中に１０回「起動」が発生すると、そ
れによって１０回の起動は、カウンタが１ずつ増分されることを示すはずであるとする、
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簡単な「起動ベースの」アルゴリズムよりも超音波変換器／発生器アセンブリ４８４の有
用な寿命をより正確に決定することができる。一般に、この内部クロック同期の種類及び
システムは、簡単な「起動ベースの」アルゴリズムを欺くように設計された装置の誤用を
防ぎ、また正当な理由で必要とされた超音波変換器／発生器アセンブリ４８４又はスマー
ト電池アセンブリ４８６の簡単な切り離しのみが存在していた場合に完全な使用の不正な
ログを防ぐであろう。
【０１０５】
　外科用器具４８０の超音波変換器／発生器アセンブリ４８４は再利用可能であるが、一
態様では、外科用器具４８０が洗浄及び滅菌中に過酷な条件に曝されるため、有限の使用
回数を設定することができる。より具体的には、電池パックは、滅菌されるように構成さ
れる。外表面に用いられる材料にかかわらず、使用される実際の材料について限られた予
想寿命がある。この寿命は、例えば、ほんの数例を挙げれば、パックが実際に滅菌された
時間の量、パックが製造されてからの時間、パックが再充電された回数を含み得る、様々
な特性によって決定される。また、電池セル自体の寿命が限定される。本開示のソフトウ
ェアは、超音波変換器／発生器アセンブリ４８４及びスマート電池アセンブリ４８６の使
用回数を検証し、この使用回数に達したか、又は超えたときに装置を無効にする、本発明
のアルゴリズムを組み込んでいる。考えられる滅菌方法の各々における電池パック外部の
分析を行うことができる。最も過酷な滅菌手技に基づいて、最大数の許可された滅菌を定
義することができ、その数をスマート電池アセンブリ４８６のメモリに記憶することがで
きる。充電器が非無菌であり、スマート電池アセンブリ４８６が充電後に使用されると想
定される場合、充電カウントは、特定のパックが遭遇する滅菌回数に等しいと定義され得
る。
【０１０６】
　一態様では、電池パック内のハードウェアは、パックがソフトウェアによって無効にさ
れた後に、電池セルからの連続的なドレインに起因する安全性の懸念を最小化又は排除す
ることができる。電池の内部ハードウェアが、ある特定の低電圧条件下で電池を無効にす
ることができない状況が存在し得る。そのような状況において、一態様では、充電器を使
用して電池を「止める」ことができる。電池がその充電器に入っている間、電池マイクロ
コントローラはオフであるという事実に起因して、不揮発性のシステム管理バス（ＳＭＢ
）ベースの電気的に消去可能なプログラマブル読み出し専用メモリ（ＥＥＰＲＯＭ）を使
用して、電池マイクロコントローラと充電器との間で情報を交換することができる。した
がって、一連のＥＥＰＲＯＭを使用して、電池マイクロコントローラがオフであるときで
も書き込み及び読み出し可能な情報を記憶することができ、これは充電器又は他の周辺装
置と情報を交換しようするときに非常に有益である。この例のＥＥＰＲＯＭは、ほんの数
例を挙げれば、少なくとも（ａ）電池が無効にされるべき時点の使用カウント限界（電池
使用カウント）、（ｂ）電池が経験する手技の数（電池手技カウント）及び／又は（ｃ）
電池が経験する充電の回数（充電カウント）を記憶するのに十分なメモリレジスタを含む
ように構成され得る。使用カウントレジスタ及び充電カウントレジスタなどのＥＥＰＲＯ
Ｍに記憶される情報のうちのいくつかは、ＥＥＰＲＯＭの書き込み禁止部分に記憶され、
ユーザが情報を変更するのを防ぐ。一態様では、使用及びカウンタは、データ破壊を検出
するために対応するビット反転小レジスタと共に記憶される。
【０１０７】
　ＳＭＢｕｓライン中の任意の残留電圧は、マイクロコントローラを損傷し、ＳＭＢｕｓ
信号を破壊することがある。したがって、マイクロコントローラがオフの間に、電池コン
トローラ７０３のＳＭＢｕｓラインが電圧を搬送しないことを保証するために、外部ＳＭ
Ｂｕｓラインと電池マイクロコントローラ基板との間にリレーが設けられている。
【０１０８】
　スマート電池アセンブリ４８６の充電中、例えば、定電流／定電圧充電スキームを用い
るとき、電池への電流の流入が、漸減様式で所与の閾値を下回ると、スマート電池アセン
ブリ４８６内の電池の「充電終了」状態が決定される。この「充電終了」状態を正確に検
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出するために、電池マイクロコントローラ及びバック基板は、電池の充電中に電源が切ら
れてオフになり、基板によって引き起こされ得、かつ漸減電流検出を干渉し得る任意の電
流ドレインを低減する。更に、マイクロコントローラ及びバック基板は、充電中にパワー
ダウンされ、結果として生じる任意のＳＭＢｕｓ信号の破壊を防ぐ。
【０１０９】
　充電器に関して、一態様では、スマート電池のアセンブリ４８６が、正しい挿入位置以
外の任意の方法で充電器に挿入されることを防ぐ。したがって、スマート電池アセンブリ
４８６の外部には、充電器を保持する特徴部が設けられている。スマート電池アセンブリ
４８６を充電器内に確実に保持するためのカップは、スマート電池アセンブリ４８６が正
しい（意図された）方法以外の任意の方法で偶発的に挿入されることを防ぐために、輪郭
に一致する先細形状で構成される。スマート電池のアセンブリ４８６の存在が、充電器自
体によって検出可能であり得ることが更に企図される。例えば、充電器は、電池保護回路
からのＳＭＢｕｓ伝送の存在、並びに保護基板内に位置するレジスタを検出するように構
成されてもよい。そのような場合、充電器は、スマート電池アセンブリ４８６が正しく着
座するまで、又は充電器の定位置になるまで、充電器のピンにおいて露出される電圧を制
御することが可能になる。これは、充電器のピンにおける露出電圧が、ピンにわたって電
気的短絡が起こり、充電器が不用意に充電を開始するというハザード及び危険性を提示す
るためである。
【０１１０】
　いくつかの態様では、スマート電池アセンブリ４８６は、音響及び／又は視覚フィード
バックを通してユーザに通信することができる。例えば、スマート電池アセンブリ４８６
は、ＬＥＤを事前に設定された方法で点灯させることができる。そのような場合、超音波
変換器／発生器アセンブリ４８４内のマイクロコントローラがＬＥＤを制御するが、マイ
クロコントローラは、スマート電池アセンブリ４８６から直接実行される命令を受信する
。
【０１１１】
　本開示のなおも更なる態様では、超音波変換器／発生器アセンブリ４８４内のマイクロ
コントローラは、所定の期間にわたって使用されないとき、スリープモードに移行する。
有利に、スリープモードのとき、マイクロコントローラのクロックスピードが低減され、
電流ドレインを大幅に削減する。プロセッサは、ピンギングを継続して入力を感知するた
めに待機するため、いくらかの電流が消費され続ける。有利に、マイクロコントローラが
この省電力スリープモードにあるとき、マイクロコントローラ及び電池コントローラは、
ＬＥＤを直接制御することができる。例えば、デコーダ回路は、超音波変換器／発生器ア
センブリ４８４に内蔵され、通信ラインに接続され得、それにより超音波変換器／発生器
アセンブリ４８４マイクロコントローラが「オフ」であるか、又は「スリープモード」に
ある間、ＬＥＤは、プロセッサ４９３によって独立して制御され得る。これは、超音波変
換器／発生器アセンブリ４８４内のマイクロコントローラをウェイクアップさせる必要を
排除する、省電力特徴部である。電力は、発生器をオフにする一方で、依然としてユーザ
インターフェースインジケータを能動的に制御可能にすることによって保存される。
【０１１２】
　別の態様は、使用中でないとき、マイクロコントローラのうちの１つ又は２つ以上を減
速して、電力を保存する。例えば、両方のマイクロコントローラのクロック周波数を低減
して、節電することができる。同期運転を維持するために、マイクロコントローラは、ほ
ぼ同時に発生するそれぞれのクロック周波数の変更、及び全速動作が必要とされるときの
低減、次いでその後の周波数の増加の両方を調整する。例えば、アイドルモードに入ると
、クロック周波数は減少し、アイドルモードを出ると、周波数は増加する。
【０１１３】
　追加の態様では、スマート電池アセンブリ４８６は、そのセル内に残存する使用可能な
電力量を決定することができ、予想される手技全体で装置を予測可能に動作させるのに十
分な電力が残っていると判断した場合にのみ、取設された外科用器具を動作させるように
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プログラムされている。例えば、スマート電池アセンブリ４８６は、外科用器具を２０秒
間動作させるのに十分な電力がセル内にない場合、非動作状態のままである。一態様によ
り、スマート電池アセンブリ４８６は、その最も最近の先行機能、例えば外科的切断の終
了時にセル内に残存する電力量を決定する。この態様では、したがって、スマート電池ア
センブリ４８６は、例えば、その手技の間、セルが電力不足であると判断した場合に、そ
の後の機能を実行しないようにする。代替として、スマート電池アセンブリ４８６が、手
技の間、その後の手技のために十分な電力があり、その閾値を下回ると判断した場合には
、進行中の手技を中断せず、代わりにそれを終了させ、その後に追加の手技が発生するの
を防ぐ。
【０１１４】
　下記は、本開示のスマート電池アセンブリ４８６を備える装置の使用を最大化する利点
を説明する。この例では、異なる装置のセットは、異なる超音波伝送導波管を有する。定
義により、導波管は、それぞれの最大許容電力限界を有し得、その電力限界を超えると、
導波管に過剰なストレスをかけ、最終的にそれを破断させる。導波管のセットからの１つ
の導波管は、本来、最小の最大電力許容範囲を有する。従来技術の電池は、インテリジェ
ントな電池電力管理を欠いているため、従来技術の電池の出力は、装置／電池と共に使用
されるように想定されているセットの最小／最も薄い／最も壊れやすい導波管に対する、
最大許容電力入力の最小値によって制限されなければならない。より大きく厚い導波管が
そのハンドルに後で取設され、定義上、より大きな力が加えられることを可能にするにも
かかわらず、これは真である。この制限はまた、最大電池電力についても真である。例え
ば、１つの電池が複数の装置で使用されるように設計される場合、その最大出力電力は、
それが使用される装置のうちのいずれかの最低最大電力定格に制限される。そのような構
成により、１つ又は２つ以上の装置又は装置構成は、電池が特定の装置の特定の制限を知
らないため、電池の使用を最大化することができない。
【０１１５】
　一態様では、スマート電池アセンブリ４８６を用いて、上述の超音波装置の制限をイン
テリジェントに回避することができる。スマート電池アセンブリ４８６は、１つの装置又
は特定の装置構成に対して１つの出力を生成することができ、同じスマート電池アセンブ
リ４８６は、第２の装置又は装置構成に対して異なる出力を後に生成することができる。
このユニバーサルスマート電池外科用システムは、空間及び時間が重要である現代の手術
室にふさわしい。スマート電池パックに多くの異なる装置を動作させることによって、看
護師は、これらのパックの記憶、検索及び在庫を容易に管理することができる。有利に、
一態様では、本開示によるスマート電池は、１つのタイプの充電ステーションを用いるこ
とができ、したがって使用の容易性及び効率性を増加させ、手術室充電機器のコストを減
少させる。
【０１１６】
　加えて、電気ステープラなどの他の外科用器具は、モジュール手持ち型超音波外科用器
具４８０のものとは異なる電力要件を有し得る。本開示の様々な態様によれば、スマート
電池アセンブリ４８６は、一連の外科用器具のうちのいずれか１つと共に使用することが
でき、それが設置されている特定の装置にそれ自体の電力出力を適合させるように作製さ
れ得る。一態様では、この電力適合は、スマート電池アセンブリ４８６と一体であるか、
又は他の方法で連結される、バックブースト、ブースト又は他の構成などのスイッチモー
ド電源のデューティサイクルを制御することによって実施される。他の態様では、スマー
ト電池アセンブリ４８６は、装置動作中にその電力出力を動的に変化させることができる
。例えば、導管封止装置において、電力管理は、改善された組織封止を提供する。これら
の装置では、大きな定電流値が必要となる。組織が封止されると、そのインピーダンスが
変化するため、総電力出力を動的に調整する必要がある。本開示の態様は、スマート電池
アセンブリ４８６に可変最大電流制限を提供する。電流制限は、用途又は装置の要件に基
づいて、用途（又は装置）毎に異なり得る。
【０１１７】
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　図２６は、本開示の一態様による、図２５に示す超音波外科用器具４８０のトリガ４８
３部分及びスイッチの詳細図である。トリガ４８３は、エンドエフェクタ４９２のジョー
部材４９５に動作可能に連結される。超音波ブレード４９６は、起動スイッチ４８５の起
動時に、超音波変換器／発生器アセンブリ４８４によって通電される。ここで引き続き図
２５、及び図２６も見ると、トリガ４８３及び起動スイッチ４８５は、ハンドルアセンブ
リ４８２の構成要素として示される。トリガ４８３は、導波管シャフトアセンブリ４９０
の超音波ブレード４９６と協働関係を有するエンドエフェクタ４９２を起動して、エンド
エフェクタジョー部材４９５及び超音波ブレード４９６と組織及び／又は他の物質との種
々の接触を可能にする。エンドエフェクタ４９２のジョー部材４９５は、通常は、ジョー
と超音波ブレード４９６との間に配設された組織の上に把持又はクランプするように作用
する枢動ジョーである。一態様では、可聴フィードバックが、トリガが完全に押下される
とクリックするトリガ内に提供される。雑音は、トリガが閉じながらスナップする薄い金
属部品よって生成され得る。この特徴部は、可聴構成要素を、導波管に対してジョーが完
全に圧縮されること、及び導管封止を達成するために十分なクランピング圧が印加されて
いることをユーザに通知するユーザフィードバックに追加する。別の態様では、歪ゲージ
又は圧力センサなどの力センサが、トリガ４８３に連結されて、ユーザによってトリガ４
８３に加えられた力を測定することができる。別の態様では、歪ゲージ又は圧力センサな
どの力センサが、スイッチ４８５ボタンに連結されてもよく、それにより変位強度が、ユ
ーザによってスイッチ４８５ボタンに加えられた力に対応する。
【０１１８】
　起動スイッチ４８５は、押下されると、モジュール手持ち型超音波外科用器具４８０を
超音波動作モードにして、導波管シャフトアセンブリ４９０に超音波運動を生じさせる。
一態様では、起動スイッチ４８５の押下により、スイッチ内の電気接点が閉じ、それによ
ってスマート電池アセンブリ４８６と超音波変換器／発生器アセンブリ４８４との間の回
路が完了し、前述のように、超音波変換器に電力が印加される。別の態様では、活性化ス
イッチ４８５の押下は、スマート電池アセンブリ４８６への電気接点を閉じる。当然のこ
とながら、回路内の電気接点を閉じることに関する説明は、ここでは、スイッチ動作に関
する単なる例示の一般的な説明である。スイッチから情報を受信し、その情報に基づいて
対応する回路反応を指向する開放接点又はプロセッサ制御された電力送達を含むことがで
きる代替的な態様が多く存在する。
【０１１９】
　図２７は、本開示の一態様による、開放位置にあるジョー部材４９５を有する遠位端か
らの、エンドエフェクタ４９２の断片的に拡大された斜視図である。図２７を参照して、
導波管シャフトアセンブリ４９０の遠位端４９８の斜視部分図を示す。導波管シャフトア
センブリ４９０は、導波管の部分を囲む外管４９４を含む。導波管４９９の超音波ブレー
ド４９６部分は、外管４９４の遠位端４９８から突出している。それは、医療手技中に組
織に接触し、その超音波エネルギーを組織に伝達する超音波ブレード４９６部分である。
導波管シャフトアセンブリ４９０はまた、外管４９４及び内管（この図では見えない）に
連結されたジョー部材４９５を含む。ジョー部材４９５は、導波管４９９の内管及び外管
、並びに超音波ブレード４９６部分と共に、エンドエフェクタ４９２と称され得る。下で
説明されるように、外管４９４及び図示されていない内管が、互いに対して長手方向にス
ライドする。外管４９４と図示されていない内管との相対移動が生じると、ジョー部材４
９５は、枢動点上で旋回し、それによりジョー部材４９５を開閉させる。閉じたとき、ジ
ョー部材４９５は、ジョー部材４９５と超音波ブレード４９６との間に位置する組織に挟
持力を与え、正の効率的なブレードと組織との接触を保証する。
【０１２０】
　図２８は、本開示の一態様による、外科用器具１００のモジュールシャフトアセンブリ
１１０及びエンドエフェクタ１１２部分を示す。シャフトアセンブリ１１０は、外管１４
４、内管１４７及び超音波伝送導波管１４５を備える。シャフトアセンブリ１１０は、ハ
ンドル１０２に取り外し可能に取り付けられている。内管１４７は、外管１４４内に摺動
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自在に受容されている。超音波伝送導波管１４５は、内管１４７内に位置決めされている
。エンドエフェクタ１１２のジョー部材１１４は、枢動点１５１において外管１４４に枢
動的に連結されている。ジョー部材１１４はまた、ピン１５３によって内管１４７に連結
され、それにより内管１４７がスロット１５５内を摺動し、ジョー部材が開閉する。図示
した構成において、内管１４７はその遠位位置にあり、ジョー部材１１４は開いている。
ジョー部材１１４を閉じるために、内管１４７を近位方向１５７に後退させ、ジョー部材
を開くために、遠位方向１５９に前進させる。シャフトアセンブリ１１０の近位端部は、
ジョー部材管（例えば、内管）／ばねアセンブリ１４１を含む。ばね１３９は、異なるシ
ャフトアセンブリと共に使用するための一定力制御機構、一定力閉鎖を制御するためのモ
ータ閉鎖、閉鎖システムを駆動するための２つのバー機構、閉鎖システムを押し引きする
ためのカムローブ、一定力を制御するための閉鎖又は波ばね設計を駆動するための駆動ね
じ設計を適用するために設けられている。
【０１２１】
　図２９は、内管／ばねアセンブリ１４１の詳細図である。閉鎖機構１４９は、トリガ１
０８（図１～図３）に動作可能に連結されている。したがって、トリガ１０８が握られる
と、内管１４３が近位方向１５７に後退してジョー部材１１４を閉じる。したがって、ト
リガ１０８が解放されると、内管１４３が遠位方向１５９に前進してジョー部材１１４を
開く。
【０１２２】
　複合超音波／電気外科用器具のより詳細な説明については、米国特許第９，１０７，６
９０号が参照され、参照により本明細書に組み込まれる。
【０１２３】
　図３０は、本開示の一態様による、モジュール電池式手持ち型複合超音波／電気外科用
器具５００を示す。図３１は、本開示の一態様による、図３０に示す外科用器具５００の
分解図である。ここで図３０及び図３１を参照して、外科用器具５００は、ハンドルアセ
ンブリ５０２、超音波変換器／ＲＦ発生器アセンブリ５０４、電池アセンブリ５０６、シ
ャフトアセンブリ５１０及びエンドエフェクタ５１２を備える。超音波変換器／ＲＦ発生
器アセンブリ５０４、電池アセンブリ５０６及びシャフトアセンブリ５１０は、ハンドル
アセンブリ５０２に取り外し可能に接続可能なモジュール構成要素である。ハンドルアセ
ンブリ５０２はまた、モータアセンブリ５６０を備えている。外科用器具５００は、超音
波振動及び電気外科用高周波電流の両方を用いて生体組織上で外科的凝固／切断処置を行
い、高周波電流を用いて生体組織上で外科的凝固処置を行うように構成されている。超音
波振動及び高周波（例えば、ＲＦ）電流は、アルゴリズム又はユーザ入力制御に応じて独
立に又は組み合わせて適用することができる。
【０１２４】
　超音波変換器／ＲＦ発生器アセンブリ５０４は、ハウジング５４８、ＬＣＤディスプレ
イなどのディスプレイ５７６、例えば、超音波変換器５３０、電気回路１７７（図４、図
１０、及び／又は図１４の電気回路３００）及びＲＦ電極を駆動し、ＲＦ発生器回路の部
分を形成するように構成された電気回路７０２（図３４）を備える。シャフトアセンブリ
５１０は、外管５４４、超音波伝送導波管５４５及び内管（図示せず）を備える。エンド
エフェクタ５１２は、ジョー部材５１４及び超音波ブレード５１６を備える。ジョー部材
５１４は、ＲＦ発生器回路に連結された電極５１５を備える。超音波ブレード５１６は、
超音波伝送導波管５４５の遠位端である。ジョー部材５１４は、ジョー部材５１４と超音
波ブレード５１６との間の組織を把持するように枢動的に回転可能である。ジョー部材５
１４は、トリガ５０８に動作可能に連結されている。トリガ５０８は、トリガ５０８を握
ったときにジョー部材５１４を閉じるように、またトリガ５０８を解放して組織を解放し
たときにジョー部材５１４を開くように機能する。１段トリガ構成では、トリガ５０８を
握ってジョー部材５１４を閉じ、一旦ジョー部材５１４が閉じると、スイッチ部の第１の
スイッチ５２１ａを起動して、ＲＦ発生器に通電して組織を封止する。組織を封止した後
、スイッチ部５２０の第２のスイッチ５２１ｂを起動して、超音波発生器に通電して組織
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を切断する。様々な態様では、トリガ５０８は、２段又は多段トリガであってもよい。２
段トリガ構成では、第１段の間、ジョー部材５１４を閉じる途中でトリガ５０８を握り、
第２段の間、ＲＦ発生器回路に通電して組織を封止する途中でトリガ５０８を握る。組織
を封止した後、スイッチ５２１ａ、５２１ｂのうちの１つを起動して、超音波発生器に通
電して組織を切断することができる。組織を切断した後、トリガ５０８を解放することに
よってジョー部材５１４を開き、組織を解放する。別の態様では、歪ゲージ又は圧力セン
サなどの力センサが、トリガ５０８に連結されて、ユーザによってトリガ５０８に加えら
れた力を測定することができる。別の態様では、歪ゲージ又は圧力センサなどの力センサ
が、スイッチ５２０ボタンに連結されてもよく、それにより変位強度が、ユーザによって
スイッチ５２０ボタンに加えられた力に対応する。
【０１２５】
　電池アセンブリ５０６は、電気コネクタ５３２によってハンドルアセンブリ５０２に電
気的に接続される。ハンドルアセンブリ５０２には、スイッチ部５２０が設けられている
。第１のスイッチ５２０ａ及び第２のスイッチ５２０ｂは、スイッチ部５２０内に設けら
れている。ＲＦ発生器は、第１のスイッチ５２０ａを作動させることによって起動され、
超音波ブレード５１６は、第２のスイッチ５２０ｂを作動させることによって起動される
。したがって、第１のスイッチ５２０ａは、ＲＦ回路に通電して、組織を通して高周波電
流を駆動して封止を形成し、第２のスイッチ５２０ｂは、超音波変換器５３０に通電して
、超音波ブレード５１６を振動させ、組織を切断する。
【０１２６】
　回転ノブ５１８は、シャフトアセンブリ５１０に動作可能に連結されている。矢印５２
６によって示される方向に±３６０°の回転ノブ５１８の回転は、外管５４４を矢印５２
８のそれぞれの方向に±３６０°回転させる。一態様では、別の回転ノブ５２２は、ジョ
ー部材５１４を回転させるように構成され得るが、超音波ブレード５１６は、静止したま
まであり、回転ノブ５１８が、外管１４４を±３６０°回転させる。外管１４４は、例え
ば、５ｍｍ～１０ｍｍの範囲の直径Ｄ１を有し得る。
【０１２７】
　図３２は、本開示の一態様による、モジュール電池式手持ち型組み合わせ超音波／ＲＦ
外科用器具６００の部分斜視図である。外科用器具６００は、超音波振動及び高周波電流
の両方を用いて生体組織上で外科的凝固／切断処置を行い、高周波電流を用いて生体組織
上で外科的凝固処置を行うように構成されている。超音波振動及び高周波（例えば、ＲＦ
）電流は、アルゴリズム又はユーザ入力制御に応じて独立に又は組み合わせて適用するこ
とができる。外科用器具６００は、ハンドルアセンブリ６０２、超音波変換器／ＲＦ発生
器アセンブリ６０４、電池アセンブリ６０６、シャフトアセンブリ（図示せず）及びエン
ドエフェクタ（図示せず）を備える。超音波変換器／ＲＦ発生器アセンブリ６０４、電池
アセンブリ６０６及びシャフトアセンブリは、ハンドルアセンブリ６０２に取り外し可能
に接続可能なモジュール構成要素である。トリガ６０８は、ハンドルアセンブリ６０２に
動作可能に連結されている。前述のように、トリガは、エンドエフェクタを動作させる。
【０１２８】
　超音波変換器／ＲＦ発生器アセンブリ６０４は、ハウジング６４８、例えばＬＣＤディ
スプレイなどのディスプレイ６７６を備える。ディスプレイ６７６は、他のパラメータの
中でも特に、組織の厚さ、封止の状態、切断の状態、組織の厚さ、組織インピーダンス、
実行中のアルゴリズム、電池容量、印加されるエネルギー（超音波振動又はＲＦ電流のい
ずれか）などの外科手技パラメータの視覚ディスプレイを提供する。超音波変換器／ＲＦ
発生器アセンブリ６０４はまた、外科手技において現在適用されているエネルギーモダリ
ティを示すための２つの視覚フィードバックインジケータ６７８、６７９を備える。例え
ば、１つのインジケータ６７８は、ＲＦエネルギーが使用されているときを示し、別のイ
ンジケータ６７９は、超音波エネルギーが使用されているときを示す。エネルギーモダリ
ティＲＦ及び超音波の両方が適用されているときには、両方のインジケータがこの状態を
示すことが理解されるであろう。外科用器具６００はまた、超音波変換器、超音波発生器
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回路及び／又は電気回路、シャフトアセンブリ、並びにジョー部材及び超音波ブレードを
含むエンドエフェクタを備え、モジュール構成要素は、図３０及び図３１に関して記載さ
れるものと同様であり、この記載は、開示の簡潔性及び明確性のためにここでは繰り返さ
れない。
【０１２９】
　電池アセンブリ６０６は、電気コネクタによってハンドルアセンブリ６０２に電気的に
接続される。ハンドルアセンブリ６０２には、スイッチ部６２０が設けられている。第１
のスイッチ６２０ａ及び第２のスイッチ６２０ｂは、スイッチ部６２０内に設けられてい
る。超音波ブレードは、第１のスイッチ６２０ａを作動させることによって起動され、Ｒ
Ｆ発生器は、第２のスイッチ６２０ｂを作動させることによって起動される。別の態様で
は、歪ゲージ又は圧力センサなどの力センサは、トリガ６０８に連結され、ユーザによっ
てトリガ６０８に加えられる力を測定することができる。別の態様では、歪ゲージ又は圧
力センサなどの力センサが、スイッチ６２０ボタンに連結されてもよく、それにより変位
強度が、ユーザによってスイッチ６２０ボタンに加えられた力に対応する。
【０１３０】
　回転ノブ６１８は、シャフトアセンブリに動作可能に連結される。回転ノブ６１８の±
３６０°の回転は、図３０及び図３１に関して本明細書に記載されるように、外管をそれ
ぞれの方向に±３６０°回転させる。一態様では、別の回転ノブは、ジョー部材を回転さ
せるように構成され得るが、超音波ブレードは、静止したままであり、回転ノブ６１８が
、外管を±３６０°回転させる。ボタン６７３は、シャフトアセンブリをハンドルアセン
ブリ６０２に連結し、かつ保持するために使用される。別のスライドスイッチ６７５を使
用して、超音波変換器／ＲＦ発生器アセンブリ６０４をロックイン及び解放する。
【０１３１】
　一態様では、外科用器具５００、６００は、電池式高度エネルギー（超音波振動＋高周
波電流）を含み、駆動増幅が複数段に分割されている。異なる増幅の段は、ハンドルアセ
ンブリ５０２、６０２、超音波変換器／ＲＦ発生器アセンブリ５０４、６０４、電池アセ
ンブリ５０６、６０６、シャフトアセンブリ５１０及び／又はエンドエフェクタ１１２な
どの外科用器具５００、６００の異なるモジュール構成要素内に存在し得る。一態様では
、超音波変換器／ＲＦ発生器アセンブリ５０４、６０４は、ハウジング５４８、６４８内
の超音波変換器及び／又はＲＦ電子回路内の増幅段と、特定のエネルギーモードに関連付
けられたエネルギーモダリティに基づく異なる増幅率とを含むことができる。最終段は、
前述のように、Ｉ２Ｃなどのバス構造を通してハンドルアセンブリ５０２、６０２及び／
又は電池アセンブリ５０６、６０６内に位置する外科用器具１００の電子システムからの
信号を介して制御され得る。最終段スイッチシステムは、変圧器及びブロッキングキャパ
シタに電力を印加して、ＲＦ波形を形成するために用いられてもよい。電圧及び電流など
のＲＦ出力の測定値は、バスを介して電子システムにフィードバックされる。ハンドルア
センブリ５０２、６０２及び／又は電池アセンブリ５０６、６０６は、任意の電気分離構
成要素、モータ制御及び波形発生器を含む一次増幅器回路の大部分を含むことができる。
２つの異なる超音波変換器（例えば、図８及び図９に示す超音波変換器１３０、１３０’
）及びＲＦ変換器は、事前条件発生器信号を利用し、最終条件づけを実施して、所望の周
波数範囲及び増幅のＲＦ信号の異なる周波数変換器に動力を供給する。これが、変換器自
体にのみ存在するエレクトロニクスの重量サイズ及びコストを最小化する。また、一次プ
ロセッサ基板が、そのサイズに起因して、変換器がほとんど存在しない最も有用なスペー
スを有するハンドルの領域を占有することを可能にする。また、高摩耗高デューティサイ
クル素子は、システムが廃棄前に高い繰り返し使用のために設計されているため、より実
用的かつ修理可能にする一次エレクトロニクスに接続的に取設されるだけで済むように、
エレクトロニクスを分割することができる。
【０１３２】
　図３０～図３２に関して記載される外科用器具５００、６００は、高周波電流を使用し
て、生体組織上で外科的凝固／切断処置を行い、高周波電流を使用して生体組織上で外科
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的凝固処置を行うように構成されている。したがって、この追加の機能性を実行するため
の追加の構造的及び機能的構成要素を、図３３～図４４に関して以下に説明する。
【０１３３】
　電池アセンブリ５０６、６０６の構造的かつ機能的態様は、図１、図２、及び図１６～
図２４に関して記載される外科用器具１００の電池アセンブリ１０６のものと同様であり
、図２０～図２４に関して記載される電池回路を含む。したがって、開示の簡潔性及び明
確性のために、そのような電池アセンブリ１０６の構造的かつ機能的態様は、参照により
本明細書に組み込まれ、ここでは繰り返さない。同様に、特に明記しない限り、シャフト
アセンブリ５１０の構造的かつ機能的態様は、図１～図３に関して記載される外科用器具
１００のシャフトアセンブリ１１０のものと同様である。したがって、開示の簡潔性及び
明確性のために、そのようなシャフトアセンブリ１１０の構造的かつ機能的態様は、参照
により本明細書に組み込まれ、ここでは繰り返さない。更に、超音波変換器５３０発生器
回路の構造的かつ機能的態様は、図１、図２、及び図４～図１５に関して記載される外科
用器具１００の超音波変換器１３０発生器回路のものと同様である。したがって、開示の
簡潔性及び明確性のために、そのような超音波変換器１３０の構造的かつ機能的態様は、
参照により本明細書に組み込まれ、ここでは繰り返さない。更に、外科用器具５００、６
００は、図１２～図１５に関して記載される回路を含み、例えば、図１４に関して記載さ
れる制御回路２１０及び図１５に関して記載される電気回路３００を含む。したがって、
開示の簡潔性及び明確性のために、図１２～図１５に関して記載される回路の説明は、参
照により本明細書に組み込まれ、ここでは繰り返さない。
【０１３４】
　ここで図３３を参照して、本開示の一態様による、図３０～図３２に関して記載された
外科用器具５００、６００のノズル７００部分を示す。ノズル７００は、図３８～図４４
に関して以下に記載されるとおり、エンドエフェクタ内に位置する電極に高周波ＲＦ電流
を駆動するように構成された電気回路７０２を含む。電気回路７０２は、変圧器７０４の
一次巻線に連結されている。変圧器７０４の二次巻線の正側は、直列に接続された第１及
び第２のブロッキングキャパシタ７０６、７０８に連結されている。第２のブロッキング
キャパシタ７０８の負荷側は、エンドエフェクタ電極の正側に連結された正のＲＦ（＋）
端子に連結されている。変圧器７０４の二次側巻線の負側は、負のＲＦ（－）端子に連結
され、そうでなければ接地と呼ばれる。ＲＦエネルギー回路のＲＦ（－）又は接地端子は
、導電性金属で形成された外管７４４に連結されていることが理解されるであろう。した
がって、使用時には、高周波電流は、エンドエフェクタ電極ＲＦ（＋）から組織を通して
伝導され、負電極ＲＦ（－）を通して戻る。
【０１３５】
　ここでまた図３０、図３１を参照して、一態様では、外管７４４がエンドエフェクタ５
１２のジョー部材５１４に動作可能に連結され、それにより外管７４４が遠位方向７２２
に前進するとジョー部材５１４が開き、外管７４４が近位方向７２４に後退するとジョー
部材５１４が閉じる。図３３に示されていないが、外管７４４は、トリガ５０８に動作可
能に連結され、これを使用して、エンドエフェクタ５１２のジョー部材５１４部分を開閉
する。本明細書に記載される超音波外科用器具と共に使用するための作動機構の例は、米
国特許出願公開第２００６／００７９８７９号及び米国特許出願公開第２０１５／０１６
４５３２号に開示されており、各々が参照により本明細書に組み込まれる。
【０１３６】
　依然として図３０、図３１、及び図３３を参照して、一態様では、内管７１４は、外管
７４４内に摺動可能に配設される。内管７１４は、超音波ブレード５１６を静止状態で維
持しながら、ジョー部材５１４に動作可能に連結されてジョー部材５１４を回転させる。
図３０及び図３１に示す態様では、内管７１４は、回転ノブ５２２によって回転される。
図３３に示す態様では、モータ７１９は、ハンドルアセンブリ５０２内に提供され、任意
にアイドラギヤ７２５を通して外管７４４の近位端上のギヤ７２１に係合することができ
る。
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【０１３７】
　依然として図３０、図３１及び図３３を参照して、一態様では、電気絶縁（例えば、ゴ
ム、プラスチック）内管７１６は、内管７１４内に摺動可能に配設される。フレックス回
路７２８は、エネルギー及びセンサ回路をエンドエフェクタ５１２に電気的に連結するた
めに、電気絶縁内管７１６内に配設されてもよい。例えば、ジョー部材５１４は、フレッ
クス回路７２８内の導体に連結された電極を含むことができる。他の態様では、エンドエ
フェクタ５１２、ジョー部材５１４又は超音波ブレード５１６は、例えば、シャフトアセ
ンブリ５１０、ハンドルアセンブリ５０２、超音波変換器／ＲＦ発生器アセンブリ５０４
及び／又は電池アセンブリ５０６内の電気回路及び構成要素に相互接続され得る、種々の
センサ又は他の電気要素を含むことができる。
【０１３８】
　依然として図３０、図３１及び図３３を参照して、一態様では、超音波伝送導波管５４
５（図３２のみに示し、明確性のために図３３には示していない）は、電気絶縁内管７１
６内に配設されている。一態様では、電気回路７０２の正電極ＲＦ（＋）は、超音波伝送
導波管５４５に電気的に連結され、電気回路７０２の負電極ＲＦ（－）は、ジョー部材５
１４に配設された電極に電気的に連結され、これが外管７４４に電気的に連結される。動
作中、組織が超音波ブレード５１６とジョー部材５１４との間に把持された後、外科用器
具５００の制御回路は、様々なアルゴリズムを実行して、組織を封止及び切断することが
できる。超音波振動及び高周波エネルギーは、例えば組織インピーダンス、摩擦などの監
視された組織状態に従って、組織に印加されてもよい。状況によっては、高周波電流は、
超音波ブレード５１６を通して組織に印加され、外管７４４戻り経路に戻される。組織イ
ンピーダンスを監視して、組織封止が形成されると、組織インピーダンスによって決定さ
れ得るように、超音波ブレード５１６が、機械的に通電され、振動エネルギーを組織に誘
導して組織を切断する。他の態様では、超音波振動及び高周波は、これらのエネルギーモ
ダリティをパルスすることによって印加されてもよく、エネルギーモダリティを交互に又
は同時に印加する。ある程度固有の状況では、アルゴリズムは、組織インピーダンスが組
織にエネルギーを送達するために極めて低いときを検出することができる。これに応答し
て、アルゴリズムは、インピーダンスが高周波電流の印加に好適な閾値より上に上昇する
ような時まで、超音波ブレード５１６に機械的に通電して組織に振動エネルギーを印加す
る。この閾値に達すると、アルゴリズムは、エネルギー送達モードを高周波電流に切り換
えて組織を封止する。
【０１３９】
　図３４は、本開示の一態様によれば、高周波電流（ＲＦ）を駆動するように構成された
電気回路７０２の一態様の概略図である。電気回路７０２は、アナログマルチプレクサ５
８０を備える。アナログマルチプレクサ５８０は、ＲＦ、電池及び電力制御回路などの上
流チャネルＳＣＬ－Ａ／ＳＤＡ－Ａからの様々な信号を多重化する。電流センサ５８２は
、電源回路の戻り脚又は接地脚と直列に連結され、電源により供給される電流を測定する
。電界効果トランジスタ（ＦＥＴ）温度センサ５８４は、周囲温度を提供する。パルス幅
変調（ＰＷＭ）ウォッチドッグタイマ５８８は、主プログラムが定期的なサービス提供を
怠る場合にシステムリセットを自動的に生じさせる。これは、ソフトウェア又はハードウ
ェアの故障のため、これがハング又はフリーズすると、電気回路７０２を自動的にリセッ
トするように設けられている。電気回路７０２は、例えば、図１１に関して記載されるよ
うに、ＲＦ電極を駆動するため又は超音波変換器１３０を駆動するために構成され得るこ
とが理解されるであろう。したがって、ここで図３４に戻って参照すると、電気回路７０
２を使用して、超音波及びＲＦ電極の両方を交互に駆動することができる。
【０１４０】
　駆動回路５８６は、左右のＲＦエネルギー出力を提供する。信号波形を表すデジタル信
号は、制御回路２１０（図１４）などの制御回路からアナログマルチプレクサ５８０のＳ
ＣＬ－Ａ／ＳＤＡ－Ａ入力に供給される。デジタル・アナログ変換器５９０（ＤＡＣ）は
、デジタル入力をアナログ出力に変換して、発振器５９４に連結されたＰＷＭ回路５９２
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を駆動する。ＰＷＭ回路５９２は、第１のトランジスタ出力段５９８ａに連結された第１
のゲート駆動回路５９６ａに第１の信号を提供して、第１のＲＦ＋（左側）エネルギー出
力を駆動する。ＰＷＭ回路５９２はまた、第２のトランジスタ出力段５９８ｂに連結され
た第２のゲート駆動回路５９６ｂに第２の信号を提供して、第２のＲＦ－（右側）エネル
ギー出力を駆動する。電圧センサ５９９を、ＲＦ左／ＲＦ出力端子間に連結して、出力電
圧を測定する。駆動回路５８６、第１及び第２の駆動回路５９６ａ、５９６ｂ並びに第１
及び第２のトランジスタ出力段５９８ａ、５９８ｂは、第１段増幅器回路を画定する。動
作中、制御回路２１０（図１４）は、直接デジタル合成（ＤＤＳ）回路１５００、１６０
０（図６５及び図６６）などの回路を用いるデジタル波形１８００（図６７）を生成する
。ＤＡＣ　５９０は、デジタル波形１８００を受容し、それをアナログ波形に変換し、こ
れが第１段増幅器回路によって受容及び増幅される。
【０１４１】
　図３５は、本開示の一態様による、図３４に示す電気回路７０２に連結された変圧器７
０４の概略図である。変圧器７０４のＲＦ左／ＲＦ入力端子（一次巻線）は、電気回路７
０２のＲＦ左／ＲＦ出力端子に電気的に連結されている。二次巻線の一方の側は、第１及
び第２のブロッキングキャパシタ７０６、７０８と直列に連結されている。第２のブロッ
キングキャパシタは、ＲＦ＋５７４ａ端子に連結されている。二次巻線の他方の側は、Ｒ
Ｆ－５７４ｂ端子に連結されている。前述のように、ＲＦ＋５７４ａ出力は、超音波ブレ
ード５１６（図３０）に連結され、ＲＦ－５７４ｂ接地端子は、外管５４４（図３０）に
連結されている。一態様では、変圧器１６６は、ｎ１：ｎ２が１：５０の巻数比を有する
。
【０１４２】
　図３６は、本開示の一態様による、高電力エネルギー／駆動回路及び低電力回路のため
の別個の電源を含む回路７１０の概略図である。電源装置７１２は、電源７１２が電池ア
センブリに挿入されるとき、スイッチ７１８によって回路７１０に接続される第１及び第
２の一次電池７１５、７１７（例えば、Ｌｉイオン電池）を含む一次電池パックと、スイ
ッチ７２３によって回路に接続される二次電池７２０を含む二次電池パックとを含む。二
次電池７２０は、ガンマ又は他の放射線滅菌に耐性のある構成要素を有する瞬低防止電池
である。例えば、電池アセンブリ内のスイッチモード電源７２７及び任意の充電回路は、
二次電池７２０が一次電池７１５、７１７の瞬低を低減することを可能にするように組み
込まれ得る。これにより、無菌フィールドへの導入が容易な手術の開始時の満充電セルが
保証される。一次電池７１５、７１７を使用して、モータ制御回路７２６及びエネルギー
回路７３２に直接電力供給することができる。電源／電池パック７１２は、モータ制御回
路７２６及びエネルギー回路７３２を稼働させるための専用エネルギーセル７１５、７１
７からハンドルエレクトロニクス回路７３０を制御する専用エネルギーセル７２０を有す
る、一次Ｌｉイオン電池７１５、７１７と、二次ＮｉＭＨ電池７２０とを含むデュアルタ
イプ電池アセンブリを備え得る。この場合、エネルギー回路７３２及び／又はモータ制御
回路７２６の駆動に関与する一次電池７１５、７１７が低下したときに、回路７１０は、
ハンドルエレクトロニクス回路７３０の駆動に関与する二次電池７２０から引き出す。様
々な一態様では、回路７１０は、電流を反対方向（例えば、エネルギー及び／又はモータ
制御回路の駆動に関与する電池からエレクトロニクス回路の駆動に関与する電池へ）に流
すことを可能にしない一方向ダイオードを含み得る。
【０１４３】
　更に、所定のレベルで電圧サグを最小限に抑えるために、ダイオード及び真空管構成要
素を使用するスイッチモード電源７２７を含む、ガンマフレンドリー充電回路を設けるこ
とができる。ＮｉＭＨ電圧（３ＮｉＭＨセル）の分割である最小サグ電圧の包含により、
スイッチモード電源７２７を排除することができる。更に、放射線硬化した構成要素がモ
ジュール内に位置するモジュールシステムを提供することができ、このモジュールを、放
射線滅菌によって滅菌可能にする。他の放射線硬化していない構成要素は、モジュール構
成要素の間に作製された他のモジュール構成要素及び接続に含まれ得、それにより構成要



(40) JP 2019-509775 A 2019.4.11

10

20

30

40

50

素が同じ回路基板上に一緒に位置しているかのように、構成要素が一緒に動作する。２つ
のＮｉＭＨセルのみが所望される場合、ダイオード及び真空管に基づくスイッチモード電
源７２７は、使い捨て一次電池パック内の滅菌可能なエレクトロニクスを可能にする。
【０１４４】
　ここで図３７を参照して、本開示の一態様による、図３０及び図３１に示す外科用器具
５００と共に使用するために、電池８０１で動力供給されたＲＦ発生器回路８０２を動作
させるための制御回路８００を示す。外科用器具５００は、超音波振動及び高周波電流の
両方を用いて生体組織上で外科的凝固／切断処置を行い、高周波電流を用いて生体組織上
で外科的凝固処置を行うように構成されている。
【０１４５】
　図３７は、図３０及び図３１に示す外科用器具５００の、デュアル発生器システムがＲ
Ｆ発生器回路８０２と超音波発生器回路８２０（図１１及び図１２に示す電気回路１７７
と同様）エネルギーモダリティを切り替えることを可能にする制御回路８００を示す。一
態様では、ＲＦ信号における現在の閾値が検出される。組織のインピーダンスが低い場合
、ＲＦエネルギーが組織の処置源として使用されるとき、組織を通る高周波電流は高い。
一態様によれば、外科用器具５００上に位置する視覚インジケータ８１２又は光が、この
高電流期間中にオン状態となるように構成されてもよい。電流が閾値を下回ると、視覚イ
ンジケータ８１２はオフ状態になる。したがって、フォトトランジスタ８１４は、図３７
に示す制御回路８００に示すように、オン状態からオフ状態への遷移を検出し、ＲＦエネ
ルギーを解放するように構成することができる。このため、エネルギーボタンが解放され
、エネルギースイッチ８２６が開かれると、制御回路８００がリセットされ、ＲＦ及び超
音波発生器回路８０２、８２０の両方がオフ状態で保持される。
【０１４６】
　図３０～図３３及び図３７を参照して、一態様では、ＲＦ発生器回路８０２及び超音波
発生器回路８２０を管理する方法が提供される。前述のように、ＲＦ発生器回路８０２及
び／又は超音波発生器回路８２０は、ハンドルアセンブリ５０２、超音波変換器／ＲＦ発
生器アセンブリ５０４、電池アセンブリ５０６、シャフトアセンブリ５１０及び／又はノ
ズル７００内に位置してもよい。制御回路８００は、エネルギースイッチ８２６がオフ（
例えば、開く）の場合にリセット状態で保持される。したがって、エネルギースイッチ８
２６が開かれると、制御回路８００がリセットされ、ＲＦ及び超音波発生器回路８０２、
８２０の両方がオフにされる。エネルギースイッチ８２６が押され、エネルギースイッチ
８２６が係合されると（例えば、閉じる）、ＲＦエネルギーが組織に送達され、電流感知
昇圧変圧器８０４によって動作される視覚インジケータ８１２は、組織インピーダンスが
低い間に点灯する。視覚インジケータ８１２からの光は、超音波発生器回路８２０をオフ
状態で維持するための論理信号を提供する。一旦組織インピーダンスが閾値より上に増加
し、組織を通る高周波電流が閾値より下に減少すると、視覚インジケータ８１２がオフに
なり、光がオフ状態に遷移する。この遷移により発生した論理信号は、リレー８０８をオ
フにすることにより、ＲＦ発生器回路８０２がオフになり、超音波発生器回路８２０がオ
ンになって凝固及び切断サイクルが完了する。
【０１４７】
　依然として図３０～図３３及び図３７を参照して、一態様では、デュアル発生器回路８
０２、８２０構成は、１つのモダリティに対して、電池８０１により電力供給されるオン
ボードＲＦ発生器回路８０２を用い、ハンドルアセンブリ５０２、電池アセンブリ５０６
、シャフトアセンブリ５１０、ノズル７００及び／又は超音波変換器／ＲＦ発生器アセン
ブリ５０４内でオンボードであり得る、第２のオンボード超音波発生器回路８２０を用い
る。超音波発生器回路８２０はまた、電池８０１により動作される。様々な態様では、Ｒ
Ｆ発生器回路８０２及び超音波発生器回路８２０は、ハンドルアセンブリ５０２の一体型
又は分離可能な構成要素であり得る。様々な態様によれば、デュアルＲＦ／超音波発生器
回路８０２、８２０をハンドルアセンブリ５０２の一部として有することにより、外科用
器具５００の環境における複雑な配線の必要性を排除し得る。ＲＦ／超音波発生器回路８
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０２、８２０は、コードレス発生器システムの能力を同時に利用しながら、既存の発生器
の全能力を提供するように構成されてもよい。
【０１４８】
　いずれかのタイプのシステムは、互いに通信していないモダリティに対して別個の制御
を有することができる。外科医は、ＲＦ及び超音波を別々にかつ随意に活性化する。別の
アプローチは、ボタン、組織の状態、器具作動パラメータ（例えばジョー閉鎖、力など）
及び組織の処置を管理するためのアルゴリズムを共有する、完全に一体化された通信スキ
ームを提供することである。この一体化の様々な組み合わせは、適切なレベルの機能及び
性能を提供するために実装され得る。
【０１４９】
　一態様では、制御回路８００は、電池をエネルギー源として備える、電池８０１により
電力供給されるＲＦ発生器回路８０２を含む。図示のように、ＲＦ発生器回路８０２は、
本明細書において電極８０６ａ、８０６ｂと称される２つの導電表面に連結され、電極８
０６ａ、８０６ｂをＲＦエネルギー（例えば、高周波電流）で駆動するように構成される
。昇圧変圧器８０４の第１の巻線８１０ａは、バイポーラＲＦ発生器回路８０２及び戻り
電極８０６ｂの一方の極に直列に接続されている。一態様では、第１の巻線８１０ａ及び
戻り電極８０６ｂは、バイポーラＲＦ発生器回路８０２の負極に接続されている。バイポ
ーラＲＦ発生器回路８０２の他の極は、リレー８０８のスイッチ接点８０９を通して活性
電極８０６ａに接続されるか、又は電磁石８３６によって移動されてスイッチ接点８０９
を動作させる可動鉄片を含む任意の適切な電磁石切り替え装置に接続されている。電磁石
８３６が通電されるとスイッチ接点８０９は閉じ、電磁石８３６が非通電されるとスイッ
チ接点８０９は開く。スイッチ接点が閉じると、ＲＦ電流は、電極８０６ａ、８０６ｂの
間に位置する導電組織（図示せず）を通って流れる。一態様では、活性電極８０６ａが、
バイポーラＲＦ発生器回路８０２の正極に接続されていることが理解されるであろう。
【０１５０】
　視覚インジケータ回路８０５は、昇圧変圧器８０４、直列レジスタＲ２及び視覚インジ
ケータ８１２を備える。視覚インジケータ８１２は、外科用器具５００並びに本明細書に
記載されるものなどの他の電気外科システム及びツールと共に使用するために適合され得
る。昇圧変圧器８０４の第１の巻線８１０ａは、戻り電極８０６ｂと直列に接続され、昇
圧変圧器８０４の第２の巻線８１０ｂは、レジスタＲ２及び例えばＮＥ－２型ネオンバル
ブを含む視覚インジケータ８１２と直列に接続されている。
【０１５１】
　動作時に、リレー８０８のスイッチ接点８０９が開くと、活性電極８０６ａは、バイポ
ーラＲＦ発生器回路８０２の正極から切り離され、組織、戻り電極８０６ｂ及び昇圧変圧
器８０４の第１の巻線８１０ａを通って電流が流れなくなる。したがって、視覚インジケ
ータ８１２は通電されず、発光しない。リレー８０８のスイッチ接点８０９が閉じると、
活性電極８０６ａは、バイポーラＲＦ発生器回路８０２の正極に接続され、組織、戻り電
極８０６ｂ及び昇圧変圧器８０４の第１の巻線８１０ａを通って電流が流れるようにして
、組織上で動作する、例えば、組織を切断し焼灼する。
【０１５２】
　第１の電流は、活性電極と戻り電極８０６ａ、８０６ｂとの間に位置する組織のインピ
ーダンスの機能として、第１の巻線８１０ａを通って流れ、昇圧変圧器８０４の第１の巻
線８１０ａにわたって第１の電圧をする。昇圧した第２の電圧は、昇圧変圧器８０４の第
２の巻線８１０ｂにわたって誘導される。二次電圧は、レジスタＲ２にわたって現れ、組
織を通る電流が所定の閾値よりも大きいとき、ネオンバルブを点灯させる視覚インジケー
タ８１２に通電する。回路及び構成要素の値は例示的であり、それに限定されないことが
理解されるであろう。リレー８０８のスイッチ接点８０９が閉じると、電流が組織を通っ
て流れ、視覚インジケータ８１２がオンになる。
【０１５３】
　ここで制御回路８００のエネルギースイッチ８２６部分を参照して、エネルギースイッ
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チ８２６が開放位置であるとき、論理高が第１のインバータ８２８の入力に適用され、論
理低がＡＮＤゲート８３２の２つの入力のうちの１つに適用される。したがって、ＡＮＤ
ゲート８３２の出力は低く、トランジスタ８３４はオフになり、電流が電磁石８３６の巻
線を通って流れるのを防ぐ。非通電状態の電磁石８３６を備え、リレー８０８のスイッチ
接点８０９は開いたままであり、電流が電極８０６ａ、８０６ｂを通って流れるのを防ぐ
。第１のインバータ８２８の論理低出力もまた、第２のインバータ８３０に適用され、出
力を高くし、フリップ・フロップ８１８（例えば、Ｄ型フリップ・フロップ）をリセット
する。このとき、Ｑ出力は低くなり、超音波発生器回路８２０回路をオフにし、かつ
【０１５４】
【数１】

　出力は高くなり、ＡＮＤゲート８３２の他の入力に適用される。
【０１５５】
　ユーザが器具ハンドル上のエネルギースイッチ８２６を押して、電極８０６ａ、８０６
ｂ間の組織にエネルギーを印加すると、エネルギースイッチ８２６は閉じ、第１のインバ
ータ８２８の入力に論理低を適用し、これがＡＮＤゲート８３２の他の入力に論理高を適
用し、ＡＮＤゲート８３２の出力を高くし、トランジスタ８３４をオンにする。オン状態
では、トランジスタ８３４は、電磁石８３６の巻線を通して電流を導通及びシンクして電
磁石８３６に通電し、リレー８０８のスイッチ接点８０９を閉じる。上述のように、スイ
ッチ接点８０９が閉じると、組織が電極８０６ａ、８０６ｂの間に位置するとき、電流は
、電極８０６ａ、８０６ｂ及び昇圧変圧器８０４の第１の巻線８１０ａを通って流れるこ
とができる。
【０１５６】
　上述のように、電極８０６ａ、８０６ｂを通って流れる電流の大きさは、電極８０６ａ
、８０６ｂの間に位置する組織のインピーダンスに依存する。最初に、組織インピーダン
スは低く、組織及び第１の巻線８１０ａを通る電流の大きさは高い。それゆえに、第２の
巻線８１０ｂに印加される電圧は、視覚インジケータ８１２をオンにするために十分に高
い。視覚インジケータ８１２が発する光は、フォトトランジスタ８１４をオンにし、これ
がインバータ８１６の入力を低くして、インバータ８１６の出力を高くする。フリップ・
フロップ８１８のＣＬＫに適用される高入力は、フリップ・フロップ８１８のＱ又は
【０１５７】

【数２】

　出力に影響を与えず、Ｑ出力は低いままであり、
【０１５８】

【数３】

　出力は高いままである。したがって、視覚インジケータ８１２は、通電されたままであ
り、超音波発生器回路８２０がオフとなり、超音波変換器８２２及び超音波ブレード８２
４は起動しなくなる。
【０１５９】
　組織を通って流れる電流によって発生した熱に起因して、電極８０６ａ、８０６ｂの間
の組織が乾燥すると、組織のインピーダンスは増加し、そこを通る電流は減少する。第１
の巻線８１０ａを通る電流が減少すると、第２の巻線８１０ｂにわたる電圧も減少し、電
圧が、視覚インジケータ８１２を動作させるために必要な最小閾値を下回ると、視覚イン
ジケータ８１２及びフォトトランジスタ８１４はオフになる。フォトトランジスタ８１４
がオフになると、論理高がインバータ８１６の入力に適用され、論理低がフリップ・フロ
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ップ８１８のＣＬＫ入力に適用されて論理高をＱ出力にクロックし、論理低が
【０１６０】
【数４】

　出力に適用される。Ｑ出力時の論理高は、超音波発生器回路８２０をオンにして、超音
波変換器８２２及び超音波ブレード８２４を起動させて、電極８０６ａ、８０６ａの間に
位置する組織の切断を開始する。超音波発生器回路８２０がオンになるのと同時に又はほ
ぼ同時に、フリップ・フロップ８１８の
【０１６１】

【数５】

　出力は低くなり、ＡＮＤゲート８３２の出力を低くして、トランジスタ８３４をオフに
することにより、電磁石８３６を非通電し、リレー８０８のスイッチ接点８０９を開いて
電極８０６ａ、８０６ｂを通る電流の流れを遮断する。
【０１６２】
　リレー８０８のスイッチ接点８０９が開いている間、電極８０６ａ、８０６ｂ、組織及
び昇圧変圧器８０４の第１の巻線８１０ａを通って電流が流れない。このため、第２の巻
線８１０ｂにわたって電圧は発生せず、視覚インジケータ８１２を通って電流が流れない
。
【０１６３】
　ユーザが器具ハンドル上のエネルギースイッチ８２６を握り、エネルギースイッチ８２
６を閉じたままにする間、フリップ・フロップ８１８のＱ及び
【０１６４】

【数６】

　出力の状態は同じままである。したがって、バイポーラＲＦ発生器回路８０２から電極
８０６ａ、８０６ｂを通って電流が流れていない間、超音波ブレード８２４は、活性化し
たままであり、エンドエフェクタのジョーの間の組織を切断し続ける。ユーザが器具ハン
ドルのエネルギースイッチ８２６を解放すると、エネルギースイッチ８２６が開き、第１
のインバータ８２８の出力が低くなり、第２のインバータ８３０の出力が高くなり、フリ
ップ・フロップ８１８をリセットして、Ｑ出力を低くし、超音波発生器回路８２０をオフ
にする。同時に、この
【０１６５】
【数７】

　出力は高くなり、ここで回路はオフ状態になり、ユーザが器具ハンドル上のエネルギー
スイッチ８２６を作動させて、エネルギースイッチ８２６を閉じ、電極８０６ａ、８０６
ｂの間に位置する組織に電流を印加し、上述のように組織にＲＦエネルギーを印加し、組
織に超音波エネルギーを印加するサイクルを繰り返す準備ができる。
【０１６６】
　図３８は、本開示の一態様による、エンドエフェクタ９００の断面図である。エンドエ
フェクタ９００は、超音波ブレード９０２及びジョー部材９０４を備える。ジョー部材９
０４は、軸方向に沿って、エンドエフェクタ９００の一部が係合するチャネル形状の溝９
０６を有する。チャネル形状の溝９０６は、ジョー部材９０４の軸に直交する部分に広い
開口を有する広いチャネル形状を有する。ジョー部材９０４は、導電性材料で作製され、
超音波ブレード９０２がチャネル形状の底面部分９１２上で軸方向に沿って接する範囲に
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絶縁部材９１０が提供される。
【０１６７】
　超音波ブレード９０２は、軸方向と直交する断面において部分的に切り取られた菱形形
状を有している。超音波ブレード９０２の断面形状は、図３８に示すように、菱形形状の
長い対角線に直交する方向に切り取られた形状である。断面形状が切り取られた菱形形状
の部分を有する超音波ブレード９０２は、ジョー部材９０４のチャネル形状の溝９０６内
で係合する台形部分９１４を有する。菱形形状の一部が断面形状において切り取られてい
ない部分は、超音波ブレード９０２の二等辺三角形部分９１６である。
【０１６８】
　ハンドルアセンブリのトリガが閉じると、超音波ブレード９０２及びジョー部材９０４
は互いに嵌合する。それらが嵌合すると、チャネル形状の溝９０６の底面部分９１２は、
超音波ブレード９０２の台形部分９１４の上面部分９１８に当接し、チャネル形状の溝９
０６の２つの内壁部分９２０は、台形部分９１４の傾斜表面部分９２２に当接する。
【０１６９】
　更に、超音波ブレード９０２の二等辺三角形部分９１６の頂点部分９２４は、丸く形成
されるが、この頂点部分９２４は、僅かに鋭い角度を有する。
【０１７０】
　外科用器具がスパチュラ超音波処置具として使用される場合、超音波ブレード９０２は
、超音波振動処置部分として作用し、頂点部分９２４及びその周辺部分（破線で示される
）は特に、処置対象の組織に対してメスナイフとして作用する。
【０１７１】
　更に、外科用器具がスパチュラ高周波処置具として使用される場合、頂点部分９２４及
びその周辺部分（破線で示される）は、処置対象の組織に対する電気メスナイフとして作
用する。
【０１７２】
　一態様では、底面部分９１２及び内壁部分９２０及び上面部分９１８及び傾斜面部分９
２２は、超音波振動の作用面として作用する。
【０１７３】
　更に、一態様では、内壁部分９２０及び傾斜面部分９２２が、バイポーラ高周波電流の
作用面として作用する。
【０１７４】
　一態様では、外科用器具は、超音波及び高周波電流の同時出力のスパチュラ処置具とし
て使用することができ、超音波ブレード９０２は、超音波振動処置部分として作用し、頂
点部分９２４及びその周辺部分（破線で示される）は特に、処置対象の組織に対して電気
メスナイフとして作用する。
【０１７５】
　更に、外科用器具が超音波及び高周波電流の同時出力を提供する場合、底面部分９１２
及び上面部分９１８は、超音波振動の作用面として作用し、内壁部分９２０及び傾斜面部
分９２２が、バイポーラ高周波電流の作用面として作用する。
【０１７６】
　それゆえに、図３７に示す処置部分の構成により、外科用器具を超音波処置具又は高周
波処置具として使用する場合だけでなく、外科用器具を超音波処置具又は高周波電流処置
具として使用する場合、更に超音波及び高周波の同時出力の時間に外科用器具を使用する
場合に、優れた操作性が提供される。
【０１７７】
　外科用器具が高周波電流出力又は高周波電流及び超音波の同時出力を実施する場合、モ
ノポーラ出力を、高周波出力としてバイポーラ出力の代わりに可能にしてもよい。
【０１７８】
　図３９は、本開示の一態様による、エンドエフェクタ９３０の断面図である。ジョー部
材９３２は、導電性材料で作製され、絶縁部材９３４が、チャネル形状の底面部分９３６



(45) JP 2019-509775 A 2019.4.11

10

20

30

40

50

上で軸方向に沿って設けられている。
【０１７９】
　超音波ブレード９３８は、軸方向と直交する断面において部分的に切り取られた菱形形
状を有している。超音波ブレード９３８の断面形状は、図３９に示すように、菱形形状の
一部が対角線と直交する方向に切り取られた形状である。断面形状が切り取られた菱形形
状の部分を有する超音波ブレード９３８は、ジョー部材９３２のチャネル形状の溝９４２
内で係合する台形部分９４０を有する。菱形形状の一部が断面形状において切り取られて
いない部分は、エンドエフェクタ９００の二等辺三角形部分９４４である。
【０１８０】
　ハンドルアセンブリのトリガが閉じると、超音波ブレード９３８及びジョー部材９０６
は互いに嵌合する。それらが嵌合すると、チャネル形状の溝９４２の底面部分９３６は、
超音波ブレード９３８の台形部分９４０の上面部分９４６に当接し、チャネル形状の溝９
３２の２つの内壁部分９５４は、台形部分９４０の傾斜面部分９４８に当接する。
【０１８１】
　更に、超音波ブレード９３８の二等辺三角形部分９４４の頂点部分９５０は、丸く形成
されるが、フック形状の内側の頂点部分９５２は、僅かに鋭い角度を有する。頂点部分９
５２の角度θは、好ましくは４５°～１００°である。４５°は、超音波ブレード９３８
の強度限界である。このように、超音波ブレード９３８の先端部分９５２は、フック形状
部分の内側、すなわちエッジ部分に所定の角度を有する突出部分を構成している。
【０１８２】
　フック形状の処置部分は、切開のために使用されることが多い。エンドエフェクタ９３
０の頂点部分９５２は、切開時に作用部分となる。頂点部分９５２は僅かに鋭い角度θを
有するため、頂点部分９５２は切開処置に有効である。
【０１８３】
　図３９に示す超音波ブレード９３８及びジョー部材９３２は、切開時の前述の動作を除
いて、超音波出力時、高周波出力時、超音波及び高周波それぞれの同時出力時に、図３８
に示す超音波ブレード９３８及びジョー部材９３２と同じ動作を行う。
【０１８４】
　ここで図４０～図４３を参照すると、外側シース１００２及び内側シース１００４によ
って形成された挿入シース１００１に動作可能に連結されたエンドエフェクタ１０００が
示されている。エンドエフェクタ１０００は、超音波ブレード１００６及びジョー部材１
０１４を備える。外側シース１００２において、導電性金属パイプの外側が絶縁性樹脂管
で被覆されている。内側シース１００４は、導電性金属パイプである。内側シース１００
４は、外側シース１００２に対して前後軸方向に移動することができる。
【０１８５】
　超音波ブレード１００６は、高い音響効果及び生体適合性を有する導電性材料、例えば
、Ｔｉ－６ＡＩ－４Ｖ合金などのチタン合金から作製される。超音波ブレード１００６に
おいて、絶縁性かつ弾性のゴムライニング１００８は、超音波振動のノードの位置に外部
から備えられている。ゴムライニング１００８は、内側シース１００４と超音波ブレード
１００６との間に圧縮状態で配設されている。超音波ブレード１００６は、ゴムライニン
グ１００８によって内側シース１００４に保持されている。内側シース１００４と超音波
ブレード１００６との間に隙間が維持される。
【０１８６】
　当接部分１０１０は、超音波ブレード１００６の遠位端部分において、ジョー部材１０
１４に面する超音波ブレード１０１２の一部によって形成される。ここで、超音波ブレー
ド１０１２は、超音波ブレード１００６の軸方向に垂直な断面が八角形である。当接面１
０１６は、ジョー部材１０１４に面する当接部分１０１０の一面によって形成されている
。一対の電極面１０１８は、当接面１０１６の両側に設けられた表面によって形成される
。
【０１８７】
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　ジョー部材１０１４は、本体部材１０２０、電極部材１０２２、パッド部材１０２４及
び規制部としての規制部材１０２６によって形成される。
【０１８８】
　本体部材１０２０は、硬質かつ導電性の材料から作製される。本体部材１０２０の近位
端部分は、ピボット接続部分１０２８を構成している。ピボット接続部分１０２８は、ピ
ボット接続シャフト１０３０を介して外側シース１００２の遠位端部分に枢動的に接続さ
れている。ピボット接続シャフト１０３０は、軸方向及び開閉方向に垂直な幅方向に延在
している。本体部材１０２０は、ピボット接続シャフト１０３０を中心として外側シース
１００２に対して開閉方向に回転することができる。内側シース１００４の遠位端部分は
、ピボット接続シャフト１０３０の遠位側及び開口方向側に設けられた位置で、本体部材
１０２０のピボット接続部分１０２８に枢動的に接続される。ハンドルユニット内の固定
ハンドルに対して可動ハンドルを回動させると、内側シース１００４が、外側シース１０
０２に対して前後に移動し、本体部材１０２０は、内側シース１００４によって、外側シ
ース１００２に対して開閉方向にピボット接続シャフト１０３０を中心として回転するよ
うに駆動される。一態様では、本体部材１０２０の遠位部は、一対のピボット軸受１０３
２を構成する。一対のピボット軸受１０３２は、軸方向に延在し、幅方向に垂直な平板の
形態であり、幅方向に互いに離間して配設されている。
【０１８９】
　電極部材１０２２は、硬質かつ導電性の材料から作製される。開口方向側に設けられた
電極部材１０２２の一部は、ピボット支持部１０３４を構成している。挿入穴１０３６は
、ピボット支持部１０３４を通して幅方向に形成されている。ピボット支持部シャフト１
０３８は、挿入穴１０３６を通して挿入され、幅方向に延在する。ピボット支持部１０３
４は、本体部材１０２０の一対のピボット軸受１０３２の間に配設され、ピボット支持シ
ャフト１０３８を介して一対のピボット軸受１０３２に枢動的に支持されている。電極部
材１０２２は、本体部材１０２０に対してピボット支持シャフト１０３８を中心に振動さ
せることができる。更に、閉鎖方向側に設けられた電極部材１０２２の一部は、電極部１
０４０を構成している。電極部１０４０は、軸方向に延在し、幅方向の両側に突出してい
る。閉鎖方向に向かって開いている凹形溝１０４２は、閉鎖方向側に設けられた電極部１
０４０の一部において軸方向に延在している。閉鎖方向側に設けられた溝１０４２の一部
に軸方向に歯が設けられ、これにより歯部分１０４４を形成する。溝１０４２を画定する
側面は、閉方向から幅方向の両側に向かって傾斜した一対の電極受け面１０４６を構成し
ている。閉鎖方向に向かって開いている凹形嵌合レセプタクル１０４８は、溝１０４２を
画定する底部分において軸方向に延在している。挿入穴１０３６に垂直な開閉方向に、電
極部材１０２２のピボット支持部１０３４を通して埋設穴１０５０が形成されている。埋
込穴１０５０は、嵌合レセプタクル１０４８に対して開口している。
【０１９０】
　パッド部材１０２４は、超音波ブレード１００６よりも軟質であり、ポリテトラフルオ
ロエチレンなどの生体適合性を有する絶縁材料から作製される。パッド部材１０２４は、
電極部材１０２２の嵌合レセプタクル１０４８と嵌合される。閉鎖方向側に設けられたパ
ッド部材１０２４の一部は、電極部材１０２２から閉鎖方向に突出し、したがって当接レ
セプタクル１０５２を形成する。軸方向に垂直な断面において、当接レセプタクル１０５
２は、超音波ブレード１０１２の当接部分１０１０の突出形状に対応する凹形状である。
ジョー部材１０１４が超音波ブレード１０１２に対して閉じられると、超音波ブレード１
０１２の当接部分１０１０は、パッド部材１０２４の当接レセプタクル１０５２の上に当
接し、係合する。超音波ブレード１０１２の一対の電極面１０１８は、電極部１０４０の
一対の電極受け面１０４６と平行に配置され、電極部１０４０と超音波ブレード１０１２
との間には隙間が維持されている。
【０１９１】
　規制部材１０２６は、超音波ブレード１００６よりも硬質であり、セラミックスなどの
絶縁性の高強度材料から作製される。規制パッド部材１０２４は、ピン形状である。規制
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パッド部材１０２４は、電極部材１０２２のピボット支持部１０３４の埋設穴１０５０に
挿入され、電極部１０４０の嵌合レセプタクル１０４８に向かって突出し、嵌合レセプタ
クル１０４８内のパッド部材１０２４の当接レセプタクル１０５２に埋設される。規制部
材１０２６の閉鎖方向端部は、規制端部１０５４を構成する。規制端部１０５４は、当接
レセプタクル１０５２から閉鎖方向に突出せず、当接レセプタクル１０５２内に収容され
る。挿入穴１０３６もまた、規制部材１０２６を通して形成され、ピボット支持シャフト
１０３８は、既製部材１０２６の挿入穴１０３６を通して挿入される。
【０１９２】
　ここで、内側シース１００４、本体部材１０２０及び電極部材１０２２は、互いに電気
的に接続されており、高周波外科処置で使用される第１の電気経路１０５６を構成する。
電極部材１０２２の電極部１０４０は、高周波外科処置で使用されるバイポーラ電極の一
方として機能する。一態様では、超音波ブレード１００６は、高周波処置で使用される第
２の電気経路１０５８を構成する。超音波ブレード１００６の遠位端部分に設けられた超
音波ブレード１０１２は、高周波処置で使用されるバイポーラ電極の他方として機能する
。上述のように、超音波ブレード１００６は、絶縁ゴムライニング１００８によって内側
シース１００４に保持され、内側シース１００４と超音波ブレード１００６との間の間隙
が維持される。これにより、内側シース１００４と超音波ブレード１００６との間の短絡
が防止される。ジョー部材１０１４が超音波ブレード１０１２に対して閉じられると、超
音波ブレード１０１２の当接部分１０１０は、パッド部材１０２４の当接レセプタクル１
０５２の上に当接し、係合する。したがって、超音波ブレード１０１２の一対の電極面１
０１８は、電極部１０４０の一対の電極受け面１０４６と平行に配置され、電極部１０４
０と超音波ブレード１０１２との間に隙間が維持される。これにより、電極部１０４０と
超音波ブレード１０１２との間の短絡が防止される。
【０１９３】
　図４４を参照すると、パッド部材１０２４は、超音波ブレード１００６よりも軟質であ
る。そのため、ジョー部材１０１４が超音波ブレード１０１２に対して閉じるときに、超
音波ブレード１０１２が超音波振動する場合、当接レセプタクル１０５２は、超音波ブレ
ード１０１２によって摩耗され、超音波ブレード１０１２の当接部分１０１０は、パッド
部材１０２４の当接レセプタクル１０５２の上に当接し、係合する。当接レセプタクル１
０５２が摩耗すると、電極部１０４０と超音波ブレード１０１２との間の隙間は、当接部
分１０１０が当接レセプタクル１０５２と摩擦係合しているときに徐々に低減する。当接
レセプタクル１０５２が所定の量を超えて摩耗すると、規制部材１０２６の規制端部１０
５４が、当接レセプタクル１０５２から閉鎖方向に露出する。規制端部１０５４が当接レ
セプタクル１０５２から閉鎖方向に露出すると、ジョー部材１０１４が超音波ブレード１
０１２に対して閉じられた場合、電極部１０４０が超音波ブレード１０１２に接触する前
に、規制端部１０５４が超音波ブレード１０１２に接触する。結果として、超音波ブレー
ド１０１２と電極部１０４０との接触が規制される。ここで、電極部１０４０及び超音波
ブレード１０１２は、硬質である。そのため、超音波振動した超音波ブレード１０１２が
電極部１０４０に接触すると、超音波ブレード１０１２は、電極部５８に速やかにかつ繰
り返し接離する。電極部１０４０と超音波ブレード１０１２との間に高周波電圧が印加さ
れると、超音波ブレード１０１２と電極部１０４０との間にスパークが発生する。一態様
では、超音波ブレード１０１２と電極部１０４０との間の接触は、規制部材１０２６の規
制端部１０５４によって規制され、それによりスパークが防止される。規制部材１０２６
は、絶縁性材料から作製され、電極部材１０２２に対して電気的に絶縁されている。した
がって、超音波振動した超音波ブレード１０１２が、規制部材１０２６の規制端部１０５
４に接触した場合、超音波ブレード１０１２が規制端部１０５４に速やかにかつ繰り返し
離接しても、規制端部１０５４と超音波ブレード１０１２との間でスパークが発生しない
。これにより、超音波ブレード１０１２とジョー部材１０１４との間でスパークが防止さ
れる。
【０１９４】
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　規制部材１０２６は、超音波ブレード１００６よりも硬質な高強度材料から作製される
。そのため、規制端部１０５４が超音波振動した超音波ブレード１０１２に接触すると、
規制部材１０２６は摩耗せず、超音波ブレード１００６が割れる。一態様による外科用処
置システムでは、当接レセプタクル１０５２が所定の量を超えて摩耗すると、規制端部１
０５４が超音波ブレード１０１２に接触し、意図的に超音波ブレード１００６を割る。こ
の割れを検出することにより、外科用処置具の寿命の終了が検出される。このため、超音
波ブレード１０１２と規制端部１０５４との接触位置が、超音波ブレード１０１２におけ
る応力集中領域に設定され、規制端部１０５４が超音波ブレード１０１２に接触したとき
に超音波ブレード１００６が割れるように保証する。線形超音波ブレード１００６におい
て、超音波振動のノード位置に応力が集中し、応力集中領域が超音波ブレード１０１２の
近位端部分に位置している。
【０１９５】
　複合超音波／電気外科用器具のより詳細な説明については、米国特許第８，６９６，６
６６号及び米国特許第８，６６３，２２３号が参照され、各々が参照により本明細書に組
み込まれる。
【０１９６】
　図４５は、本開示の一態様による、遠位関節接合を有するモジュール電池式手持ち型電
気外科用器具１１００を示す。外科用器具１１００は、ハンドルアセンブリ１１０２、ナ
イフ駆動アセンブリ１１０４、電池アセンブリ１１０６、シャフトアセンブリ１１１０及
びエンドエフェクタ１１１２を備える。エンドエフェクタ１１１２は、その遠位端に固着
された対向関係の一対のジョー部材１１１４ａ、１１１４ｂを備える。エンドエフェクタ
１１１２は、関節接合及び回転するように構成される。図４６は、本開示の一態様による
、図４５に示す外科用器具１１００の分解図である。組織を封止及び切断するための外科
用器具１１００と共に使用するためのエンドエフェクタ１１１２は、対向関係であり、互
いに対して移動可能であり、それらの間に組織を把持する一対のジョー部材１１１４ａ、
１１１４ｂを含む。ジョー部材１１１４ａ、１１１４ｂは、電気外科用エネルギー源（Ｒ
Ｆ源）に接続するように適合されたジョーハウジング及び導電表面１１１６ａ、１１１６
ｂ、例えば、電極を含み、それにより導電表面は、その間に保持された組織を通して電気
外科用エネルギーを導電して組織封止をもたらすことができる。導電表面１１１６ｂのう
ちの１つは、ナイフ駆動アセンブリ１１０４内に配設置されたモータに接続された駆動ロ
ッド１１４５と連通する、その中で画定され、その長さに沿って延在するチャネルを含む
。ナイフは、チャネルに沿って並進及び往復運動して、ジョー部材１１１４ａ、１１１４
ｂの間に把持された組織を切断するように構成されている。
【０１９７】
　図４７は、本開示の一態様による、ディスプレイがハンドルアセンブリ１１０２上に位
置している、図４５及び図４６に示す外科用器具１１００の斜視図である。図４５～図４
７に示す外科用器具のハンドルアセンブリ１１０２は、モータアセンブリ１１６０及び表
示アセンブリを備える。ディスプレイアセンブリは、例えば、ハンドルアセンブリ１１０
２のハウジング１１４８部分に取り外し可能に接続可能なＬＣＤディスプレイなどのディ
スプレイ１１７６を備える。ディスプレイ１１７６は、他のパラメータの中でも特に、組
織の厚さ、封止の状態、切断の状態、組織の厚さ、組織インピーダンス、実行中のアルゴ
リズム、電池容量などの外科手技パラメータの視覚ディスプレイを提供する。
【０１９８】
　図４８は、本開示の一態様による、ディスプレイがハンドルアセンブリ１１０２上に位
置していない、図４５及び図４６に示す器具の斜視図である。図４８に示す外科用器具１
１５０のハンドルアセンブリ１１０２は、別個のハウジング１１５６上に異なるディスプ
レイアセンブリ１１５４を含む。ここで図４５～図４８を参照すると、外科用器具１１０
０、１１５０は、高周波（ＲＦ）電流及びナイフを用いて生体組織上で外科的凝固／切断
処置を行い、高周波電流を用いて生体組織上で外科的凝固処置を行うように構成されてい
る。高周波（ＲＦ）電流は、独立して又はアルゴリズム若しくはユーザ入力制御と組み合
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わせて印加され得る。ディスプレイアセンブリ、電池アセンブリ１１０６及びシャフトア
センブリ１１１０は、ハンドルアセンブリ１１０２に取り外し可能に接続可能なモジュー
ル構成要素である。モータ１１４０は、ハンドルアセンブリ１１０２内に位置している。
例えば、図３４～図３７及び図５０に関して本明細書に記載されるＲＦ発生器回路及びモ
ータ駆動回路は、ハウジング１１４８内に位置している。
【０１９９】
　シャフトアセンブリ１１１０は、外管１１４４、ナイフ駆動ロッド１１４５及び内管（
図示せず）を備えている。シャフトアセンブリ１１１０は、関節接合部１１３０及び遠位
回転部１１３４を備える。エンドエフェクタ１１１２は、対向関係にあるジョー部材１１
１４ａ、１１１４ｂ及びモータ駆動ナイフを備える。ジョー部材１１１４ａ、１１１４ｂ
は、対向するジョー部材１１１４ａ、１１１４ｂの間に把持された組織に高周波電流を送
達するために、ＲＦ発生器回路に連結された導電表面１１１６ａ、１１１６ｂを含む。ジ
ョー部材１１１４ａ、１１１４ｂは、ピボットピン１１３６を中心として枢動的に回転可
能であり、ジョー部材１１１４ａ、１１１４ｂの間に組織を把持する。ジョー部材１１１
４ａ、１１１４ｂは、トリガ１１０８に動作可能に連結され、それによりトリガ１１０８
を握るとジョー部材１１１４ａ、１１１４ｂが閉じて組織を把持し、トリガ１１０８を解
放するとジョー部材１１１４ａ、１１１４ｂが開いて組織を解放する。
【０２００】
　ジョー部材１１１４ａ、１１１４ｂは、トリガ１１０８に動作可能に連結され、それに
よりトリガ１１０８を握るとジョー部材１１１４ａ、１１１４ｂが閉じて組織を把持し、
トリガ１１０８を解放するとジョー部材１１１４ａ、１１１４ｂが開いて組織を解放する
。１段トリガ構成では、トリガ１１０８を握ってジョー部材１１１４ａ、１１１４ｂを閉
じ、一旦ジョー部材１１１４ａ、１１１４ｂが閉じると、スイッチ部１１２１の第１のス
イッチ１１２１ａを起動して、ＲＦ発生器に通電して組織を封止する。組織を封止した後
に、スイッチ部１１２０の第２のスイッチ１１２１ｂを起動して、ナイフを前進させて組
織を切断する。様々な態様では、トリガ１１０８は、２段又は多段トリガであってもよい
。２段トリガ構成では、第１段の間、ジョー部材１１１４ａ、１１１４ｂを閉じる途中で
トリガ１１０８を握り、第２段の間、ＲＦ発生器回路に通電して組織を封止する途中でト
リガ１１０８を握る。組織を封止した後に、第１及び第２のスイッチ１１２１ａ、１１２
１ｂのうちの１つ起動して、ナイフを前進させて組織を切断することができる。組織を切
断した後、トリガ１１０８を解放することによって、ジョー部材１１１４ａ、１１１４ｂ
を開き、組織を解放する。別の態様では、歪ゲージ又は圧力センサなどの力センサは、ト
リガ１１０８に連結され、ユーザによってトリガ１１０８に加えられる力を測定すること
ができる。別の態様では、歪ゲージ又は圧力センサなどの力センサが、スイッチ部１１２
０の第１及び第２のスイッチ１１２１ａ、１１２１ｂボタンに連結されてもよく、それに
より変位強度が、ユーザによってスイッチ部１１２０の第１及び第２のスイッチ１１２１
ａ、１１２１ｂボタンに加えられ得た力に対応する。
【０２０１】
　電池アセンブリ１１０６は、電気コネクタ１１３２によってハンドルアセンブリ１１０
２に電気的に接続される。ハンドルアセンブリ１１０２には、スイッチ部１１２０が設け
られている。第１のスイッチ１１２１ａ及び第２のスイッチ１１２１ｂは、スイッチ部１
１２０内に設けられている。ＲＦ発生器は、第１のスイッチ１１２１ａを作動させること
によって通電され、ナイフは、第２のスイッチ１１２１ｂを作動させることによってモー
タ１１４０に通電することにより起動される。したがって、第１のスイッチ１１２１ａは
、ＲＦ回路に通電して、組織を通して高周波電流を駆動して封止を形成し、第２のスイッ
チ１１２１ｂは、モータに通電して、ナイフを駆動して組織を切断する。電池アセンブリ
１１０６の構造的及び機能的な態様は、図１、図２及び図１６～図２４に関して記載され
た外科用器具１００のための電池アセンブリ１０６のものと同様である。したがって、開
示の簡潔性及び明確性のために、そのような電池アセンブリ１０６の構造的かつ機能的態
様は、参照により本明細書に組み込まれ、ここでは繰り返さない。
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【０２０２】
　回転ノブ１１１８は、シャフトアセンブリ１１１０に動作可能に連結される。矢印１１
２６によって示される方向に±３６０°の回転ノブ１１１８の回転は、外管１１４４を矢
印１１１９のそれぞれの方向に±３６０°回転させる。一態様では、別の回転ノブ１１２
２は、外管１１４４の回転とは独立して、矢印１１２８によって示される方向にエンドエ
フェクタ１１１２を±３６０°回転させるように構成されてもよい。エンドエフェクタ１
１１２は、第１及び第２の制御スイッチ１１２４ａ、１１２４ｂによって関節接合されて
もよく、それにより第１の制御スイッチ１１２４ａの作動は、矢印１１３２ａによって示
される方向に、ピボット１１３８を中心にエンドエフェクタ１１１２を関節接合し、第２
の制御スイッチ１１２４ｂの作動は、矢印１１３２ｂによって示される方向に、ピボット
１１３８を中心にエンドエフェクタ１１１２を関節接合する。更に、外管１１４４は、例
えば、５ｍｍ～１０ｍｍの範囲の直径Ｄ３を有し得る。
【０２０３】
　図４９は、本開示の一態様による、ナイフを駆動するために外科用器具１１００、１１
５０と共に使用され得るモータアセンブリ１１６０である。モータアセンブリ１１６０は
、モータ１１６２、プラネタリギヤ１１６４、シャフト１１６６及び駆動ギヤ１１６８を
備える。ギヤは、ナイフバー１１４５を駆動するように動作可能に連結されてもよい（図
４６）。一態様では、駆動ギヤ１１６８又はシャフト１１６６は、図５０に関して記載さ
れた回転駆動機構１１７０に動作可能に連結されて、遠位ヘッド回転、関節接合及びジョ
ー閉鎖を駆動する。
【０２０４】
　図５０は、本開示の一態様による、モータ駆動回路１１６５の図である。モータ駆動回
路１１６５は、本明細書に記載の外科用器具１１００、１１５０で使用され得る、モータ
Ｍを駆動するのに適している。モータＭは、４つのスイッチＳ１～Ｓ４を含むＨブリッジ
によって駆動される。スイッチＳ１～Ｓ４は、一般に、ＭＯＳＦＥＴスイッチなどの固体
スイッチである。モータＭを一方向に回動させるために、２つのスイッチＳ１、Ｓ４をオ
ンにし、他の２つのスイッチＳ３、Ｓ１をオフにする。モータＭの方向を反転させるため
に、スイッチＳ１～Ｓ４の状態を反転させ、それによりスイッチＳ１、Ｓ４をオフにし、
他の２つのスイッチＳ３、Ｓ１をオンにする。電流感知回路をモータ駆動回路１１６５内
に配置して、モータ電流ｉ１ａ、ｉ２ａ、ｉ１ｂ、ｉ２ｂを感知することができる。
【０２０５】
　図５１は、本開示の一態様による、遠位ヘッド回転、関節接合及びジョー閉鎖を駆動す
るための回転駆動機構１１７０を示す。回転駆動機構１１７０は、モータアセンブリ１１
６０に動作可能に連結された一次回転駆動シャフト１１７２を有する。一次回転駆動シャ
フト１１７２は、シャフトアセンブリ１１１０の外管１１４４内に位置するクラッチ機構
により、少なくとも２つの独立した作動機構（第１、第２、両方、どちらもない）に選択
的に連結可能である。一次回転駆動シャフト１１７２は、シャフト機能が回転駆動シャフ
ト１１７２に独立して連結されることを可能にする独立クラッチに連結されている。例え
ば、関節接合クラッチ１１７４は、関節接合部１１３０の関節接合軸１１７５を中心にシ
ャフトアセンブリ１１１０を関節接合させるように係合する。遠位ヘッド回転クラッチ１
１７８は、遠位回転部１１３４を回転させるように係合され、ジョー閉鎖クラッチ１１７
９は、エンドエフェクタ１１１２のジョー部材１１１４ａ、１１１４ｂを閉じるように係
合される。ナイフは、ナイフ駆動ロッド１１４５によって進退される。回転機構の全て又
はいずれかの組み合わせは、いつでも連結することができるか、又はどれも連結すること
ができない。
【０２０６】
　一態様では、微小電気クラッチ構成は、ピボット１１３８及び関節接合軸１１７５を中
心とした遠位回転部１１３４の回転及び関節接合部１１３０の関節接合を可能にする。一
態様では、フェロ流体クラッチは、流体ポンプを介してクラッチを一次回転駆動シャフト
１１７２に連結する。クラッチフェロ流体は、ナイフ駆動ロッド１１４５の周りに被包さ
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れた電気コイル１１８１、１１８３、１１８５によって起動される。コイル１１８１、１
１８３、１１８５の他の端部を、３つの別個の制御回路に接続して、クラッチ１１７４、
１１７８、１１７９を独立して作動させる。動作時に、コイル１１８１、１１８３、１１
８５が通電されていないときには、クラッチ１１７４、１１７８、１１７９が係合解除さ
れ、関節接合、回転、又はジョー運動がない。
【０２０７】
　関節接合クラッチ１１７４が、コイル１１８１に通電することによって係合され、遠位
ヘッド回転クラッチ１１７８及びジョー閉鎖クラッチ１１７９が、コイル１１８３、１１
８５を非通電することによって係合解除されるとき、ギヤ１１８０は、一次回転駆動シャ
フト１１７２に機械的に連結されて関節接合部１１３０を関節接合する。図示した配向で
は、一次回転駆動シャフト１１７２が時計回りに回転すると、ギヤ１１８０は時計方向に
回転し、シャフトは関節接合軸１１７５を中心に右方向に関節接合し、また一次回転駆動
シャフト１１７２が半時計回りに回転すると、ギヤ１１８０は反時計回りに回転し、シャ
フトは関節接合軸１１７５を中心に左方向に関節接合する。左右の関節接合は、外科用器
具１１００、１１５０の配向に依存することが理解されるであろう。
【０２０８】
　関節接合クラッチ１１７４及びジョー閉鎖クラッチ１１７９が、コイル１１８１、１１
８５を非通電することによって係合解除され、かつ遠位ヘッド回転クラッチ１１７８が、
コイル１１８３に通電することによって係合されると、一次回転駆動シャフト１１７２は
、遠位回転部１１３４を同じ回転方向に回転させる。コイル１１８３が通電されると、遠
位ヘッド回転クラッチ１１７８は、一次回転駆動シャフト１１７２を遠位回転部１１３４
と係合させる。したがって、遠位回転部１１３４は、一次回転駆動シャフト１１７２と共
に回転する。
【０２０９】
　関節接合クラッチ１１７４及び遠位ヘッド回転クラッチ１１７８が、コイル１１８１、
１１８３を非通電することによって係合解除され、かつジョー閉鎖クラッチ１１７９が、
コイル１１８５を通電することによって係合されると、ジョー部材１１１４ａ、１１４ｂ
は、一次回転駆動シャフト１１７２の回転に依存して開閉することができる。コイル１１
８５が通電されると、ジョー閉鎖クラッチ１１７９は、一次回転駆動シャフト１１７２の
方向に定位置で回転する、捕捉内ねじ付き駆動部材１１８６に係合する。捕捉内ねじ付き
駆動部材１１８６は、内ねじ付き表面を含む、外ねじ付き駆動部材１１８８と螺合してい
る外ねじを含む。一次回転駆動シャフト１１７２が時計回りに回転すると、捕捉内ねじ付
き駆動部材１１８６に螺合している外ねじ付き駆動部材１１８８は、近位方向１１８７に
駆動されてジョー部材１１１４ａ、１１１４ｂを閉じる。一次回転駆動シャフト１１７２
が反時計回りに回転すると、捕捉内ねじ付き駆動部材１１８６に螺合している外ねじ付き
駆動部材１１８８は、遠位方向１１８９に駆動されてジョー部材１１１４ａ、１１１４ｂ
を開く。
【０２１０】
　図５２は、本開示の一態様による、開放構成で示されるジョー部材を有するエンドエフ
ェクタアセンブリの拡大された左斜視図である。図５３は、本開示の一態様による、図５
２のエンドエフェクタアセンブリの拡大された右側面図である。ここで図５２及び図５３
を参照すると、組織を近似するための開放位置にあるエンドエフェクタ１１１２の拡大さ
れたビューが示される。ジョー部材１１１４、１１１４ｂは、一般に対称であり、協働し
てピボットピン１１３６を中心とした容易な回転を可能にして組織の封止及び分割をもた
らす。結果として、かつ特に明記しない限り、本明細書ではジョー部材１１１４ａ及びそ
れに関連する動作特徴部のみが詳細に記載されるが、理解され得るように、これらの特徴
部の多くが、他のジョー部材１１１４ｂに同様に適用する。
【０２１１】
　ジョー部材１１１４ａはまた、ジョーハウジング１１１５ａ、絶縁基板又は絶縁体１１
１７ａ、及び導電表面１１１６ａを含む。絶縁体１１１７ａは、導電性封止面１１１６ａ
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に確実に係合するように構成されている。これは、鍛造することによって、オーバーモー
ルドによって、鍛造された導電性封止プレートをオーバーモールドすることによって、及
び／又は金属射出成形封止プレートをオーバーモールドすることによって達成され得る。
これらの製造技術は、絶縁体１１１７ａによって囲まれた導電表面１１１６ａを有する電
極を製造する。
【０２１２】
　上述のように、ジョー部材１１１４ａは、同様の素子を含み、ジョーハウジング１１１
５ｂ、絶縁体１１１７ｂ及び絶縁体１１１７ｂに確実に係合するよう寸法決めされた導電
表面１１１６ｂを含む。導電表面１１１６ｂ及び絶縁体１１１７ｂは、組立時に、ナイフ
ブレード１１２３の往復運動のために画定された長手方向に配向されたナイフチャネル１
１１３を形成する。ナイフチャネル１１１３は、所定の切断面に沿ってナイフブレード１
１２３の長手方向の往復運動を容易にし、形成された組織封止に沿って組織を効果的かつ
正確に分離する。図示しないが、ジョー部材１１１４ａは、ナイフチャネル１１１３と協
働して、組織を通るナイフの並進を容易にするナイフチャネルも含むことができる。
【０２１３】
　ジョー部材１１１４ａ、１１１４ｂは、電気外科エネルギーを組織を通して効果的に伝
達して組織封止を形成するように、互いに電気的に隔離されている。導電表面１１１６ａ
、１１１６ｂはまた、エンドエフェクタ１１１２及び外管１１４４の残りの作動構成要素
から隔離されている。複数のストップ部材を用いて、導電表面１１１６ａ、１１１６ｂの
間の間隙距離を調整して、正確で一貫した信頼性の高い組織封止を確実にすることができ
る。
【０２１４】
　電池アセンブリ１１０６の構造的かつ機能的態様は、図１、図２及び図１６～図２４に
関して記載される外科用器具１００の電池アセンブリ１０６のものと同様であり、図２０
～図２４に関して記載される電池回路を含む。したがって、開示の簡潔性及び明確性のた
めに、そのような電池アセンブリ１０６の構造的かつ機能的態様は、参照により本明細書
に組み込まれ、ここでは繰り返さない。更に、ＲＦ発生器回路の構造的かつ機能的態様は
、図３４～図３７に関して記載される外科用器具５００、６００について記載されるＲＦ
発生器回路のものと同様である。したがって、開示の簡潔性及び明確性のために、そのよ
うなＲＦ発生器回路の構造的かつ機能的態様は、参照により本明細書に組み込まれ、ここ
では繰り返さない。更に、外科用器具１１００は、図１２～図１５に関して記載される電
池及び制御回路を含み、例えば、図１４に関して記載される制御回路２１０及び図１５に
関して記載される電気回路３００を含む。したがって、開示の簡潔性及び明確性のために
、図１２～図１５に関して記載される回路の説明は、参照により本明細書に組み込まれ、
ここでは繰り返さない。
【０２１５】
　切断機構と、シャフトの長手方向軸から離れてエンドエフェクタを偏向するように動作
可能な関節接合部とを備える電気外科用器具に関するより詳細な説明については、米国特
許第９，０２８，４７８号及び米国特許第９，１１３，９０７号（各々が参照により本明
細書に組み込まれる）が参照される。
【０２１６】
　図５４は、本開示の一態様による、遠位関節接合を有するモジュール電池式手持ち型電
気外科用器具１２００を示す。外科用器具１２００は、ハンドルアセンブリ１２０２、ナ
イフ駆動アセンブリ１２０４、電池アセンブリ１２０６、シャフトアセンブリ１２１０及
びエンドエフェクタ１２１２を備える。エンドエフェクタ１２１２は、その遠位端に固着
された対向関係の一対のジョー部材１２１４ａ、１２１４ｂを備える。エンドエフェクタ
１２１２は、関節接合及び回転するように構成される。図５５は、本開示の一態様による
、図５４に示す外科用器具１２００の分解図である。組織を封止及び切断するための外科
用器具１２００と共に使用するためのエンドエフェクタ１２１２は、対向関係であり、互
いに対して移動可能であり、それらの間に組織を把持する一対のジョー部材１２１４ａ、
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１２１４ｂを含む。いずれかのジョー部材１２１４ａ、１２１４ｂは、電気外科用エネル
ギー源（ＲＦ源）に接続するように適合されたジョーハウジング及び導電表面１２１６ａ
、１２１６ｂ、例えば、電極を含み得、それにより導電表面は、その間に保持された組織
を通して電気外科用エネルギーを導電して組織封止をもたらすことができる。ジョー部材
１２１４ａ、１２１４ｂ及び導電表面１２１６ａ、１２１６ｂは、その中で画定され、か
つナイフ駆動アセンブリ１２０４に接続されたナイフ駆動ロッド１２４５に連通するその
長さに沿って延在するチャネルを含む。ナイフ１２７４（図６０～図６１）は、チャネル
に沿って並進及び往復運動して、ジョー部材１２１４ａ、１２１４ｂの間に把持された組
織を切断するように構成されている。ナイフは、Ｉビーム構成を有し、それによりナイフ
１２７４がチャネルを通って前進すると、ジョー部材１２１４ａ、１２１４ｂが一緒に近
づく。一態様では、導電表面１２１６ａ、１２１６ｂが、互いに対してオフセットされる
。ナイフ１２７４は、鋭利な遠位端を含む。
【０２１７】
　図５４～図５５に示す外科用器具のハンドルアセンブリ１２０２は、モータアセンブリ
１２６０及びナイフ駆動アセンブリ１２０４を備える。一態様では、ディスプレイアセン
ブリは、ハウジング１２４８に設けられてもよい。ディスプレイアセンブリは、例えば、
ハンドルアセンブリ１２０２のハウジング１２４８部分に取り外し可能に接続可能なＬＣ
Ｄディスプレイなどのディスプレイを備えてもよい。ＬＣＤディスプレイは、他のパラメ
ータの中でも特に、組織の厚さ、封止の状態、切断の状態、組織厚さ、組織インピーダン
ス、実行中のアルゴリズム、電池容量などの外科手技パラメータの視覚ディスプレイを提
供する。ここで図５４～図５５を参照すると、外科用器具１２００は、高周波（ＲＦ）電
流及びナイフ１２７４（図６０～図６１）を使用して、生体組織上で外科的凝固／切断処
置を行い、高周波電流を用いて生体組織上で外科的凝固処置を行うように構成されている
。高周波（ＲＦ）電流は、独立して又はアルゴリズム若しくはユーザ入力制御と組み合わ
せて適用され得る。ナイフ駆動アセンブリ１２０４、電池アセンブリ１２０６及びシャフ
トアセンブリ１２１０は、ハンドルアセンブリ１２０２に取り外し可能に接続可能なモジ
ュール構成要素である。モータアセンブリ１２４０は、ハンドルアセンブリ１２０２内に
位置してもよい。ＲＦ発生器及びモータ駆動回路は、図３４～図３７及び図５０に関して
記載され、例えば、ハウジング１２４８内に位置している。ハウジング１２４８は、ハウ
ジング１２７６内に配置された回路及び機構にアクセスするための取り外し可能なカバー
プレート１２４８を含む。ナイフ駆動アセンブリ１２０４は、ハンドルアセンブリ１２０
２及びスイッチ部１２２０に動作可能に連結され、ナイフ１２７４を活性化及び駆動する
ためのギヤ及びリンクを含む。より詳細には、ナイフ１２７４はＩビーム構成を有する。
【０２１８】
　シャフトアセンブリ１２１０は、外管１２４４、ナイフ駆動ロッド１２４５及び内管（
図示せず）を備えている。シャフトアセンブリ１２１０は、関節接合部１２３０を備える
。エンドエフェクタ１２１２は、一対のジョー部材１２１４ａ、１２１４ｂと、そのジョ
ー部材１２１４ａ、１２１４ｂに形成されたチャネルと往復動するように構成されナイフ
１２７４とを備える。一態様では、ナイフ１２７４は、モータによって駆動されてもよい
。ジョー部材１２１４ａ、１２１４ｂは、そのジョー部材１２１４ａ、１２１４ｂの間に
把持された組織に高周波電流を送達するために、ＲＦ発生器回路に連結された導電表面１
２１６ａ、１２１６ｂを含む。ジョー部材１２１４ａ、１２１４ｂは、ピボットピン１２
３５を中心に枢動的に回転可能であり、ジョー部材１２１４ａ、１２１４ｂの間に組織を
把持する。ジョー部材１２１４ａ、１２１４ｂは、トリガ１２０８に動作可能に連結され
、それによりトリガ１２０８を握るとジョー部材１２１４ａ、１２１４ｂの一方又は両方
が閉じて組織を把持し、トリガ１２０８を解放するとジョー部材１２１４ａ、１２１４ｂ
が開いて組織を解放する。例示的な例では、一方のジョー部材１２１４ａは、他方のジョ
ー部材１２１４ｂに対して移動可能である。他の態様では、両方のジョー部材１２１４ａ
、１２１４ｂは、互いに対して移動可能であり得る。別の態様では、歪ゲージ又は圧力セ
ンサなどの力センサは、トリガ１２０８に連結され、ユーザによってトリガ１２０８に加
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えられる力を測定することができる。別の態様では、歪ゲージ又は圧力センサなどの力セ
ンサが、スイッチ部１２２０の第１及び第２のスイッチ１２２１ａ、１２２１ｂボタンに
連結されてもよく、それにより変位強度が、ユーザによってスイッチ部１２２０の第１及
び第２のスイッチ１２２１ａ、１２２１ｂボタンに加えられ得た力に対応する。
【０２１９】
　ジョー部材１２１４ａは、トリガ１２０８に動作可能に連結され、それによりトリガ１
２０８を握ったときに、ジョー部材１２１４ａが閉じて組織を把持し、トリガ１２０８を
解放したときに、ジョー部材１２１４ａが開いて組織を解放する。１段トリガ構成では、
トリガ１２０８を握ってジョー部材１２１４ａを閉じ、一旦ジョー部材１２１４ａが閉じ
ると、スイッチ部１２２０の第１のスイッチ１２２１ａを起動して、ＲＦ発生器に通電し
て組織を封止する。組織を封止した後に、スイッチ部１２２０の第２のスイッチ１２２１
ｂを起動して、ナイフを前進させて組織を切断する。様々な態様では、トリガ１２０８は
、２段又は多段トリガであってもよい。２段トリガ構成では、第１段の間、ジョー部材１
２１４ａを閉じる途中でトリガ１２０８を握り、第２段の間、ＲＦ発生器回路に通電して
組織を封止する途中でトリガ１２０８を握る。組織を封止した後に、スイッチ１２２１ａ
、１２２１ｂのうちの１つ起動して、ナイフを前進させて組織を切断することができる。
組織を切断した後、トリガ１２０８を解放することによってジョー部材１２１４ａを開き
、組織を解放する。
【０２２０】
　シャフトアセンブリ１２１０は、シャフトアセンブリ１２１０の長手軸「Ａ」から離れ
てエンドエフェクタ１２１２を偏向させるように動作可能な関節接合部１２３０を含む。
ダイヤル１２３２ａ、１２３２ｂは、細長いシャフトアセンブリ１２１０の遠位端で関節
接合部１２３０を、長手方向軸Ａ－Ａに対して様々な関節接合配向に枢動させるように動
作可能である。より具体的には、関節接合ダイヤル１２３２ａ、１２３２ｂは、下でより
詳細に記載されるように、シャフトアセンブリ１２１０の関節接合部１２３０と動作的に
連通している、複数のケーブル又は腱に動作可能に連結する。１つの関節接合ダイヤル１
２３２ａは、矢印「Ｃ１」によって示されるように、第１の平面、例えば垂直平面に枢動
運動を誘導するように、矢印「Ｃ０」の方向に回転され得る。同様に、別の関節接合ダイ
ヤル１２３２ｂは、矢印「Ｄ１」によって示されるように、第２の平面、例えば水平平面
に枢動運動を誘導するように、矢印「Ｄ０」の方向に回転され得る。関節接合ダイヤル１
２３２ａ、１２３２ｂの、矢印「Ｃ０」又は「Ｄ０」のいずれかの方向の回転は、関節接
合部１２３０を中心としてシャフトアセンブリ１２１０を枢動又は関節接合する腱をもた
らす。
【０２２１】
　電池アセンブリ１２０６は、電気コネクタ１２３１によってハンドルアセンブリ１２０
２に電気的に接続される。ハンドルアセンブリ１２０２には、スイッチ部１２２０が設け
られている。第１のスイッチ１２２１ａ及び第２のスイッチ１２２１ｂは、スイッチ部１
２２０内に設けられている。ＲＦ発生器は、第１のスイッチ１２２１ａを作動させること
によって通電され、ナイフ１２７４は、第２のスイッチ１２２１ｂを作動させることによ
ってモータアセンブリ１２４０に通電することにより起動され得る。したがって、第１の
スイッチ１２２１ａは、ＲＦ回路に通電して、組織を通して高周波電流を駆動して封止を
形成し、第２のスイッチ１２２１ｂは、モータに通電して、ナイフ１２７４を駆動して組
織を切断する。他の態様では、ナイフ１２７４は、２段トリガ１２０８構成を使用して手
動で発射されてもよい。電池アセンブリ１２０６の構造的かつ機能的な態様は、図１、図
２及び図１６～図２４に関して記載された外科用器具１００のための電池アセンブリ１０
６のものと同様である。したがって、開示の簡潔性及び明確性のために、そのような電池
アセンブリ１０６の構造的かつ機能的態様は、参照により本明細書に組み込まれ、ここで
は繰り返さない。
【０２２２】
　回転ノブ１２１８は、シャフトアセンブリ１２１０に動作可能に連結される。矢印１２
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２６によって示される方向に±３６０°の回転ノブ１２１８の回転は、外管１２４４を矢
印１２２８のそれぞれの方向に±３６０°回転させる。エンドエフェクタ１２１２は、制
御ボタンの作動が、矢印Ｃ１及びＤ１によって示される一方向にエンドエフェクタ１２１
２を関節接合するように、制御ボタンによって関節接合されてもよい。更に、外管１２４
４は、例えば、５ｍｍ～１０ｍｍの範囲の直径Ｄ３を有し得る。
【０２２３】
　図５６は、本開示の一態様による、電気的接続を含む、図５４に示す関節接合の拡大領
域詳細図である。図５７は、本開示の一態様による、電気的接続を含む、図５６に示す関
節接合の拡大領域詳細図である。ここで図５６～図５７を参照すると、それぞれ近位端と
遠位端１２２２の間にシャフトアセンブリ１２１０上に作動可能に配設されるか、又は連
結された関節接合部１２３０が示されている。図５６～図５７に示した態様では、関節接
合部１２３０は、複数の関節接合リンク１２３３（リンク１２３３）によって画定される
。リンク１２３３は、シャフトアセンブリ１２１０を、水平又は垂直平面のいずれかにお
いて、長手方向軸「Ａ－Ａ」にわたって横方向に関節接合するように構成される。図５４
を参照されたい。例示的な目的のために、水平平面にわたって関節接合されたシャフトア
センブリ１２１０を示す。
【０２２４】
　リンク１２３３は、そのリンクを通して駆動機構、例えば駆動ロッドを受容するように
構成された、リンクを通る中心環１２３８を集合的に画定する。理解され得るように、中
心環１２３８の構成は、駆動ロッドが通る適切な隙間を提供する。中心環１２３８は、シ
ャフトアセンブリ１２１０が非関節接合構成にあるとき、長手方向軸「Ａ－Ａ」に平行な
、中心環を通る軸「Ｂ－Ｂ」を画定する。図５４を参照されたい。
【０２２５】
　図５６～図５７を引き続き参照して、リンク１２３３は、腱１２３４を介して関節接合
ダイヤル１２３２ａ、１２３２ｂに動作可能に連結されている。例示的な目的のために、
４つの腱１２３４が示されている。腱１２３４は、ステンレス鋼ワイヤ又は張力をリンク
１２３３の最遠位リンクに伝送するために好適な他の材料で構成することができる。構成
材料にかかわらず、腱１２３４は、その腱１２３４の長さにわたって増幅されるばね率を
呈し、したがって腱１２３４は、外部負荷が細長いシャフトアセンブリ１２１０に加えら
れたときに伸張する傾向にあり得る。この伸張傾向は、例えば、外科医によって開始され
る関節接合ダイヤル１２３２ａ、１２３２ｂの対応する移動なしに、細長いシャフトアセ
ンブリ１２１０の遠位端１２２２の配向の意図しない変化に関連付けられ得る。
【０２２６】
　腱１２３４は、関節接合ダイヤル１２３２ａ、１２３２ｂが回転されると、腱１２３４
を作動させる、例えば腱１２３４を「引っ張る」ように構成された関節接合ダイヤル１２
３２ａ、１２３２ｂに動作可能に連結する。複数の腱１２３４は、１つ又は２つ以上の好
適な連結方法を介してリンク１２３３に動作可能に連結される。より具体的には、リンク
１２３３は、その中に画定された対応する複数の第１の開口又はボア１２３６ａを含み（
４つのボア１２３６ａが代表図に示される）、これらはリンク１２３３に沿って放射状に
配設され、共通の軸に沿って中心に配列されている。図５６を参照されたい。複数のボア
１２３６ａのボアは、腱１２３４を受容するように構成される。腱１２３４の遠位端は、
好適な方法、例えば、上記の連結方法のうちの１つ又は２つ以上によって、リンク１２３
３の最遠位のリンクに動作可能に連結される。
【０２２７】
　図５６～図５７を引き続き参照すると、リンク１２３３は、第２の複数のボア１２３６
ｂを含む（４つのボア１２３６ｂは、図５６において最も良く見られるように、代表図に
示される）。ボア１２３６ｂは、複数の導電リード１２３７（４本の導電リード１２３７
が代表図に示される）の対応する導電リードを受容するように構成される。導電リード１
２３７は、第２の複数のボア１２３６ｂ内で第１の状態と第２の状態との間で遷移するよ
うに構成される。導電リード１２３７の遷移を容易にするために、ボア１２３６ｂは、導
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電リード１２３７が第１の状態にあるとき、導電リード１２３７の直径よりも大きい直径
を含む。
【０２２８】
　外科用器具１２２０は、複数の導電リード１２３７に電圧及び電流を選択的に誘導する
ように構成された電気回路を含み、それにより導電リード１２３７が第１の状態から第２
の状態に遷移する。このため、発生器Ｇは、適切な割合の電圧電位Ｅｏを提供する。電圧
は、導電リード１２３７に電圧が誘導され、導電リードを通って電流が流れる。導電リー
ド１２３７を通って流れる電流は、導電リード１２３７を第１の状態（図５６）から第２
の状態（図５７）に遷移させる。第２の状態では、導電リード１２３７は、図５７におい
て最も良く見られるように、導電リード１２３７と対応するボア１２３６ｂとの間に締ま
り嵌めを提供する。
【０２２９】
　図５８は、本開示の一態様による、図５４の外科用器具１２００のシャフトアセンブリ
１２１０、エンドエフェクタ１２１２及び切断部材１２５４の構成要素の斜視図を示す。
図５９は、本開示の一態様による、関節接合の第２段にある関節接合部を示す。ここで図
５８～図５９を参照すると、１つの関節接合バンド１２５６ａは、セパレータ１２６１の
片側凹部に摺動可能に配設されるが、第２の関節接合バンド１２５６ｂ（図５９）は、セ
パレータ１２６１の反対側凹部に摺動可能に配設される。切断部材ドライバ管は、ドライ
バブロック１２５８を長手方向に駆動するように長手方向に移動可能であり、それにより
切断部材１２５４を長手方向に移動させる。側方凹部は、関節接合バンド１２５６ａ、１
２５６ｂとの接触表面積を低減するように構成された長手方向に延在する溝を含み、これ
により、セパレータ１２６１と関節接合バンド１２５６ａ、１２５６ｂの間の摩擦を低減
する。セパレータ１２６１はまた、低摩擦材料で形成することができ、かつ／又は摩擦を
低減するための表面処理を含み得る。関節接合バンド１２５６ａ、１２５６ｂは、関節接
合部１２３０を通って、シャフトアセンブリ１２１０の長さに沿って長手方向に延在して
いる。１つの関節接合バンド１２５６ａの遠位端１２５２は、アンカーポイントにおいて
エンドエフェクタ１２１２の近位部分１２５０の片側に固定される。第２の関節接合バン
ド１２５６ｂの遠位端１２６２は、アンカーポイントにおいてエンドエフェクタ１２１２
の近位部分１２５０の反対側に固定される。回転関節接合ノブは、関節接合バンド１２５
６ａを遠位方向に選択的に前進させると同時に、第２の関節接合バンド１２５６ｂを近位
に後退させるように動作可能であり、逆もまた同様である。この対向する並進は、関節接
合部１２３０を屈曲させ、それによりエンドエフェクタ１２１２を関節接合させることが
理解されるべきである。特に、エンドエフェクタ１２１２は、関節接合バンド１２５６ａ
、１２５６ｂが近位に後退されている方に向かって偏向し、関節接合バンド１２５６ａ、
１２５６ｂが遠位に前進されている方から離れて偏向する。
【０２３０】
　図５８～図５９を引き続き参照すると、相互作用して関節接合部１２３０を屈曲させ、
エンドエフェクタ１２１２を関節接合させる、上記の構成要素のうちのいくつかが示され
ている。図５８では、関節接合１２３０は、直線構成にある。次いで、関節接合ダイヤル
１２３２ａ、１２３２ｂ（図５４～図５５）のうちの１つを回転させて、リードスクリュ
ーを近位に並進させ、別のリードスクリューを遠位に前進させる。１つのリードスクリュ
ーの近位並進が、関節接合バンド１２５６ｂを近位に引き、これが関節接合部１２３０を
図５９に示すように曲げ始める。関節接合部１２３０のこの曲げが、他の関節接合バンド
１２５６ａを遠位に引く。関節接合ダイヤル１２３２ａ、１２３２ｂの回転に応じたリー
ドスクリューの遠位前進が、関節接合バンド１２５６ａ及び駆動部材を遠位に前進可能に
する。いくつかの他のバージョンでは、リードスクリューの遠位前進は、駆動部材及び関
節接合バンド１２５６ａを遠位に能動的に駆動する。ユーザが、関節接合ダイヤル１２３
２ａ、１２３２ｂのうちの１つを回転させ続けると、上記の相互作用が同じように継続し
、その結果、図５９に示すように関節接合部１２３０の更なる曲げを生じる。関節接合ダ
イヤル１２３２ａ、１２３２ｂを逆方向に回転させることにより、関節接合部１２３０が
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矯正され、また反対方向の更なる回転により、関節接合部１２３０が逆方向に屈曲するこ
とが理解されるべきである。
【０２３１】
　図６０は、本開示の一態様による、開放構成にある図５４～図５９の装置のエンドエフ
ェクタ１２１２の斜視図を示す。本実施例のエンドエフェクタ１２１２は、一対のジョー
部材１２１４ａ、１２１４ｂを備える。本実施例では、１つのジョー部材１２１４ｂは、
シャフトアセンブリに対して固定されているが、他のジョー部材１２１４ａは、シャフト
アセンブリに対して、他のジョー部材１２１４ｂに向かって、及びそれから離れて枢動す
る。いくつかのバージョンでは、ロッド又はケーブルなどのアクチュエータは、シースを
通して延在し、枢動連結具において１つのジョー部材１２１４ａと接合されてもよく、そ
れによりシャフトアセンブリを通るアクチュエータロッド／ケーブルなどの長手方向移動
は、シャフトアセンブリに対して、及び第２のジョー部材１２１４ｂに対して、ジョー部
材１２１４ａの枢動を提供する。当然のことながら、ジョー部材１２１４ａ、１２１４ｂ
は、代わりに、任意の他の好適な種類の移動を有してもよく、また任意の他の好適な方法
で作動されてもよい。単なる例として、ジョー部材１２１４ａ、１２１４ｂは、発射ビー
ム１２６６の長手方向並進によって作動され、したがって閉鎖することができ、それによ
りいくつかのバージョンでは、アクチュエータロッド／ケーブルなどを単に排除すること
ができる。１つのジョー部材１２１４ａの上側は、複数の歯セレーション１２７２を含む
。他のジョー部材１２１４ｂの下側は、必ずしも組織を引き裂くことなく、エンドエフェ
クタ１２１２のジョー部材１２１４ａ、１２１４ｂの間に捕捉された組織の把持を強化す
るためにセレーション１２７２と入れ子になっている相補的セレーション１２７７を含み
得ることが理解されるべきである。
【０２３２】
　図６１は、本開示の一態様による、閉鎖構成にあり、かつブレード１２７４が遠位位置
にある図６０のエンドエフェクタ１２１２の断面端面図を示す。ここで図６０～図６１を
参照すると、一方のジョー部材１２１４ａは、長手方向に延在する細長いスロット１２６
８を画定するが、他方のジョー部材１２１４ｂはまた、長手方向に延在する細長いスロッ
ト１２７０を画定する。加えて、一方のジョー部材１２１４ａの下側は、導電表面１２１
６ａを提示するが、他方のジョー部材１２１４ｂの上側は、別の導電表面１２１６ｂを提
示する。導電表面１２１６ａ、１２１６ｂは、シャフトアセンブリの長さに沿って延在す
る１つ又は２つ以上の導電体（図示せず）を介して、電源１２７８及びコントローラ１２
８０と連通している。電源１２７８は、第１の極性でＲＦエネルギーを第１の導電表面１
２１６ｂに送達し、かつ第２の（逆の）極性で第２の導電表面１２１６ａに送達するよう
に動作可能であり、それによりＲＦ電流は、導電表面１２１６ａ、１２１６ｂの間に流れ
、またそれによりジョー部材１２１４ａ、１２１４ｂの間に捕捉された組織を通って流れ
る。いくつかのバージョンでは、発射ビーム１２６６は、ジョー部材１２１４ａ、１２１
４ｂの間に捕捉されたバイポーラＲＦエネルギーを送達するために、導電表面１２１６ａ
、１２１６ｂ（例えば、接地帰路として）と協働する導電体として機能する。電源１２７
８は、本明細書に引用される１つ又は２つ以上の参考文献に記載されるように、ないしは
別の方法で、外科用器具１２００の外部にあり得るか、又は外科用器具１２００と（例え
ば、ハンドルアセンブリ１２０２などにおいて）一体であってもよい。コントローラ１２
８０は、電源１２７８から導電表面１２１６ａ、１２１６ｂへの電力の送達を規制する。
コントローラ１２８０はまた、外科用器具１２００の外部にあり得るか、又は本明細書に
引用される１つ又は２つ以上の参考文献に記載されるように、ないしは別の方法で、外科
用器具１２００と（例えば、ハンドルアセンブリ１２０２などにおいて）一体であっても
よい。導電表面１２１６ａ、１２１６ｂは、種々の代替位置、構成及び関係で提供され得
ることも理解されるべきである。
【０２３３】
　依然として図６０～図６１を参照して、本実施例の外科用器具１２００は、エンドエフ
ェクタ１２１２の長さの一部に沿って長手方向に移動可能である、発射ビーム１２６６を
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含む。発射ビーム１２６６は、シャフトアセンブリ１２１０内で同軸的に位置決めされ、
シャフトアセンブリ１２１０の長さに沿って延在し、かつシャフトアセンブリ１２１０内
で長手方向に並進するが（本実施例では、関節接合部１２３０を含む）、発射ビーム１２
６６０及びシャフトアセンブリ１２１０が、任意の他の好適な関係を有してもよいことを
理解されたい。発射ビーム１２６６は、鋭利な遠位端を有するナイフ１２７４、上部フラ
ンジ１２８１及び下部フランジ１２８２を含む。図６１に最も良く見られるように、ナイ
フ１２７４は、ジョー部材１２１４ａ、１２１４ｂのスロット１２６８、１２７０を通し
て延在し、上フランジ１２８１は、凹部１２８４内でジョー部材１２１４ａの上に位置し
、下フランジ１２８２は、凹部１２８６内でジョー部材１２１４ｂの下に位置している。
ナイフ１２７４及びフランジ１２８１、１２８２の構成は、発射ビーム１２６６の遠位端
において「Ｉ－ビーム」型の断面を提供する。本実施例では、フランジ１２８１、１２８
２は、発射ビーム１２６６の長さの僅かな部分のみに沿って長手方向に延在するが、フラ
ンジ１２８１、１２８２は、発射ビーム１２６６の任意の好適な長さに沿って長手方向に
延在していてもよいことを理解されたい。加えて、フランジ１２８１、１２８２は、ジョ
ー部材１２１４ａ、１２１４ｂの外側に沿って位置決めされているが、フランジ１２８１
、１２８２は、代替として、ジョー部材１２１４ａ、１２１４ｂ内に形成された対応する
スロット内に配設されていてもよい。例えば、ジョー部材１２１４ａ、１２１４ｂは、「
Ｔ」形状のスロットを画定することができ、ナイフ１２７４の一部は、「Ｔ」形状のスロ
ットの１つの垂直部分に配設され、フランジ１２８１、１２８２は、「Ｔ」形状のスロッ
トの水平部分に配設されている。本明細書の教示を考慮することで、様々な他の好適な構
成及び関係が、当業者に明らかになるであろう。単なる例として、エンドエフェクタ１２
１２は、導電表面１２１６ａ、１２１６ｂに隣接して、及び／又は他の場所に位置する、
１つ又は２つ以上の正の温度係数（ＰＴＣ）サーミスタ本体１２８８、１２９０（例えば
、ＰＴＣポリマーなど）を含んでもよい。
【０２３４】
　電池アセンブリ１２０６の構造的かつ機能的態様は、図１、図２、及び図１６～図２４
に関して記載される外科用器具１００の電池アセンブリ１０６のものと同様であり、図２
０～図２４に関して記載される電池回路を含む。したがって、開示の簡潔性及び明確性の
ために、そのような電池アセンブリ１０６の構造的かつ機能的態様は、参照により本明細
書に組み込まれ、ここでは繰り返さない。更に、ＲＦ発生器回路の構造的かつ機能的態様
は、図３４～図３７に関して記載される外科用器具５００、６００について記載されるＲ
Ｆ発生器回路のものと同様である。したがって、開示の簡潔性及び明確性のために、その
ようなＲＦ発生器回路の構造的かつ機能的態様は、参照により本明細書に組み込まれ、こ
こでは繰り返さない。更に、外科用器具１２００は、図１２～図１５に関して記載される
電池及び制御回路を含み、例えば、図１４に関して記載される制御回路２１０及び図１５
に関して記載される電気回路３００を含む。したがって、開示の簡潔性及び明確性のため
に、図１２～図１５に関して記載される回路の説明は、参照により本明細書に組み込まれ
、ここでは繰り返さない。
【０２３５】
　切断機構と、シャフトの長手方向軸から離れてエンドエフェクタを偏向するように動作
可能な関節接合部とを備える電気外科用器具に関するより詳細な説明については、米国特
許出願公開第２０１３／００２３８６８号（参照により本明細書に組み込まれる）を参照
されたい。
【０２３６】
　本明細書に記載される外科用器具１００、４８０、５００、６００、１１００、１１５
０、１２００のうちのいずれかを、モータ又は他の電動装置を含むように修正して、そう
でなければ手動で移動される構成要素を駆動することができることも理解されたい。その
ような修正の様々な例は、米国特許出願公開第２０１２／０１１６３７９号及び米国特許
出願公開第２０１６／０２５６１８４号に記載されており、各々が参照により本明細書に
組み込まれる。本明細書の教示を考慮することで、モータ又は他の電動装置が本明細書の
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任意の装置に組み込まれ得る、様々な他の好適な方法が、当業者に明らかになるであろう
。
【０２３７】
　図１１～図１５、図２０～図２４、図３４～図３７、及び図５０に関して記載される回
路は、単独で、又は本明細書に記載される外科用器具１００、４８０、５００、６００、
１１００、１１５０、１２００のうちのいずれかと組み合わせて動作するように構成され
得ることも理解されたい。
【０２３８】
　図６２～図７０は、図１～図６１に関して記載される外科用器具１００、４８０、５０
０、６００、１１００、１１５０、１２００のうちのいずれか１つと共に動作するように
構成された様々な回路を説明する。ここで図６２を参照すると、本開示の一態様による、
外科用器具の制御回路１３００の構成要素が示される。制御回路１３００は、揮発性メモ
リ１３０４に連結されたプロセッサ１３０２、１つ又は２つ以上のセンサ１３０６、不揮
発性メモリ１３０８及び電池１３１０を備える。一態様では、外科用器具は、制御回路１
３００を収容し、かつ電力保存モードを実装するための汎用的な制御を含む、ハンドルハ
ウジングを備えることができる。いくつかの態様では、プロセッサ１３０２は、１つ又は
２つ以上の二次プロセッサを含む外科用器具の一次プロセッサであってもよい。いくつか
の態様では、プロセッサ１３０２は、電池１３１０内に格納されてもよい。このプロセッ
サ１３０２は、制御プログラム又は他のソフトウェアモジュールなどの機械実行可能な命
令を実行することによって、外科用器具の様々な動作及び機能を制御するように構成され
ている。例えば、プロセッサ１３０２によるエネルギーモダリティ制御プログラムの実行
は、外科用器具を使用する外科医によって患者組織に印加される特定のタイプのエネルギ
ーの選択を可能にする。外科用器具は、外科用器具のハンドル上に位置するエネルギーモ
ダリティアクチュエータを備えてもよい。アクチュエータは、スライダ、トグルスイッチ
、セグメント化瞬間接触スイッチ、又はいくつかの他のタイプのアクチュエータであって
もよい。エネルギーモダリティアクチュエータの作動により、プロセッサ１３０２は、選
択されたタイプのエネルギーに対応するエネルギーモダリティを起動する。このタイプの
エネルギーは、超音波、ＲＦ、又は超音波エネルギー及びＲＦエネルギーの組み合わせで
あり得る。様々な態様では、一般に、プロセッサ１３０２は、図６３に示されるように、
外科用器具の複数の回路セグメントに電気的に連結され、通電及び非通電シーケンスに従
って、回路セグメントを起動又は停止する。
【０２３９】
　ランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）などの揮発性メモリ１３０４は、プロセッサ１３０
２が動作中の間、例えばプロセッサ１３０２が制御プログラム又はソフトウェアモジュー
ルを実行するとき、選択された制御プログラム又は他のソフトウェアモジュールを一時的
に記憶する。１つ又は２つ以上のセンサ１３０６は、力センサ、温度センサ、電流センサ
又は運動センサを含むことができる。いくつかの態様では、１つ又は２つ以上のセンサ１
３０６は、シャフト、エンドエフェクタ、電池若しくはハンドル、又はそれらの任意の組
み合わせ若しくは部分的組み合わせに位置し得る。１つ又は２つ以上のセンサ１３０６は
、図１～図６１に関して記載される外科用器具１００、４８０、５００、６００、１１０
０、１１５０、１２００のうちのいずれかの１つの動作、例えばエンドエフェクタのジョ
ーにより把持される組織の存在又はモータにより加えられる力に関連するデータを伝送す
る。一態様では、１つ又は２つ以上のセンサ１３０６は、安全性チェック及び電源オンセ
ルフテスト（Power On Self Test、ＰＯＳＴ）に基づいて、回路セグメントの機能又は動
作を検証する加速度計を含むことができる。制御プログラム又は他のソフトウェアモジュ
ールなどの機械実行可能な命令は、不揮発性メモリ１３０８に記憶される。例えば、不揮
発性メモリ１３０８は、ベーシック・インプット／アウトプット・システム（Basic Inpu
t/Output System、ＢＩＯＳ）プログラムを記憶する。不揮発性メモリ１３０８は、読み
出し専用メモリ、消去可能プログラマブルＲＯＭ（erasable programmable ROM、ＥＰＲ
ＯＭ）、ＥＥＰＲＯＭ、フラッシュメモリ、又はいくつかの他のタイプの不揮発性メモリ
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装置であってもよい。制御プログラムの様々な例は、米国特許出願公開第２０１５／０２
７２５７８号に記載されており、その全体が参照により本明細書に組み込まれる。電池１
３１０は、電流を発生させる電源電圧を提供することによって、外科用器具に電力供給す
る。電池１３１０は、図６３に示したモータ制御回路セグメント１４２８を含むことがで
きる。
【０２４０】
　一態様では、プロセッサ１３０２は、Ｔｅｘａｓ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ製のＡＲＭ
　Ｃｏｒｔｅｘの商品名で知られているものなど、任意のシングルコア又はマルチコアプ
ロセッサであってもよい。一態様では、プロセッサ１３０２は、同じくＴｅｘａｓ　Ｉｎ
ｓｔｒｕｍｅｎｔｓ製のＨｅｒｃｕｌｅｓ　ＡＲＭ　Ｃｏｒｔｅｘ　Ｒ４の商品名で知ら
れている、ＴＭＳ５７０及びＲＭ４ｘなど、２つのマイクロコントローラ系ファミリーを
含む安全プロセッサとして実装され得る。それにもかかわらず、マイクロコントローラ及
び安全プロセッサに好適な他の置換品も制限なく用いることができる。一態様では、安全
プロセッサは、拡張性がある性能、接続性及びメモリの選択肢を提供しながら、高度な集
積型安全特性を提供するために、中でも特に、ＩＥＣ　６１５０８及びＩＳＯ　２６２６
２の安全限界用途向けに特異的に構成されてもよい。
【０２４１】
　特定の態様では、プロセッサ１３０２は、例えばＴｅｘａｓ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ
から入手可能なＬＭ　４Ｆ２３０Ｈ５ＱＲであってもよい。少なくとも一例では、Ｔｅｘ
ａｓ　ＩｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓのＬＭ４Ｆ２３０Ｈ５ＱＲは、製品データシートから容易
に入手可能な他の機構の中でも特に、最大４０ＭＨｚ、２５６ＫＢの単一サイクルフラッ
シュメモリ若しくは他の不揮発性メモリのオンチップメモリと、４０ＭＨｚ超の性能を改
善するためのプリフェッチバッファと、３２ＫＢの単一サイクルシリアルランダムアクセ
スメモリ（ＳＲＡＭ）と、ＳｔｅｌｌａｒｉｓＷａｒｅ（登録商標）ソフトウェアを搭載
した内部読み取り専用メモリ（ＲＯＭ）と、２ＫＢの電気的消去可能なプログラマブル読
み取り専用メモリ（ＥＥＰＲＯＭ）と、１つ又は２つ以上のパルス幅変調（ＰＷＭ）モジ
ュールと、１つ又は２つ以上の直交エンコーダ入力（ＱＥＤアナログと、１２個のアナロ
グ入力チャネルを備えた、１つ又は２つ以上の１２ビットアナログデジタル変換器（ＡＤ
Ｃ）と、を備えたＡＲＭ　Ｃｏｒｔｅｘ－Ｍ４Ｆプロセッサコアである。他のプロセッサ
が容易に代用されてもよく、したがって、本開示は、この文脈に限定されるべきではない
。
【０２４２】
　図６３は、本開示の一態様による、複数の独立して動作する回路セグメント１４０２、
１４１４、１４１６、１４２０、１４２４、１４２８、１４３４、１４４０を含む、セグ
メント化回路１４０１のシステム図１４００である。セグメント化回路１４０１の複数の
回路セグメントの回路セグメントは、１つ又は２つ以上の回路と、１つ又は２つ以上のメ
モリ装置に記憶された１つ又は２つ以上の機械実行可能命令のセットとを含む。回路セグ
メントの１つ又は２つ以上の回路は、１つ又は２つ以上の有線又は無線接続媒体を通して
電気通信のために連結される。複数の回路セグメントは、スリープモード、スタンバイモ
ード及び動作モードを含む３つのモードの間で遷移するように構成される。
【０２４３】
　一態様では、複数の回路セグメント１４０２、１４１４、１４１６、１４２０、１４２
４、１４２８、１４３４、１４４０は、第１にスタンバイモードで開始し、第２にスリー
プモードに遷移し、第３に動作モードへ遷移する。しかしながら、他の態様では、複数の
回路セグメントは、３つのモードのうちのいずれか１つから、３つのモードのうちの任意
の他の１つに遷移することができる。例えば、複数の回路セグメントは、スタンバイモー
ドから動作モードに直接遷移することができる。個々の回路セグメントは、機械実行可能
命令のプロセッサ１３０２による実行に基づいて、電圧制御回路１４０８によって特定の
状態に置かれ得る。これらの状態は、非通電状態、低エネルギー状態及び通電状態を含む
。非通電状態はスリープモードに対応し、低エネルギー状態はスタンバイモードに対応し
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、通電状態は動作モードに対応する。低エネルギー状態への遷移は、例えば、ポテンショ
メータの使用によって実現することができる。
【０２４４】
　一態様では、複数の回路セグメント１４０２、１４１４、１４１６、１４２０、１４２
４、１４２８、１４３４、１４４０は、通電シーケンスに従ってスリープモード又はスタ
ンバイモードから動作モードに遷移することができる。複数の回路セグメントはまた、非
通電シーケンスに従って動作モードからスタンバイモード又はスリープモードに遷移する
ことができる。通電シーケンス及び非通電シーケンスは異なっていてもよい。いくつかの
態様では、複数の回路セグメントの回路セグメントのサブセットのみに通電することを含
む。いくつかの態様では、複数の回路セグメントの回路セグメントのサブセットのみに非
通電することを含む。
【０２４５】
　図６３におけるシステム図１４００に戻って参照すると、セグメント化回路１４０１は
、遷移回路セグメント１４０２、プロセッサ回路セグメント１４１４、ハンドル回路セグ
メント１４１６、通信回路セグメント１４２０、ディスプレイ回路セグメント１４２４、
モータ制御回路セグメント１４２８、エネルギー処理回路セグメント１４３４及びシャフ
ト回路セグメント１４４０を含む、複数の回路セグメントを備える。遷移回路セグメント
は、ウェイクアップ回路１４０４、ブースト電流回路１４０６、電圧制御回路１４０８、
安全コントローラ１４１０及びＰＯＳＴコントローラ１４１２を備える。遷移回路セグメ
ント１４０２は、非通電及び通電シーケンス、安全検出プロトコル並びにＰＯＳＴを実装
するように構成される。
【０２４６】
　いくつかの態様では、ウェイクアップ回路１４０４は、加速度計ボタンセンサ１４０５
を含む。態様では、遷移回路セグメント１４０２は、通電状態にあるように構成されるが
、セグメント化回路１４０１の複数の回路セグメントの他の回路セグメントは、低エネル
ギー状態、非通電状態又は通電状態にあるように構成される。加速度計ボタンセンサ１４
０５は、図１～図６１に関して本明細書に記載される外科用器具１００、４８０、５００
、６００、１１００、１１５０、１２００のうちのいずれか１つの移動又は加速を監視す
ることができる。例えば、移動は、外科用器具の配向又は回転の変化であり得る。外科用
器具は、例えば、外科用器具のユーザによって、３次元ユークリッド空間に対して任意の
方向に移動することができる。加速度計ボタンセンサ１４０５が移動又は加速を感知する
と、加速度計ボタンセンサ１４０５は、電圧制御回路１４０８に信号を送り、電圧制御回
路１４０８がプロセッサ回路セグメント１４１４に電圧を印加して、プロセッサ１３０２
及び揮発性メモリ１３０４を通電状態に遷移させる。態様では、プロセッサ１３０２及び
揮発性メモリ１３０４は、電圧制御回路１４０９がプロセッサ１３０２及び揮発性メモリ
１３０４に電圧を印加する前に、通電状態にある。動作モードでは、プロセッサ１３０２
は、通電シーケンス又は非通電シーケンスを開始することができる。様々な態様では、加
速度計ボタンセンサ１４０５はまた、プロセッサ１３０２に信号を送り、プロセッサ１３
０２に通電シーケンス又は非通電シーケンスを開始させることができる。いくつかの態様
では、プロセッサ１３０２は、個々の回路セグメントの大部分が低エネルギー状態又は非
通電状態にあるときに、通電シーケンスを開始する。他の態様では、プロセッサ１３０２
は、個々の回路セグメントの大部分が通電状態にあるときに、非通電シーケンスを開始す
る。
【０２４７】
　追加として又は代替として、加速度計ボタンセンサ１４０５は、外科用器具の所定の近
傍内の外部移動を感知することができる。例えば、加速度計ボタンセンサ１４０５は、所
定の近傍内でユーザの手を動かすことにより、図１～図６１に関して本明細書に記載され
る外科用器具１００、４８０、５００、６００、１１００、１１５０、１２００のうちの
いずれかをユーザに感知させることができる。加速度計ボタンセンサ１４０５が、この外
部移動を感知すると、加速度計ボタンセンサ１４０５は、前述のように、電圧制御回路１
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４０８に信号を送り、かつプロセッサ１３０２に信号を送ることができる。送られた信号
を受信した後、プロセッサ１３０２は、通電シーケンス又は非通電シーケンスを開始して
、１つ又は２つ以上の回路セグメントを３つのモード間で遷移させることができる。態様
では、電圧制御回路１４０８に送られた信号は、プロセッサ１３０２が動作モードにある
ことを検証するために送られる。いくつかの態様では、加速度計ボタンセンサ１４０５は
、外科用器具が落下したときを感知し、感知された落下に基づいてプロセッサ１３０２に
信号を送ることができる。例えば、信号は、個々の回路セグメントの動作におけるエラー
を示すことができる。１つ又は２つ以上のセンサ１３０６は、影響された個々の回路セグ
メントの損傷又は誤動作を感知することができる。感知された損傷又は誤動作に基づいて
、ＰＯＳＴコントローラ１４１２は、対応する個々の回路セグメントのＰＯＳＴを実施す
ることができる。
【０２４８】
　通電シーケンス又は非通電シーケンスは、加速度計ボタンセンサ１４０５に基づいて定
義されてもよい。例えば、加速度計ボタンセンサ１４０５は、複数の回路セグメントの特
定の回路セグメントの選択を示す、特定の運動又は運動のシーケンスを感知することがで
きる。感知された運動又は一連の感知された運動に基づいて、加速度計ボタンセンサ１４
０５は、プロセッサ１３０２が通電状態にあるときに、複数の回路セグメントのうちの１
つ又は２つ以上の回路セグメントの指示を含む信号を、プロセッサ１３０２に送信するこ
とができる。この信号に基づいて、プロセッサ１３０２は、選択された１つ又は２つ以上
の回路セグメントを含む通電シーケンスを決定する。追加として又は代替として、図１～
図６１に関して本明細書に記載される外科用器具１００、４８０、５００、６００、１１
００、１１５０、１２００のうちのいずれか１つのユーザは、多くの回路セグメント及び
その順序を選択して、外科用器具のグラフィックユーザインターフェース（graphical us
er interface、ＧＵＩ）との相互作用に基づいて、通電シーケンス又は非通電シーケンス
を定義することができる。
【０２４９】
　様々な態様では、加速度計ボタンセンサ１４０５は、図１～図６１に関して本明細書に
記載される外科用器具１００、４８０、５００、６００、１１００、１１５０、１２００
のうちのいずれか１つの移動、又は所定の閾値を上回る所定の近傍内の外部移動を検出し
たときにのみ、電圧制御回路１４０８に信号を送り、かつプロセッサ１３０２に信号を送
ることができる。例えば、移動が５秒以上感知された場合、又は外科用器具が５インチ以
上移動された場合にのみ、信号を送ることができる。他の態様では、加速度計ボタンセン
サ１４０５は、加速度計ボタンセンサ１４０５が、外科用器具の振動移動を検出したとき
にのみ、電圧制御回路１４０８に信号を送り、かつプロセッサ１３０２に信号を送ること
ができる。所定の閾値は、外科用器具の回路セグメントの不用意な遷移を低減する。前述
のように、遷移は、通電シーケンスに従う動作モードへの遷移、非通電シーケンスに従う
低エネルギーモードへの遷移又は非通電シーケンスに従うスリープモードへの遷移を含む
ことができる。いくつかの態様では、外科用器具は、外科用器具のユーザによって作動さ
れ得るアクチュエータを備える。この作動は、加速度計ボタンセンサ１４０５によって感
知される。アクチュエータは、スライダ、トグルスイッチ、又は瞬間接触スイッチであっ
てもよい。感知された作動に基づいて、加速度計ボタンセンサ１４０５は、電圧制御回路
１４０８に信号を送り、かつプロセッサ１３０２に信号を送ることができる。
【０２５０】
　ブースト電流回路１４０６は、電池１３１０に連結されている。ブースト電流回路１４
０６は、リレーやトランジスタなどの電流増幅器であり、個々の回路セグメントの電流の
大きさを増幅するように構成されている。電流の初期の大きさは、電池１３１０によって
セグメント化回路１４０１に提供される電源電圧に対応する。好適なリレーは、ソレノイ
ドを含む。好適なトランジスタは、電界効果トランジスタ（ＦＥＴ）、ＭＯＳＦＥＴ及び
バイポーラ接合トランジスタ（bipolar junction transistor、ＢＪＴ）を含む。ブース
ト電流回路１４０６は、図１～図６１に関して記載される外科用器具１００、４８０、５
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００、６００、１１００、１１５０、１２００のうちのいずれか１つの銅さ中により多く
の電流ドローを必要とする、個々の回路セグメント又は回路に対応する電流の大きさ増幅
させることができる。例えば、モータ制御回路セグメント１４２８に対する電流の増加は
、外科用器具のモータがより多くの入力電力を必要とするときに提供され得る。個々の回
路セグメントに提供される電流の増加は、別の回路セグメント又は回路セグメントの対応
する電流の減少を引き起こすことができる。追加として又は代替として、電流の増加は、
電池１３１０と共に動作する追加の電圧源によって提供される電圧に対応することができ
る。
【０２５１】
　電圧制御回路１４０８は、電池１３１０に連結されている。電圧制御回路１４０８は、
複数の回路セグメントに電圧を提供するか、又はそれらから電圧を除去するように構成さ
れる。電圧制御回路１４０８はまた、セグメント化回路１４０１の複数の回路セグメント
に提供される電圧を増加又は低減するように構成される。様々な態様では、電圧制御回路
１４０８は、入力を選択するマルチプレクサ（ＭＵＸ）などの組み合わせ論理回路、複数
の電子スイッチ及び複数の電圧変換器を備える。複数の電子スイッチの電子スイッチは、
開放構成と閉鎖構成との間で切り換えて、個々の回路セグメントを電池１３１０に接続す
るか、又は接続を切るように構成されてもよい。複数の電子スイッチは、トランジスタな
どの固体装置、又は中でも特に、無線スイッチ、超音波スイッチ、加速度計、慣性センサ
などの他のタイプのスイッチをであってもよい。組み合わせ論理回路は、開放構成に切り
換えて、対応する回路セグメントへの電圧の印加を可能にするために、個々の電子スイッ
チを選択するように構成されている。組み合わせ論理回路はまた、閉鎖構成に切り換えて
、対応する回路セグメントからの電圧の除去を可能にするために、個々の電子スイッチを
選択するように構成されている。複数の個々の電子スイッチを選択することにより、組み
合わせ論理回路は、非通電シーケンス又は通電シーケンスを実装することができる。複数
の電圧変換器は、複数の回路セグメントに昇圧電圧又は降圧電圧を提供することができる
。電圧制御回路１４０８はまた、図６２に示すように、マイクロプロセッサ及びメモリ装
置を含んでもよい。
【０２５２】
　安全コントローラ１４１０は、回路セグメントの安全チェックを実施するように構成さ
れている。いくつかの態様では、安全コントローラ１４１０は、１つ又は２つ以上の個々
の回路セグメントが動作モードにあるとき、安全チェックを実施する。安全チェックは、
回路セグメントの機能又は動作に任意のエラー又は欠陥があるかどうかを決定するために
実施されてもよい。安全コントローラ１４１０は、複数の回路セグメントのうちの１つ又
は２つ以上のパラメータを監視してもよい。安全コントローラ１４１０は、１つ又は２つ
以上のパラメータを既定のパラメータと比較することによって、複数の回路セグメントの
同一性及び動作を検証することができる。例えば、ＲＦエネルギーモダリティが選択され
ると、安全コントローラ１４１０は、シャフトの関節接合パラメータが既定の関節接合パ
ラメータに一致していることを検証し、図１～図６１に関して記載される外科用器具１０
０、４８０、５００、６００、１１００、１１５０、１２００のうちのいずれか１つのＲ
Ｆエネルギーモダリティの動作を検証することができる。いくつかの態様では、安全コン
トローラ１４１０は、センサ１３０６によって、故障を検出するために外科用器具の１つ
又は２つ以上の特性の間の所定の関係を監視してもよい。１つ又は２つ以上の特性が所定
の関係に不一致であるときに、障害が生じ得る。安全コントローラ１４１０が、障害が存
在するか、エラーが存在するか又は複数の回路セグメントの一部の動作が検証されなかっ
たと判断したとき、安全コントローラ１４１０は、その故障、エラー又は検証失敗が発生
した特定の回路セグメントの動作を防止するか又は無効にする。
【０２５３】
　ＰＯＳＴコントローラ１４１２は、複数の回路セグメントの適正動作を検証するための
ＰＯＳＴを実施する。いくつかの態様では、ＰＯＳＴは、個々の回路セグメントに電圧を
印加して個々の回路セグメントをスタンバイモード又はスリープモードから動作モードに
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遷移させる電圧制御回路１４０８の前に、複数の回路セグメントの個々の回路セグメント
に対して実施される。個々の回路セグメントがＰＯＳＴを通過しない場合、特定の回路セ
グメントは、スタンバイモード又はスリープモードから動作モードに遷移しない。ハンド
ル回路セグメント１４１６のＰＯＳＴは、例えば、ハンドル制御センサ１４１８が、図１
～図６１に関して記載される外科用器具１００、４８０、５００、６００、１１００、１
１５０、１２００のうちのいずれか１つのハンドル制御の作動を感知するかどうかを試験
することを含み得る。いくつかの態様では、ＰＯＳＴコントローラ１４１２は、加速度計
ボタンセンサ１４０５に信号を送り、個々の回路セグメントの動作をポストの一部として
検証することができる。例えば、信号を受信した後、加速度計ボタンセンサ１４０５は、
外科用器具のユーザに、外科用器具を複数の検証位置に移動させて、外科用器具の動作を
確認するように促すことができる。加速度計ボタンセンサ１４０５はまた、ＰＯＳＴの一
部としての回路セグメントの出力又は回路セグメントの回路を監視してもよい。例えば、
加速度計ボタンセンサ１４０５は、モータ１４３２によって生成された増分モータパルス
を感知して、動作を検証することができる。モータ制御回路１４３０のモータコントロー
ラを使用して、モータ１４３２を制御して増分モータパルスを生成することができる。
【０２５４】
　様々な態様では、図１～図６１に関して記載される外科用器具１００、４８０、５００
、６００、１１００、１１５０、１２００のうちのいずれか１つは、使用され得る追加の
加速度計ボタンセンサを備えてもよい。ＰＯＳＴコントローラ１４１２はまた、電圧制御
回路１４０８のメモリ装置に記憶されている制御プログラムを実行してもよい。制御プロ
グラムは、ＰＯＳＴコントローラ１４１２に、複数の回路セグメントから一致する暗号化
パラメータを要求する信号を送信させることができる。個々の回路セグメントから一致し
た暗号化パラメータを受信することの失敗は、対応する回路セグメントが破損又は誤動作
していることをＰＯＳＴコントローラ１４１２に示す。いくつかの態様では、ＰＯＳＴコ
ントローラ１４１２が、プロセッサ１３０２が破損又は誤動作しているというＰＯＳＴに
基づいて判断する場合、ＰＯＳＴコントローラ１４１２は、１つ又は２つ以上の二次プロ
セッサに信号を送り、１つ又は２つ以上の二次プロセッサに、プロセッサ１３０２が実施
することができない重要な機能を実施させることができる。いくつかの態様では、ＰＯＳ
Ｔコントローラ１４１２が、１つ又は２つ以上の回路セグメントが適切に動作していない
というＰＯＳＴに基づいて判断する場合、ＰＯＳＴコントローラ１４１２は、ＰＯＳＴに
失敗したか、又は適切に動作していない回路セグメントをロックアウトしながら、適切に
動作する回路セグメントの低減した性能モードを開始することができる。ロックアウトし
た回路セグメントは、スタンバイモード又はスリープモードの回路セグメントと同様に機
能することができる。
【０２５５】
　プロセッサ回路セグメント１４１４は、図６２を参照して記載されるプロセッサ１３０
２及び揮発性メモリ１３０４を備えている。このプロセッサ１３０２は、通電又は非通電
シーケンスを開始するよう構成されている。通電シーケンスを開始するために、プロセッ
サ１３０２は、電圧制御回路１４０８に通電信号を送信して、電圧制御回路１４０８に、
通電シーケンスに従って複数の回路セグメント又は複数の回路セグメントのサブセットに
電圧を印加させる。非通電シーケンスを開始するために、プロセッサ１３０２は、電圧制
御回路１４０８に非通電信号を送信して、電圧制御回路１４０８に、非通電シーケンスに
従って複数の回路セグメント又は複数の回路セグメントのサブセットから電圧を除去させ
る。
【０２５６】
　ハンドル回路セグメント１４１６は、ハンドル制御センサ１４１８を備える。ハンドル
制御センサ１４１８は、図１～図６１に関して本明細書に記載される外科用器具１００、
４８０、５００、６００、１１００、１１５０、１２００のうちのいずれか１つの１つ又
は２つ以上のハンドル制御の作動を感知することができる。様々な態様では、１つ又は２
つ以上のハンドル制御は、クランプ制御、解除ボタン、関節接合スイッチ、エネルギー起
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動ボタン、及び／又は任意の他の適切なハンドル制御を含む。ユーザは、エネルギー起動
ボタンを起動して、ＲＦエネルギーモード、超音波エネルギーモード、又はＲＦエネルギ
ーモード及び超音波エネルギーモードの組み合わせを選択することができる。ハンドル制
御センサ１４１８はまた、外科用器具へのモジュールハンドルの取設を容易にすることが
できる。例えば、ハンドル制御センサ１４１８は、外科用器具へのモジュールハンドルの
適正な取設を感知して、外科用器具のユーザに感知した取設を示すことができる。ＬＣＤ
ディスプレイ１４２６は、感知された取設のグラフィック表示を提供することができる。
いくつかの態様では、ハンドル制御センサ１４１８は、１つ又は２つ以上のハンドル制御
の作動を感知する。感知された作動に基づいて、プロセッサ１３０２は、通電シーケンス
又は非通電シーケンスのいずれかを開始することができる。
【０２５７】
　通信回路セグメント１４２０は、通信回路１４２２を備えている。通信回路１４２２は
、複数の回路セグメントの個々の回路セグメント間の信号通信を容易にするための通信イ
ンターフェースを含む。いくつかの態様では、通信回路１４２２は、電気的に通信するた
めに、図１～図６１に関して本明細書に記載される外科用器具１００、４８０、５００、
６００、１１００、１１５０、１２００のうちのいずれか１つのモジュール構成要素のた
めの経路を提供する。例えば、モジュールシャフト及びモジュール変換器は、外科用器具
のハンドルに一緒に取設されたとき、通信回路１４２２を介して制御プログラムをハンド
ルにアップロードすることができる。
【０２５８】
　ディスプレイ回路セグメント１４２４は、ＬＣＤディスプレイ１４２６を備えている。
ＬＣＤディスプレイ１４２６は、液晶ディスプレイスクリーン、ＬＥＤインジケータなど
を備えることができる。いくつかの態様では、ＬＣＤディスプレイ１４２６は、有機発光
ダイオード（organic light-emitting diode、ＯＬＥＤ）スクリーンである。ディスプレ
イ２２６は、図１～図６１に関して本明細書に記載される外科用器具１００、４８０、５
００、６００、１１００、１１５０、１２００のうちのいずれか１つに配置され得るか、
埋め込まれ得るか、又は遠隔に位置し得る。例えば、ディスプレイ２２６は、外科用器具
のハンドル上に配置され得る。ディスプレイ２２６は、ユーザに感覚フィードバックを提
供するように構成される。様々な態様では、ＬＣＤディスプレイ１４２６は、バックライ
トを更に備える。いくつかの態様では、外科用器具はまた、スピーカ又はブザーなどの可
聴フィードバック装置と、触覚アクチュエータなどの触覚フィードバック装置とを備える
ことができる。
【０２５９】
　モータ制御回路セグメント１４２８は、モータ１４３２に連結されたモータ制御回路１
４３０を備える。モータ１４３２は、ドライバ及びＦＥＴなどのトランジスタによってプ
ロセッサ１３０２に連結されている。様々な態様では、モータ制御回路１４３０は、プロ
セッサ１３０２と信号通信するモータ電流センサを含み、プロセッサ１３０２へのモータ
の電流ドローの測定を示す信号を提供する。プロセッサは、ディスプレイ２２６に信号を
送信する。ディスプレイ２２６は、この信号を受信し、モータ１４３２の電流ドローの測
定値を表示する。プロセッサ１３０２は、信号を使用して、例えば、モータ１４３２の電
流ドローが許容範囲内に存在することを監視し、電流ドローを複数の回路セグメントの１
つ又は２つ以上のパラメータと比較し、患者処置部位の１つ又は２つ以上のパラメータを
決定することができる。様々な態様では、モータ制御回路１４３０は、モータの動作を制
御するモータコントローラを備える。例えば、モータ制御回路１４３０は、例えばモータ
１４３２の速度、トルク及び加速度を調整することによって、様々なモータパラメータを
制御する。この調整は、モータ電流センサにより測定されたモータ１４３２を通る電流に
基づいて行われる。
【０２６０】
　様々な態様では、モータ制御回路１４３０は、モータ１４３２によって生成される力及
びトルクを測定する力センサを備える。モータ１４３２は、図１～図６１に関して本明細
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書に記載される外科用器具１００、４８０、５００、６００、１１００、１１５０、１２
００のうちのいずれか１つの機構を作動させるように構成される。例えば、モータ１４３
２は、クランプ、回転及び関節接合の機能性を実現するために、外科用器具のシャフトの
作動を制御するように構成される。例えば、モータ１４３２は、外科用器具のジョーとの
クランプ運動を実現するためにシャフトを作動させることができる。モータコントローラ
は、ジョーによってクランプされた材料が、組織又は金属であるかどうかを決定すること
ができる。モータコントローラはまた、ジョーが材料をクランプする程度を決定してもよ
い。例えば、モータコントローラは、感知されたモータ電流又はモータ電圧の誘導体に基
づいて、ジョーの開閉の程度を決定することができる。いくつかの態様では、モータ１４
３２は、変換器を作動させて、変換器がハンドルにトルクを印加するようにするか、又は
外科用器具の関節接合を制御するように構成される。モータ電流センサは、モータコント
ローラと相互作用して、モータ電流制限を設定することができる。電流が既定の閾値制限
を満たす場合、モータコントローラは、モータ制御動作の対応する変更を開始する。例え
ば、モータ電流制限を超えると、モータコントローラにモータの電流ドローを低減させる
。
【０２６１】
　エネルギー処置回路セグメント１４３４は、ＲＦ増幅器及び安全回路１４３６と、超音
波信号発生器回路１４３８とを含み、図１～図６１に関して記載される外科用器具１００
、４８０、５００、６００、１１００、１１５０、１２００のうちのいずれか１つのエネ
ルギーモジュール機能を実装する。様々な態様では、ＲＦ増幅器及び安全回路１４３６は
、ＲＦ信号を生成することによって外科用器具のＲＦモダリティを制御するように構成さ
れる。超音波信号発生器回路１４３８は、超音波信号を生成することによって超音波エネ
ルギーモダリティを制御するように構成される。ＲＦ増幅器及び安全回路１４３６並びに
超音波信号発生器回路１４３８は、組み合わせＲＦ及び超音波エネルギーモダリティの制
御と共に動作することができる。
【０２６２】
　シャフト回路セグメント１４４０は、シャフトモジュールコントローラ１４４２、モジ
ュール制御アクチュエータ１４４４、１つ又は２つ以上のエンドエフェクタセンサ１４４
６及び不揮発性メモリ１４４８を備える。シャフトモジュールコントローラ１４４２は、
プロセッサ１３０２によって実行される制御プログラムを含む複数のシャフトモジュール
を制御するように構成される。複数のシャフトモジュールは、超音波、組み合わせ超音波
及びＲＦ、ＲＦ　Ｉ－ブレード並びにＲＦ対向可能なジョーなどのシャフトモダリティを
実装する。シャフトモジュールコントローラ１４４２は、プロセッサ１３０２を実行する
ための対応するシャフトモジュールを選択することによって、シャフトモダリティを選択
することができる。モジュール制御アクチュエータ１４４４は、選択されたシャフトモダ
リティに従ってシャフトを作動させるように構成される。作動が開始された後、シャフト
は、選択されたシャフトモダリティ及び選択されたエンドエフェクタモダリティに固有の
１つ又は２つ以上のパラメータ、ルーチン又はプログラムに従ってエンドエフェクタを関
節接合する。エンドエフェクタに位置する１つ又は２つ以上のエンドエフェクタセンサ１
４４６は、力センサ、温度センサ、電流センサ又は運動センサを含むことができる。１つ
又は２つ以上のエンドエフェクタセンサ１４４６は、エンドエフェクタによって実装され
たエネルギーモダリティに基づいて、エンドエフェクタの１つ又は２つ以上の動作に関す
るデータを送信する。様々な態様では、エネルギーモデルは、超音波エネルギーモダリテ
ィ、ＲＦエネルギーモダリティ又は超音波エネルギーモダリティ及びＲＦエネルギーモダ
リティとの組み合わせを含む。不揮発性メモリ１４４８は、シャフト制御プログラムを記
憶する。制御プログラムは、シャフトに固有の１つ又は２つ以上のパラメータ、ルーチン
又はプログラムを含む。様々な態様では、不揮発性メモリ１４４８は、ＲＯＭ、ＥＰＲＯ
Ｍ、ＥＥＰＲＯＭ、又はフラッシュメモリであってもよい。不揮発性メモリ１４４８は、
図１～図６１に関して本明細書に記載される外科用器具１００、４８０、５００、６００
、１１００、１１５０、１２００のうちのいずれか１つの選択されたシャフトに対応する
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シャフトモジュールを記憶する。シャフトモジュールは、動作中に使用される外科用器具
シャフトに応じて、シャフトモジュールコントローラ１４４２によって不揮発性メモリ１
４４８内で変更又はアップグレードされてもよい。
【０２６３】
　図６４は、本明細書に記載される特徴部のうちの多くを含むか又は実装することができ
る、図１～図６１に関して本明細書に記載される外科用器具１００、４８０、５００、６
００、１１００、１１５０、１２００のうちのいずれか１つと共に使用するためのフィー
ドバックシステムを含む、外科用器具１５００の一態様の図を示す。例えば、一態様では
、外科用器具１５００は、外科用器具１００、４８０、５００、６００、１１００、１１
５０、１２００のうちのいずれか１つに類似し得るか又は代表的であってもよい。外科用
器具１５００は、発生器１５０２を含むことができる。外科用器具１５００はまた、臨床
医がトリガ１５１０を動作させるときに起動され得る、エンドエフェクタ１５０６を含み
得る。様々な態様では、エンドエフェクタ１５０６は、超音波振動を送達して、生体組織
に対して外科的凝固／切断処置を行うための超音波ブレードを含むことができる。他の態
様では、エンドエフェクタ１５０６は、生体組織に対して外科的凝固又は焼灼処置を行う
ために電気外科用高周波電流エネルギー源に連結された導電性素子、及び生体組織に対し
て切断処置を行うための鋭利な端部を有する機械的ナイフ又は超音波ブレードのいずれか
を含み得る。トリガ１５１０が作動されると、力センサ１５１２は、トリガ１５１０に加
えられる力の量を示す信号を生成してもよい。力センサ１５１２に加えて、又はその代わ
りに、外科用器具１５００は、トリガ１５１０の位置（例えば、どれだけ遠くでトリガが
押下されたか、又は他の方法で作動されたか）を示す信号を生成し得る、位置センサ１５
１３を含むことができる。一態様では、位置センサ１５１３は、上記の外管状シースと共
に位置決めされたセンサ、又は上記の外管状シース内に位置する往復運動管状作動部材で
あってもよい。一態様では、センサは、磁場に応答してその出力電圧を変化させるホール
効果センサ又は任意の適切な変換器であってもよい。ホール効果センサは、近接スイッチ
ング、位置決め、速度検出及び電流感知用途に使用することができる。一態様では、ホー
ル効果センサは、アナログ変換器として動作し、電圧を直接戻す。既知の磁界により、ホ
ールプレートからの距離を決定することができる。
【０２６４】
　制御回路１５０８は、センサ１５１２及び／又は１５１３からの信号を受信することが
できる。制御回路１５０８は、任意の好適なアナログ又はデジタル回路構成要素を含み得
る。制御回路１５０８はまた、発生器１５０２及び／又は変換器１５０４と通信して、エ
ンドエフェクタ１５０６に送達される電力、及び／又はトリガ１５１０により加えられる
力に基づいてエンドエフェクタ１５０６の発生器レベル若しくは超音波ブレード振幅、及
び／又はトリガ１５１０の位置、及び／又は上記の外管状シース５６内に位置する往復運
動管状作動部材５８に対する上記の外管状シースの位置（例えば、ホール効果センサ及び
磁石の組み合わせによって測定される）を変調することができる。例えば、より多くの力
がトリガ１５１０に加えられると、より多くの電力及び／又はより高い超音波ブレード振
幅がエンドエフェクタ１５０６に送達され得る。様々な態様によれば、力センサ１５１２
は、マルチポジションスイッチによって交換されてもよい。
【０２６５】
　様々な態様によれば、エンドエフェクタ１５０６は、例えば、図１～図５に対して上記
のものなどのクランプ又はクランプ機構を含むことができる。トリガ１５１０が最初に作
動されると、クランプ機構は閉じて、クランプアームとエンドエフェクタ１５０６との間
に組織をクランプすることができる。トリガに加えられる力が増加すると（例えば、力セ
ンサ１５１２によって感知される）、制御回路１５０８は、変換器１５０４によってエン
ドエフェクタ１５０６に送達される電力及び／又はエンドエフェクタ１５０６においても
たらされる発生器レベル若しくは超音波ブレード振幅を増大させることができる。一態様
では、位置センサ１５１３によって感知されるトリガ位置、又は位置センサ１５１３によ
って（例えば、ホール効果センサを用いて）感知されるクランプ若しくはクランプアーム
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位置は、制御回路１５０８によって使用されて、エンドエフェクタ１５０６の電力及び／
又は振幅を設定することができる。例えば、トリガが完全に作動された位置に向かって更
に移動されるか、又はクランプ若しくはクランプアームが超音波ブレード（又はエンドエ
フェクタ１５０６）に向かって更に移動すると、エンドエフェクタ１５０６の電力及び／
又は振幅を増大させることができる。
【０２６６】
　様々な態様によれば、外科用器具１５００はまた、エンドエフェクタ１５０６に送達さ
れる電力の量を示すために、１つ又は２つ以上のフィードバック装置を含むことができる
。例えば、スピーカ１５１４は、エンドエフェクタの電力を示す信号を発することができ
る。様々な態様によれば、スピーカ１５１４は、一連のパルス音を発することができ、そ
の音の周波数は、電力を示す。スピーカ１５１４に加えて、又はその代わりに、外科用器
具１５００は、視覚ディスプレイ１５１６を含むことができる。視覚ディスプレイ１５１
６は、任意の好適な方法に従ってエンドエフェクタ電力を示し得る。例えば、視覚ディス
プレイ１５１６は、一連のＬＥＤを含んでもよく、エンドエフェクタ電力は、照明された
ＬＥＤの数によって示される。スピーカ１５１４及び／又は視覚ディスプレイ１５１６は
、制御回路１５０８によって駆動されてもよい。様々な態様によれば、外科用器具１５０
０は、トリガ１５１０に接続されたラチェット装置（図示せず）を含むことができる。よ
り多くの力がトリガ１５１０に加えられると、このラチェット装置は可聴音を生成するこ
とができ、エンドエフェクタ電力の間接的指示を提供する。外科用器具１５００は、安全
性を高めることができる他の特徴部を含むことができる。例えば、制御回路１５０８は、
所定の閾値を超えてエンドエフェクタ１５０６に電力が送達されることを防止するように
構成されてもよい。また、制御回路１５０８は、エンドエフェクタ電力の変化が（例えば
、スピーカ１５１４又は視覚ディスプレイ１５１６によって）指示された時刻と、エンド
エフェクタ電力の変化が送達された時刻との間に遅延を設けることができる。このように
して、臨床医は、エンドエフェクタ１５０６に送達される超音波電力のレベルが変化しそ
うであるという十分な警告を有することができる。
【０２６７】
　一態様では、図１～図６１に関して記載される外科用器具１００、４８０、５００、６
００、１１００、１１５０、１２００のうちのいずれか１つの超音波又は高周波電流発生
器は、所望の、ルックアップテーブルに記憶された所定の数の位相点を使用して波形をデ
ジタル化するように、電気信号波形をデジタル的に生成するように構成されてもよい。メ
モリ、フィールドプログラマブルゲートアレイ（field programmble gate array、ＦＰＧ
Ａ）、又は任意の好適な不揮発性メモリで定義されたテーブル内に、位相点を記憶させて
もよい。図６５は、電気信号波形のための複数の波形を発生させるように構成された、直
接デジタル合成（ＤＤＳ）回路１６００などのデジタル合成回路のための、基本的アーキ
テクチャの一態様を示す。発生器ソフトウェア及びデジタル制御は、ＦＰＧＡに指示を出
して、ルックアップテーブル１６０４内のアドレスを走査することができ、それは次いで
、電力増幅器に給電するＤＡＣ回路１６０８へと変化するデジタル入力値を提供する。ア
ドレスは、目的の周波数に従って走査されてもよい。そのようなルックアップテーブル１
６０４を使用することは、組織内、又は変換器、ＲＦ電極、複数の変換器内へ同時に、複
数のＲＦ電極内へ同時に、又はＲＦ及び超音波器具の組み合わせ内へと供給され得る、様
々なタイプの波形を発生させることを可能にする。更に、複数の波形を表す複数のルック
アップテーブル１６０４を作成し、記憶し、発生器から組織に適用することができる。
【０２６８】
　波形信号は、超音波変換器及び／若しくはＲＦ電極、又はそれらの複数（例えば、２つ
又はそれ以上の超音波変換器及び／又は２つ又はそれ以上のＲＦ電極）の出力電流、出力
電圧、又は出力電力のうち、少なくとも１つを制御するように構成されてもよい。なお、
外科用器具が超音波構成要素を備える場合、波形信号は、少なくとも１つの外科用器具の
超音波変換器の少なくとも２つの振動モードを駆動させるように構成されてもよい。した
がって、発生器は、波形信号を少なくとも１つの外科用器具へと提供するように構成され
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てもよく、信号は、テーブル内の複数の波形の少なくとも１つの波形に応答する。なお、
２つの外科用器具に提供される波形信号は、２つ又はそれ以上の波形を含んでもよい。テ
ーブルは複数の波形に関係した情報を含んでもよく、またテーブルは発生器内に格納され
てもよい。一態様又は一実施例では、テーブルは、直接デジタル合成テーブルであっても
よく、発生器のＦＰＧＡ内に格納されてもよい。テーブルは、いずれにしても、波形をカ
テゴリー化するのに便利であることより、アドレス指定されてもよい。一態様によれば、
直接デジタル合成テーブルであり得るテーブルは、波形信号の周波数に従ってアドレス指
定される。更に、複数の波形に関係した情報は、デジタル情報としてテーブル内に記憶さ
れてもよい。
【０２６９】
　アナログ電気信号波形は、超音波変換器及び／若しくはＲＦ電極、又はそれらの複数（
例えば、２つ又はそれ以上の超音波変換器及び／又は２つ又はそれ以上のＲＦ電極）の出
力電流、出力電圧、又は出力電力のうち、少なくとも１つを制御するように構成されても
よい。なお、外科用器具が超音波構成要素を備える場合、アナログ電気信号波形は、少な
くとも１つの外科用器具の超音波変換器の少なくとも２つの振動モードを駆動させるよう
に構成されてもよい。したがって、発生器回路は、アナログ電気信号波形を少なくとも１
つの外科用器具へと提供するように構成されてもよく、アナログ電気信号波形は、ルック
アップテーブル１６０４内に記憶された複数の波形の少なくとも１つの波形に対応する。
なお、２つの外科用器具に提供されるアナログ電気信号波形は、２つ又はそれ以上の波形
を含んでもよい。ルックアップテーブル１６０４は、複数の波形に関連した情報を含んで
もよく、またルックアップテーブル１６０４は、発生器回路又は外科用器具内のいずれか
に記憶されてもよい。一態様又は一実施例では、ルックアップテーブル１６０４は、直接
デジタル合成テーブルであってもよく、発生器回路又は外科用器具のＦＰＧＡ内に記憶さ
れてもよい。ルックアップテーブル１６０４は、波形をカテゴリー化するために便利であ
る任意の方法によってアドレス指定されてもよい。一態様によれば、直接デジタル合成テ
ーブルであり得るルックアップテーブル１６０４は、所望のアナログ電気信号波形の周波
数に従ってアドレス指定される。更に、複数の波形に関連した情報は、デジタル情報とし
てルックアップテーブル１６０４内に記憶されてもよい。
【０２７０】
　計装システム及び通信システムにおけるデジタル技術の広範な使用を伴い、基準周波数
から複数の周波数を発生させるデジタル的制御法が発展し、また直接デジタル合成と呼ば
れている。基本アーキテクチャを図６５に示す。この簡略化したブロック図では、ＤＤＳ
回路は、発生器回路のプロセッサ、コントローラ又は論理回路に、及び図１～図６１に関
して本明細書に記載される外科用器具１００、４８０、５００、６００、１１００、１１
５０、１２００のうちのいずれか１つの発生器回路に位置するメモリ回路に連結される。
ＤＤＳ回路１６００は、アドレスカウンタ１６０２、ルックアップテーブル１６０４、レ
ジスタ１６０６、ＤＡＣ回路１６０８及びフィルタ１６１２を備える。安定クロックｆｃ

は、アドレスカウンタ１６０２により受信され、またレジスタ１６０６は、正弦波（又は
他の任意の波形）のサイクルの１つ又は２つ以上の整数を、ルックアップテーブル１６０
４内に記憶する、プログラマブル読出し専用メモリ（ＰＲＯＭ）を駆動する。アドレスカ
ウンタ１６０２が、メモリ位置を介して段階状となるため、ルックアップテーブル１６０
４内に記憶された値は、ＤＡＣ回路１６０８に連結されたレジスタ１６０６に書き込まれ
る。ルックアップテーブル１６０４のメモリ位置における信号の対応するデジタル振幅は
、アナログ出力信号１６１０を順次発生させるＤＡＣ回路１６０８を駆動する。アナログ
出力信号１６１０のスペクトル純度は、主としてＤＡＣ回路１６０８により決定される。
位相雑音は、基本的に基準クロックｆｃのものである。ＤＡＣ回路１６０８から出力され
る第１のアナログ出力信号１６１０は、フィルタ１６１２によりフィルタされ、またフィ
ルタ１６１２により出力される第２のアナログ出力信号１６１４は、発生器の出力に連結
された出力を有する増幅器へと提供される。第２のアナログ出力信号は、周波数ｆｏｕｔ

を有する。
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【０２７１】
　ＤＤＳ回路１６００はサンプリングされたデータシステムであるため、サンプリングに
伴う問題を考慮しなければならない（量子化雑音、エイリアシング、フィルタリング等）
。例えば、シンセサイザに基づいて、位相ロックループ（ＰＬＬ）の出力の高次高調波が
フィルタされ得るのに対して、ＤＡＣ回路１６０８の高次高調波は、周波数をナイキスト
帯域幅へと折り返し出力し、それらを非フィルタ性にする。ルックアップテーブル１６０
４は、整数のサイクルに関する信号データを含む。最終出力周波数ｆｏｕｔは、基準クロ
ック周波数ｆｃを変更することで、又はＰＲＯＭを再プログラミングすることによって変
更することができる。
【０２７２】
　ＤＤＳ回路１６００は、複数のルックアップテーブル１６０４を含んでもよく、ルック
アップテーブル１６０４は、所定のサンプル数により表される波形を記憶し、サンプルは
、所定の波形形状を画定する。したがって、独自の形状を有する複数の波形は、複数のル
ックアップテーブル１６０４内に記憶され、器具設定又は組織フィードバックに基づいて
異なる組織処置を提供することができる。波形の例としては、表面組織凝固のための高い
波高率のＲＦ電気信号波形、より深い組織貫通のための低い波高率のＲＦ電気信号波形、
及び効果的な修正凝固を促進する電気信号波形が挙げられる。一態様では、ＤＤＳ回路１
６００は、複数の波形ルックアップテーブル１６０４を作成することができ、また組織処
置手技の間（例えば、ユーザ入力又はセンサ入力に基づいた「オンザフライ」又は実質実
時間にて）、所望の組織効果及び／又は組織フィードバックに基づいて、別個のルックア
ップテーブル１６０４内に記憶された異なる波形の間で切り替えを行うことができる。し
たがって、波形との間の切り替えは、例えば、組織インピーダンス及びその他の要素に基
づくことができる。他の態様では、ルックアップテーブル１６０４は、組織内へと送達さ
れるサイクル当たりの電力を最大化するよう形成される電気信号波形（すなわち、台形波
又は方形波）を記憶することができる。他の態様では、ルックアップテーブル１６０４は
、ＲＦ及び超音波駆動信号を送達しながら、図１～図６１に関して本明細書に記載される
外科用器具１００、４８０、５００、６００、１１００、１１５０、１２００のうちのい
ずれか１つの多機能外科用器具によって、それらが最大電力送達を行うように同期した波
形を記憶することができる。更に他の態様では、ルックアップテーブル１６０４は、超音
波周波数ロックを維持しながら、電気信号波形を記憶して、超音波及びＲＦ治療用、並び
に／又は治療量以下のエネルギーを同時に駆動させることができる。異なる器具及びそれ
らの組織効果に特異的なカスタム波形は、発生器回路の不揮発性メモリ内、又は図１～図
６１に関して本明細書に記載される外科用器具１００、４８０、５００、６００、１１０
０、１１５０、１２００のうちのいずれか１つの不揮発性メモリ（例えば、ＥＥＰＲＯＭ
）内に記憶され得、また多機能外科用器具を発生器回路へと接続する際に取り込まれ得る
。多くの高波高率「凝固」波形に使用される場合の、指数関数的に減衰する正弦波形の例
を、図６７に示す。
【０２７３】
　ＤＤＳ回路１６００のよりフレキシブルで効果的な実装では、数値制御発振器（Numeri
cally Controlled Oscillator、ＮＣＯ）と呼ばれるデジタル回路を用いる。ＤＤＳ回路
１７００などの、よりフレキシブルで効果的なデジタル合成回路のブロック図を、図６６
に示す。この簡略化したブロック図では、ＤＤＳ回路１７００は、発生器のプロセッサ、
コントローラ、又は論理回路に、及び発生器又は図１～図６１に関して本明細書に記載さ
れる外科用器具１００、４８０、５００、６００、１１００、１１５０、１２００のうち
のいずれかに位置するメモリ回路に連結される。ＤＤＳ回路１７００は、負荷レジスタ１
７０２、並列デルタ位相レジスタ１７０４、加算器回路１７１６、位相レジスタ１７０８
、ルックアップテーブル１７１０（位相－振幅変換器）、ＤＡＣ回路１７１２、及びフィ
ルタ１７１４を備える。加算器回路１７１６及び位相レジスタ１７０８ａは、位相アキュ
ムレータ１７０６の一部を形成する。クロック信号ｆｃは、位相レジスタ１７０８及びＤ
ＡＣ回路１７１２に適用される。負荷レジスタ１７０２は、基準クロック周波数ｆｃの小
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２の出力は、チューニングワードＭと共に、並列デルタ位相レジスタ１７０４に提供され
る。
【０２７４】
　ＤＤＳ回路１７００は、クロック周波数ｆｃを発生させるサンプルクロック、位相アキ
ュムレータ１７０６、及びルックアップテーブル１７１０（例えば、位相－振幅変換器）
を含む。位相アキュムレータ１７０６の容量は、クロックサイクルｆｃ毎に一度更新され
る。位相アキュムレータ１７０６が更新されると、並列デルタ位相レジスタ１７０４内に
記憶されたデジタル数Ｍは、加算器回路１７１６により位相レジスタ１７０８内の数に加
算される。並列デルタ位相レジスタ１７０４内の数は、００．．．０１であること、また
位相アキュムレータ１７０６の初期の容量は、００．．．００であると想定する。位相ア
キュムレータ１７０６は、クロックサイクル毎に００．．．０１により更新される。位相
アキュムレータ１７０６が３２－ビット幅である場合、位相アキュムレータ１７０６が０
０．．．００へと戻るまでに２３２クロックサイクル（４０億を超える）が必要とされ、
サイクルが繰り返される。
【０２７５】
　位相アキュムレータ１７０６の短縮出力１７１８は、位相－振幅変換器のルックアップ
テーブル１７１０へと提供され、またルックアップテーブル１７１０の出力はＤＡＣ回路
１７１２へと連結されている。位相アキュムレータ１７０６の短縮出力１７１８は、正弦
（又は余弦）ルックアップテーブルへのアドレスとして役立つ。ルックアップテーブル内
のアドレスは、正弦波における０°～３６０°の位相点に対応する。ルックアップテーブ
ル１７１０は、１つの完全な余弦波のサイクルの、対応するデジタル振幅情報を含む。ル
ックアップテーブル１７１０は、したがって、位相アキュムレータ１７０６からデジタル
振幅ワードへと位相情報をマップし、ＤＡＣ回路１７１２を順次駆動させる。ＤＡＣ回路
の出力は、第１のアナログ信号１７２０であり、またフィルタ１７１４によりフィルタさ
れる。フィルタ１７１４の出力は、発生器回路の出力に連結された電力増幅器へと提供さ
れる、第２のアナログ信号１７２２である。
【０２７６】
　一態様では、デジタル化され得る波形が、２５６（２８）～２８１、４７４、９７６、
７１０、６５６（２４８）の範囲（表１に示すように、ｎは正の整数である）の任意の好
適な２ｎ位相点の数であるにもかかわらず、電気信号波形を１０２４（２１０）位相点へ
とデジタル化してもよい。電気信号波形はＡｎ（θｎ）として表されてもよく、点ｎにお
ける正規化された振幅Ａｎは位相角θｎにより表され、点ｎにおける位相点と呼ばれてい
る。個別の位相点ｎの数は、ＤＤＳ回路１７００（同様に、図６５に示すＤＤＳ回路１６
００）のチューニング分解能を決定する。
【０２７７】
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【表１】

【０２７８】
　発生器回路アルゴリズム及びデジタル制御回路は、ルックアップテーブル１７１０内の
アドレスを走査し、フィルタ１７１４及び電力増幅器に給電するＤＡＣ回路１７１２に、
変化するデジタル入力値を順次提供する。アドレスは、目的の周波数に従って走査されて
もよい。ルックアップテーブルを使用することで、ＤＡＣ回路１７１２によりアナログ出
力信号へと変換させることができ、フィルタ１７１４によりフィルタされ、発生器回路の
出力に連結した電力増幅器により増幅され、またＲＦエネルギーの形態で組織へと電力を
供給する又は超音波変換器へとエネルギーを供給し、かつ熱の形態でエネルギーを組織へ
と送達する超音波振動の形態で組織に適用される、様々な種類の形状を発生させることが
可能である。増幅器の出力は、例えば、単一のＲＦ電極、同時に複数のＲＦ電極、単一の
超音波変換器、同時に複数の超音波変換器又はＲＦ変換器及び超音波変換器の組み合わせ
に適用することができる。更に、複数の波形テーブルを作成し、記憶して、発生器回路か
ら組織に適用することができる。
【０２７９】
　図６５に戻って参照すると、ｎ＝３２及びＭ＝１の場合、位相アキュムレータ１７０６
は、それがオーバフロー及び再始動する前に、２３２の可能な出力を通して段階状になる
。対応する出力波周波数は、２３２で除算された入力クロック周波数に等しい。Ｍ＝２で
ある場合、次に、位相レジスタ１７０８は高速のままで２回「ロールオーバ」し、かつ出
力周波数が倍増する。これは、以下のように一般化され得る。
【０２８０】
　ｎ－ビットを蓄積するように構成された位相アキュムレータ１７０６に関しては（ｎは
、一般にほとんどのＤＤＳシステムで２４～３２の範囲であるが、前述したように、ｎは
広範囲の選択肢から選択され得る）、２ｎの可能な位相点が存在する。デルタ位相レジス
タにおけるデジタルワードＭは、位相アキュムレータがクロックサイクル毎に増分する量
を表す。ｆｃがクロック周波数である場合、次に、出力正弦波の周波数は、以下に等しい
。
【０２８１】

【数８】

【０２８２】
　等式１は、ＤＤＳ「同調式」として知られている。システムの周波数分解能は、
【０２８３】
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【数９】

　に等しいことに留意されたい。ｎ＝３２では、分解能は４０億分の１よりも高い。ＤＤ
Ｓ回路１７００の一態様では、例えば、位相アキュムレータ１７０６以外の全てのビット
がルックアップテーブル１７１０に伝えられるとは限らないが、切り捨てられ、最初の１
３～１５の最大有効ビット（ＭＳＢ）のみが残される。これはルックアップテーブル１７
１０のサイズを低減し、また周波数分解能に影響を及ぼさない。位相の切り捨ては、少量
だが許容できる位相雑音の量のみを最終出力に追加する。
【０２８４】
　電気信号波形は、所定周波数における電流、電圧、又は電力により特徴付けられ得る。
更に、図１～図６１に関して本明細書に記載される外科用器具１００、４８０、５００、
６００、１１００、１１５０、１２００のうちのいずれか１つが、超音波構成要素を含む
場合、電気信号波形は、少なくとも１つの外科用器具の超音波変換器の少なくとも２つの
振動モードを駆動するように構成されてもよい。したがって、発生器回路は、電気信号波
形を少なくとも１つの外科用器具に提供するように構成されてもよく、電気信号波形は、
ルックアップテーブル１７１０（又は、図６５のルックアップテーブル１６０４）内に記
憶された所定の波形を特徴とする。なお、電気信号波形は、２つ又はそれ以上の波形の組
み合わせであってもよい。ルックアップテーブル１７１０は、複数の波形に関係した情報
を含んでもよい。一態様又は一実施例では、ルックアップテーブル１７１０はＤＤＳ回路
１７００により生成されてもよく、また直接デジタル合成テーブルと呼ばれることもある
。ＤＤＳは、オンボードメモリにおける大きな反復波形の第１記憶動作により、作動する
。波形（正弦、三角形、方形、任意）のサイクルは、テーブル１に示すように、所定の数
の位相点によって表され、メモリに記憶され得る。一度波形がメモリ内部に記憶されると
、非常に正確な周波数にて波形が発生され得る。直接デジタル合成テーブルは、発生器回
路の不揮発性メモリ内に記憶され得、かつ／又は発生器回路内のＦＰＧＡ回路と共に実装
され得る。ルックアップテーブル１７１０は、波形をカテゴリー化するのに便利である任
意の好適な技術により、アドレス指定されてもよい。一態様によれば、ルックアップテー
ブル１７１０は、電気信号波形の周波数に従ってアドレス指定される。更に、複数の波形
に関係した情報は、メモリ内のデジタル情報として、又はルックアップテーブル１７１０
の一部として記憶されてもよい。
【０２８５】
　一態様では、発生器回路は、電気信号波形を少なくとも２つの外科用器具へと同時に提
供するように構成されてもよい。発生器回路はまた、発生器回路の単一の出力チャネルを
介して、２つの外科用器具へと同時に電気信号波形（２つ又はそれ以上の波形によって特
徴付けられ得る）を提供するように構成されてもよい。例えば、一態様では、電気信号波
形は、超音波変換器を駆動する第１の電気信号（例えば、超音波駆動信号）、第２のＲＦ
駆動信号及び／又はそれらの組み合わせを含む。更に、電気信号波形は、複数の超音波駆
動信号、複数のＲＦ駆動信号、並びに／又は複数の超音波駆動信号及びＲＦ駆動信号の組
み合わせを含んでもよい。
【０２８６】
　更に、本開示による発生器回路の動作方法は、電気信号波形を発生させること、及び発
生した電気信号波形を、図１～図６１に関して本明細書に記載される外科用器具１００、
４８０、５００、６００、１１００、１１５０、１２００のうちのいずれか１つに提供す
ることを含み、電気信号波形を発生させることは、メモリから電気信号波形に関係した情
報を受信することを含む。発生した電気信号波形は、少なくとも１つの波形を含む。更に
、発生した電気信号波形を少なくとも１つの外科用器具へと提供することは、電気信号波
形を少なくとも２つの外科用器具へと同時に提供することを含む。
【０２８７】
　本明細書に記載される発生器回路は、様々な種類の直接デジタル合成テーブルの生成を



(74) JP 2019-509775 A 2019.4.11

10

20

30

40

50

可能にし得る。発生器回路により発生する、種々の組織の処置に好適なＲＦ／電気外科用
信号の波形の例としては、高波高率を伴うＲＦ信号（ＲＦモードで表面凝固に使用され得
る）、低波高率を伴うＲＦ信号（より深い組織貫通のために使用され得る）及び効率的な
修正凝固を促進する波形が挙げられる。発生器回路はまた、直接デジタル合成ルックアッ
プテーブル１７１０を用いて複数の波形を発生させることができ、また動作中に、所望の
組織効果に基づいた特定の波形の間で切り替えることができる。切り替えは、組織インピ
ーダンス及び／又はその他の要素に基づき得る。
【０２８８】
　従来の正弦／余弦波形に加えて、発生器回路は、サイクル毎の組織への電力を最大化す
る波形（複数可）（すなわち、台形波又は方形波）を発生させるように構成されてもよい
。発生器回路が、ＲＦ信号及び超音波信号を同時に駆動することを可能にする回路トポロ
ジーを含むのであるならば、発生器回路は、ＲＦ信号及び超音波信号を同時に駆動する場
合に、負荷へと送達される電力を最大化するように、また超音波周波数ロックを維持する
ように同期される波形（複数可）を提供することができる。更に、機器固有のカスタム波
形形状及びその組織効果は、不揮発性メモリ（ＮＶＭ）又は機器ＥＥＰＲＯＭに記憶する
ことができ、図１～図６１に関して本明細書に記載される外科用器具１００、４８０、５
００、６００、１１００、１１５０、１２００のうちのいずれか１つを発生器回路に接続
する際に取り込むことができる。
【０２８９】
　ＤＤＳ回路１７００は、複数のルックアップテーブル１６０４を備えてもよく、ルック
アップテーブル１７１０は、所定数の位相点（サンプルと呼ばれる場合もある）により表
される波形を記憶し、位相点は所定の波形形状を画定する。したがって、独自の形状を有
する複数の波形は、複数のルックアップテーブル１７１０内に記憶され、器具設定又は組
織フィードバックに基づいて異なる組織処置を提供することができる。波形の例としては
、表面組織凝固のための高い波高率のＲＦ電気信号波形、より深い組織貫通のための低い
波高率のＲＦ電気信号波形、及び効果的な修正凝固を促進する電気信号波形が挙げられる
。一態様では、ＤＤＳ回路１７００は、複数の波形ルックアップテーブル１７１０を作成
することができ、また組織処置手技の間（例えば、「動作中」又はユーザ入力若しくはセ
ンサ入力に基づく仮想実時間にて）、所望の組織効果及び／又は組織フィードバックに基
づいて、異なるルックアップテーブル１７１０内に記憶された異なる波形との間で切り替
えを行うことができる。したがって、波形との間の切り替えは、例えば、組織インピーダ
ンス及びその他の要素に基づくことができる。他の態様では、ルックアップテーブル１７
１０は、組織内へと送達されるサイクル当たりの電力を最大化するよう形成される電気信
号波形（すなわち、台形波又は方形波）を記憶することができる。他の態様では、ルック
アップテーブル１７１０は、ＲＦ及び超音波駆動信号を送達するときに、図１～図６１に
関して本明細書に記載される外科用器具１００、４８０、５００、６００、１１００、１
１５０、１２００のうちのいずれか１つによる電力送達を最大にするように同期された波
形を記憶することができる。更に他の態様では、ルックアップテーブル１７１０は、超音
波周波数ロックを維持しながら、電気信号波形を記憶して、超音波及びＲＦ治療用、並び
に／又は治療量以下のエネルギーを同時に駆動することができる。一般に、出力波形は、
正弦波、余弦波、脈波、方形波などの形態であってもよい。それにもかかわらず、異なる
器具及びそれらの組織効果に特有のより複雑なカスタム波形は、発生器回路の不揮発性メ
モリ内、又は外科用器具の不揮発性メモリ（例えば、ＥＥＰＲＯＭ）内に記憶することが
でき、また外科用器具を発生器回路に接続する際に取り込まれ得る。カスタム波形の一例
は、図６７に示すように、多くの高波高率「凝固」波形に使用される場合の、指数関数的
に減衰する正弦波形である。
【０２９０】
　図６７は、アナログ波形１８０４（比較目的のために、離散時間デジタル電気信号波形
１８００に重ね合わされて示される）の本開示の一態様による、離散時間デジタル電気信
号波形１８００の１サイクルを示す。水平軸は、時間（ｔ）を表し、縦軸はデジタル位相
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点を表す。デジタル電気信号波形１８００は、例えば、所望のアナログ波形１８０４のデ
ジタル離散時間バージョンである。デジタル電気信号波形１８００は、１サイクル又は期
間Ｔ０にわたるクロックサイクルＴｃｌｋ毎の振幅を表す、振幅位相点１８０２を記憶す
ることにより発生する。デジタル電気信号波形１８００は、任意の好適なデジタル処理回
路により、１期間Ｔ０にわたって発生する。振幅位相点は、メモリ回路内に記憶されたデ
ジタルワードである。図６５、図６６に示す実施例では、デジタルワードは、２６又は６
４ビットの分解能を伴う、振幅位相点を記憶することができる６ビットワードである。図
６５、図６６に示す実施例は、例証目的のためのものであり、また実際の実装では分解能
はより高くあり得ることが理解されるであろう。１サイクルＴ０にわたるデジタル振幅位
相点１８０２は、例えば、図６５及び図６６に関して記載されるように、ルックアップテ
ーブル１６０４、１７１０内のストリングワードのストリングとして、メモリ内に記憶さ
れる。アナログバージョンのアナログ波形１８０４を発生させるために、振幅位相点１８
０２は、クロックサイクルＴｃｌｋ毎に０～Ｔ０でメモリから順番に読み取られ、かつ同
様に図６５、図６６に関して記載されているＤＡＣ回路１６０８、１７１２によって変換
される。追加のサイクルは、所望され得るだけ多くのサイクル又は期間にわたって０～Ｔ

０で、デジタル電気信号波形１８００の振幅位相点１８０２を繰り返し読み取ることによ
って発生させることができる。平滑アナログバージョンのアナログ波形１８０４は、フィ
ルタ１６１２、１７１４（図６５、図６６）によってＤＡＣ回路１６０８、１７１２の出
力をフィルタリングすることにより達成される。フィルタされたアナログ出力信号１６１
４、１７２２（図６５及び図６６）は、電力増幅器の入力に適用される。
【０２９１】
　一態様では、図６８Ａに示すように、回路１９００は、少なくとも１つのメモリ回路１
９０４に連結された１つ又は２つ以上のプロセッサ１９０２（例えば、マイクロプロセッ
サ、マイクロコントローラ）を含むコントローラを備えることができる。少なくとも１つ
のメモリ回路１９０４は、プロセッサ１９０２によって実行されるとき、プロセッサ１９
０２に、本明細書に記載されるアルゴリズム、プロセス又は技術のうちのいずれかを実装
する機械命令を実行させる、機械実行可能命令を記憶する。
【０２９２】
　プロセッサ１９０２は、当該技術分野で知られている多数のシングル又はマルチコアプ
ロセッサのうち任意の１つであってもよい。メモリ回路１９０４は、揮発性及び不揮発性
の記憶媒体を含むことができる。一態様では、図６８Ａに示すように、プロセッサ１９０
２は、命令処理ユニット１９０６及び演算ユニット１９０８を含むことができる。命令処
理ユニットは、１つのメモリ回路１９０４から命令を受信するように構成されてもよい。
【０２９３】
　一態様では、回路１９１０は、図６８Ｂに示されるように、本明細書に記載されるアル
ゴリズム、プロセス又は技術のうちのいずれかを実装するように構成された、組み合わせ
論理回路１９１２を含む有限状態マシンを備えることができる。一態様では、回路１９２
０は、図６８Ｃに示されるように、順序論理回路を含む有限状態マシンを備えることがで
きる。順序論理回路１９２０は、例えば、組み合わせ論理回路１９１２及び少なくとも１
つのメモリ回路１９１４を含むことができる。少なくとも１つのメモリ回路１９１４は、
図６８Ｃに示されるように、有限状態マシンの現在の状態を記憶することができる。順序
論理回路１９２０又は組み合わせ論理回路１９１２は、本明細書に記載されるアルゴリズ
ム、プロセス又は技術のうちのいずれかを実装するように構成され得る。ある特定の例で
は、順序論理回路１９２０は、同期又は非同期であってもよい。
【０２９４】
　他の態様では、回路は、本明細書に記載されるアルゴリズム、プロセス又は技術のうち
のいずれかを実装するために、プロセッサ１９０２及び有限状態マシンの組み合わせを含
んでもよい。他の態様では、有限状態マシンは、組み合わせ論理回路１９１０及び順序論
理回路１９２０の組み合わせを含むことができる。
【０２９５】
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　図６９は、本開示の一態様による、モータ制御機能を有する外科用器具の様々な構成要
素の回路１９２５の概略図である。様々な態様では、図１～図６８Ｃに関して本明細書に
記載される外科用器具１００、４８０、５００、６００、１１００、１１５０、１２００
は、外科用器具１００、４８０、５００、６００、１１００、１１５０、１２００に関連
する様々な動作を実施するために、シャフト及び／又はギヤ構成要素を駆動するように構
成された駆動機構１９３０を含むことができる。一態様では、駆動機構１９３０　１６０
は、例えばハンドルハウジングに対して長手方向軸を中心として、図１、図２０、図４０
、図４１、図４５、図５４に関して記載されるようにエンドエフェクタ１１２、５１２、
１０００、１１１２、１２１２を回転させるように構成された回転駆動トレイン１９３２
を含む。駆動機構１９３０は、ジョー部材を閉じてエンドエフェクタによって組織を把持
するように構成された閉鎖駆動トレイン１９３４を更に含む。更に、駆動機構１９３０は
、エンドエフェクタのＩ－ビームナイフを発射して、エンドエフェクタにより把持された
組織を切断するように構成された発射駆動トレイン１９３６を含む。
【０２９６】
　駆動機構１９３０は、外科用器具のハンドルアセンブリ内に位置することができるセレ
クタギヤボックスアセンブリ１９３８を含む。セレクタギヤボックスアセンブリ１９３８
に近位には、駆動トレイン１９３２、１９３４、１９３６のうちの１つを任意の第２のモ
ータ１９４４及びモータ駆動回路１９４６（第２のモータ１９４４及びモータ駆動回路１
９４６が任意の構成要素であることを示すように破線で示される）の入力駆動構成要素と
係合するように選択的に位置決めするために、セレクタギヤボックスアセンブリ１９３８
内でギヤ要素を選択的に移動させるように機能する、第１のモータ１９４２を含む機能選
択モジュールがある。
【０２９７】
　依然として図６９を参照して、モータ１９４２、１９４４は、モータ制御回路１９４６
、１９４８にそれぞれ連結され、これらは電源１９５０からモータ１９４２、１９４４へ
の電気エネルギーの流れを含む、モータ１９４２、１９４４の動作を制御するように構成
されている。電源１９５０は、ＤＣ電池（例えば、再充電可能なリードベース、ニッケル
ベース、リチウムイオンベースの電池など）又は外科用器具に電気エネルギーを提供する
ために好適な任意の他の電源であってもよい。
【０２９８】
　外科用器具は、マイクロコントローラ１９５２（「コントローラ」）を更に含む。ある
特定の例では、コントローラ１９５２は、マイクロプロセッサ１９５４（「プロセッサ」
）と、１つ又は２つ以上のコンピュータ可読媒体又はメモリユニット１９５６（「メモリ
」）とを含んでもよい。ある特定の例では、メモリ１９５６は、様々なプログラム命令を
記憶してもよく、それが実行されると、プロセッサ１９５４に、本明細書に記載される複
数の機能及び／又は計算を実施させることができる。電源１９５０は、例えば、コントロ
ーラ１９５２に電力を供給するように構成することができる。
【０２９９】
　プロセッサ１９５４は、モータ制御回路１９４６と連通している。更に、メモリ１９５
６は、ユーザ入力１９５８又はフィードバック要素１９６０に応答してプロセッサ１９５
４によって実行されたとき、モータ制御回路１９４６にモータ１９４２を動機づけさせて
少なくとも１つの回転運動を発生させ、セレクタギヤボックスアセンブリ１９３８内のギ
ヤ要素を選択的に移動させて、駆動トレイン１９３２、１９３４、１９３６のうちの１つ
を第２のモータ１９４４の入力駆動構成要素と係合するように選択的に位置決めすること
ができる、プログラム命令を記憶することができる。更に、プロセッサ１９５４は、モー
タ制御回路１９４８と連通し得る。メモリ１９５６はまた、ユーザ入力１９５８に応答し
てプロセッサ１９５４によって実行されたとき、モータ制御回路１９４８にモータ１９４
４を刺激させて、少なくとも１つの回転運動を発生させ、例えば、第２のモータ１９４８
の入力駆動構成要素と係合された駆動トレインを駆動することができる、プログラム命令
を記憶することができる。
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【０３００】
　コントローラ１９５２及び／又は本開示の他のコントローラは、集積型及び／若しくは
離散的なハードウェア要素、ソフトウェア要素、並びに／又は両方の組み合わせを使用し
て実装されてもよい。集積型ハードウェア要素の例としては、プロセッサ、マイクロプロ
セッサ、マイクロコントローラ、集積回路、ＡＳＩＣ、ＰＬＤ、ＤＳＰ、ＦＰＧＡ、論理
ゲート、レジスタ、半導体素子、チップ、マイクロチップ、チップセット、マイクロコン
トローラ、システムオンチップ（system on a chip、ＳｏＣ）、及び／又はシングルイン
ラインパッケージ（single in-line package、ＳＩＰ）が挙げられ得る。離散的なハード
ウェア要素の例としては、論理ゲート、電界効果トランジスタ、バイポーラトランジスタ
、抵抗、コンデンサ、インダクタ、及び／若しくはリレーなど、回路並びに／又は回路素
子が挙げられ得る。ある特定の例では、コントローラ１９５２は、例えば、１つ又は２つ
以上の基板上に離散的及び集積型の回路素子又は構成要素を含むハイブリッド回路を含ん
でもよい。
【０３０１】
　特定の例では、コントローラ１９５２、及び／又は本開示の他のコントローラは、例え
ば、Ｔｅｘａｓ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓから入手可能なＬＭ　４Ｆ２３０Ｈ５ＱＲであ
ってもよい。特定の例では、Ｔｅｘａｓ　ＩｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓのＬＭ４Ｆ２３０Ｈ５
ＱＲは、容易に利用可能な他の特性の中でも特に、最大４０ＭＨｚ、２５６ＫＢの単一サ
イクルフラッシュメモリ若しくは他の不揮発性メモリのオンチップメモリと、４０ＭＨｚ
超の性能を改善するプリフェッチバッファと、３２ＫＢの単一サイクルＳＲＡＭと、Ｓｔ
ｅｌｌａｒｉｓＷａｒｅ（登録商標）ソフトウェアを搭載した内部ＲＯＭと、２ＫＢのＥ
ＥＰＲＯＭと、１つ又は２つ以上のＰＷＭモジュールと、１つ又は２つ以上のＱＥＩアナ
ログと、１２のアナログ入力チャネルを備えた１つ又は２つ以上の１２ビットＡＤＣとを
備える、ＡＲＭ　Ｃｏｒｔｅｘ－Ｍ４Ｆプロセッサコアである。他のマイクロコントロー
ラが、本開示と共に使用するために容易に代用され得る。したがって、本開示は、この文
脈に限定されるべきではない。
【０３０２】
　様々な例では、本明細書に記載される様々な工程のうちの１つ又は２つ以上は、組み合
わせ論理回路又は順序論理回路のいずれかを含む有限状態マシンによって実施可能であり
、組み合わせ論理回路又は順序論理回路のいずれかが、少なくとも１つのメモリ回路に連
結される。少なくとも１つのメモリ回路は、有限状態マシンの現在の状態を記憶する。組
み合わせ又は順序論理回路は、有限状態マシンをこれらの工程に供するように構成される
。順序論理回路は、同期又は非同期であってもよい。他の例では、本明細書に記載される
様々な工程のうちの１つ又は２つ以上は、例えば、プロセッサ１９５８と有限状態マシン
との組み合わせを含む回路によって実施され得る。
【０３０３】
　様々な例では、適切な機能を保証するために外科用器具の機能の状態を評価することが
可能であることが有利であり得る。例えば、上で説明されるように、外科用器具の様々な
動作を実施するために様々なモータ、ドライブトレイン及び／又はギヤ構成要素を含むよ
うに構成された駆動機構が、経時的に摩耗することは可能である。これは、通常の使用を
通じて起こり得るが、いくつかの例では、駆動機構は、悪用条件に起因してより早く摩耗
し得る。ある特定の例では、外科用器具は、駆動機構及びその様々な構成要素の状態、例
えば、劣化を決定するために自己評価を実施するように構成することができる。
【０３０４】
　例えば、自己診断を使用して、外科用器具が再滅菌前にその機能を実施することが可能
である場合、又は構成要素のうちのいくつかを交換及び／又は修復すべきときを決定する
ことができる。回転駆動トレイン１９３２、閉鎖駆動トレイン１９３４及び／又は発射駆
動トレイン１９３６を含むが、これらに限定されない駆動機構及びその構成要素の評価は
、様々な方法で達成することができる。予測された性能からのずれの大きさを使用して、
感知された故障の可能性及びそのような故障の重度を決定することができる。繰り返し可
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能に予測可能なイベントの周期的解析、予想される閾値を超えるピーク又はドロップ及び
故障の幅を含む、いくつかのメトリックが使用され得る。
【０３０５】
　様々な例では、適切に機能する駆動機構又はその構成要素のうちの１つ又は２つ以上の
特徴的波形を用いて、駆動機構又はその構成要素のうちの１つ又は２つ以上の状態を評価
することができる。１つ又は２つ以上の振動センサは、適切に機能する駆動機構又はその
構成要素のうちの１つ又は２つ以上に対して配置して、適切に機能する駆動機構又はその
構成要素のうちの１つ又は２つ以上の動作中に起こる様々な振動を記録することができる
。記録された振動を用いて、特徴的な波形を生成することができる。将来の波形を特徴的
な波形と比較して、駆動機構及びその構成要素の状態を評価することができる。
【０３０６】
　依然として図６９を参照して、外科用器具１９３０は、駆動トレイン１９３２、１９３
４、１９３６のうちの１つ又は２つ以上の、１つ又は２つ以上の可聴出力を記録及び分析
するように構成された駆動トレイン故障検出モジュール１９６２を含む。プロセッサ１９
５４は、モジュール１９６２と連通し得るか、又は他の方法で制御することができる。下
でより詳細に記載されるように、モジュール１９６２は、回路、ハードウェア、コンピュ
ータ可読媒体（例えば、メモリ１９５６）を含むコンピュータプログラム製品などの様々
な手段として具現化することができ、処理装置（例えば、プロセッサ１９５４）によって
実行可能な記憶コンピュータ可読プログラム命令、又はそれらのいくつかの組み合わせを
記憶する。いくつかの態様では、プロセッサ３６は、モジュール１９６２を含み得るか、
又は他の方法で制御することができる。
【０３０７】
　図７０は、本開示の一態様による、ハンドルアセンブリの内部を示すように取り外し可
能なサービスパネル１９７２が取り除かれた、ハンドルアセンブリ１９７０を示す。取り
外し可能なサービスパネル１９７２又は取り外し可能なサービスカバーはまた、強度のた
めの補強リブ１９９０を含む。取り外し可能なサービスパネル１９７２は、取り外し可能
なサービスパネル１９７２をハンドルハウジング１９７４に取り外し可能に取設するため
に、ハンドルハウジング１９７４上で複数の締結具１９８８６と嵌合する複数の締結具１
９８８を含む。一態様では、取り外し可能なサービスパネル１９７２内の締結具１９８８
は、第１の磁石セットを含み、ハンドルハウジング１９７４は、サービスパネル１９７２
をハンドルハウジング１９７４に磁気的に係止する第２の磁石セットを含む。一態様では
、第１及び第２の磁石セット６１１２ａ、６１１２ｂは、希土類永久磁石である。
【０３０８】
　図７０では、取り外し可能なサービスパネル１９７２がハンドルハウジング１９７４か
ら取り外され、電池アセンブリ又は可撓性回路をハンドルハウジング１９７４に電気的に
連結するための、モータ１９７６及び電気接点１９８４などの外科用器具の電気的及び機
械的構成要素の位置が示されている。モータ１９７６及び電気接点１９８４もまた、ハン
ドルハウジング１９７４から取り外し可能である。ハンドルアセンブリ１９７０はまた、
各々がハンドルハウジング１９７４から取り外し可能なトリガ１９８２及び作動スイッチ
１９８０を備える。前述のように、取り外し可能なトリガ１９８２は、ジョー部材を閉じ
、ナイフを発射し、超音波変換器を起動し、高周波電流を起動し、かつ／又はジョー部材
を開くための複数段階の動作を有することができる。作動スイッチ１９８０は、例えばジ
ョー部材を閉じ、ナイフを発射し、超音波変換器を起動し、高周波電流を起動し、かつ／
又はジョー部材を開くなどの異なる機能を起動するために、複数のスイッチに置き換えら
れてもよい。図７０に示すように、ハンドルアセンブリ１９７０は、ハンドルアセンブリ
１９７０をシャフトアセンブリに電気的に連結するための電気接点１９７８を含み、電気
接点１９７８は、ハンドルハウジング１９７４から取り外し可能である。ハンドルハウジ
ング１９７４はまた、本明細書で前述されるように、取り外し可能な超音波変換器アセン
ブリ、超音波変換器、超音波変換器駆動回路、高周波電流駆動回路及び／又はディスプレ
イアセンブリを受容するための空間を画定する。
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【０３０９】
　図７１は、本開示の一態様による、ジョー部材６２０２、フレキシブル回路６２０４ａ
、６２０４ｂ及び各フレキシブル回路６２０４ａ、６２０４ｂ上に設けられたセグメント
化電極６２０６ａ、６２０６ｂを備えるエンドエフェクタ６２００の断面図である。図７
２は、本開示の一態様による、図７１に示すエンドエフェクタ６２００の詳細図である。
前述のように、シャフト上にのみ位置する専用のシャフトアセンブリ制御を有する外科用
器具の一次ハンドル組立ハウジングに汎用の制御を提供するのに有利であり得る。例えば
、ＲＦ機器は、関節接合ボタンと共に遠位ヘッド回転電子回転シャフト制御を含み得るが
、一次ハンドルは、エネルギー起動制御及びジョー部材クランプ／アンクランプトリガ制
御を含む。更に、センサ及びエンドエフェクタ測定要素を用いることができる。器具がジ
ョー部材内のどこに組織が存在するかを感知することを可能にする、セグメント化電極を
用いることができる。そのようなシステムはまた、複数の組織パラメータを感知し、電極
を内蔵する非対称フレキシブル回路電極と、超音波ブレードに対する圧力を測定するため
の圧力素子とを使用することもできる。これらのシステムはまた、コンボ装置が、フレッ
クス電極スタック内に積層された２つの電極の各々に組み込まれたセンサを有することを
可能にする、フレックス電極を用いてもよい。
【０３１０】
　依然として図７１及び図７２を参照して、エンドエフェクタ６２００は、ジョー部材６
２０２、フレキシブル回路６２０４ａ、６２０４ｂ及び各フレキシブル回路６２０４ａ、
６２０４ｂ上に設けられたセグメント化電極６２０６ａ、６２０６ｂを備える。各セグメ
ント化電極６２０６ａ、６２０６ｂは、いくつかのセグメントを含む。図に示すように、
第１のセグメント化電極６２０６ａは、第１及び第２のセグメント化電極セグメント６２
０８ａ、６２０８ｂを含み、第２のセグメント化電極６２０６ｂは、第１及び第２のセグ
メント化電極セグメント６２１０ａ、６２１０ｂを含む。特に図７２に示すように、ジョ
ー部材６２０２は、金属製であり、熱を伝導してジョー部材６２０２の冷却を維持する。
フレキシブル回路６２０４ａ、６２０４ｂの各々は、金属又は他の導電体材料からなる導
電性素子６２１４ａ、６２１４ｂを備え、電気絶縁性積層体６２１６によって金属製ジョ
ー部材６２０２から電気的に絶縁されている。導電性素子６２１４ａ、６２１４ｂは、図
３０～図４４に関して本明細書に記載される組み合わせ超音波／電気外科用器具５００、
６００、７００のうちのいずれか１つのシャフトアセンブリ、ハンドルアセンブリ、変換
器アセンブリ又は電池アセンブリのうちのいずれかに位置する電気回路に連結される。
【０３１１】
　ここで図７３を参照して、エンドエフェクタ６４００は、ジョー部材６４０２上に位置
するＲＦデータセンサ６４０６、６４０８ａ、６４０８ｂを備える。エンドエフェクタ６
４００は、ジョー部材６４０２と、超音波ブレード６４０４とを備える。ジョー部材６４
０２は、ジョー部材６４０２と超音波ブレード６４０４との間に位置する組織６４１０を
把持して示されている。第１のセンサ６４０６は、ジョー部材６４０２の中央部に位置す
る。第２及び第３のセンサ６４０８ａ、６４０８ｂは、ジョー部材６４０２の外側部分に
位置する。センサ６４０６、６４０８ａ、６４０８ｂは、ジョー部材６４０２に固定的に
取り付けられるように構成されたフレキシブル回路６４１２（図７４でより具体的に示す
）と一体的に取り付けられるか、又は形成される。
【０３１２】
　エンドエフェクタ６４００は、図３０～図４４に関して本明細書に記載される外科用器
具５００、６００、７００の例示的なエンドエフェクタである。センサ６４０６、６４０
８ａ、６４０８ｂは、例えば、回路６５５０、６５７０（図９０～図９１）などのインタ
ーフェース回路を介して、制御回路２１０（図１４）、１３００（図６２）、１４００（
図６３）、１５００（図６４）などの制御回路に電気的に接続されている。センサ６４０
６、６４０８ａ、６４０８ｂは、電池によって電力供給され、センサ６４０６、６４０８
ａ、６４０８ｂによって生成された信号は、制御回路のアナログ及び／又はデジタル処理
回路に提供される。
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【０３１３】
　一態様では、第１のセンサ６４０６は、ジョー部材６４０２によって組織６４１０に加
えられた垂直力Ｆ３を測定するための力センサである。第２及び第３のセンサ６４０８ａ
、６４０８ｂは、組織６４１０にＲＦエネルギーを印加し、他のパラメータの中でも特に
、組織インピーダンス、下向きの力Ｆ１、横力Ｆ２及び温度を測定するために、１つ又は
２つ以上の素子を含む。電極６４０９ａ、６４０９ｂは、電気回路７０２（図３４）など
のエネルギー源に電気的に連結され、ＲＦエネルギーを組織６４１０に印加する。一態様
では、第１のセンサ６４０６と、第２及び第３のセンサ６４０８ａ、６４０８ｂとは、力
又は単位面積当たりの力を測定するための歪ゲージである。下向きの力Ｆ１、横向きの力
Ｆ２及び垂直力Ｆ３の測定値は、力センサ６４０６、６４０８ａ、６４０８ｂが作用して
いる表面積を決定することによって、圧力に容易に変換され得ることが理解されよう。更
に、本明細書に詳細に記載するように、フレキシブル回路６４１２は、フレキシブル回路
６４１２の１つ又は２つ以上の層内に埋め込まれた温度センサを備えてもよい。１つ又は
２つ以上の温度センサは、対称的に又は非対称的に配置されてもよく、超音波駆動回路１
７７及びＲＦ駆動回路７０２の制御回路に組織６４１０の温度フィードバックを提供して
もよい。
【０３１４】
　図７４は、センサ６４０６、６４０８ａ、６４０８ｂが、フレキシブル回路６４１２に
取り付けられ得るか、又はそれと一体に形成され得る、図７３に示したフレキシブル回路
６４１２の一態様を示す。フレキシブル回路６４１２は、ジョー部材６４０２に固定的に
取設されるように構成されている。図７４に詳細に示すように、非対称型温度センサ６４
１４ａ、６４１４ｂは、フレキシブル回路６４１２に取り付けられ、組織６４１０（図７
３）の温度を測定することを可能にする。
【０３１５】
　図７５は、図７４に示されるフレキシブル回路６４１２の断面図である。フレキシブル
回路６４１２は、複数の層を含み、ジョー部材６４０２に固定的に取設される。フレキシ
ブル回路６４１２の最上層は、電極６４０９ａであり、電気回路７０２（図３４）などの
電源に電気的に連結され、ＲＦエネルギーを組織６４１０（図７３）に印加する。電気絶
縁層６４１８は、電極６４０９ａ層の下に設けられ、センサ６４１４ａ、６４０６、６４
０８ａを電極６４０９ａから電気的に絶縁する。温度センサ６４１４ａは、電気絶縁層６
４１８の下に配設される。第１の力（圧力）センサ６４０６は、温度センサ６４１４ａを
収容する層の下に、かつ圧縮層６４２０の上に位置する。第２の力（圧力）センサ６４０
８ａは、圧縮層６４２０の下に、かつジョー部材６４０２フレームの上に位置する。
【０３１６】
　図７６は、エンドエフェクタのジョー部材６４３４に固定的に取設されるように構成さ
れたセグメント化フレキシブル回路６４３０の一態様を示す。セグメント化フレキシブル
回路６４３０は、局所的な組織制御を提供するために、個々のアドレス可能なセンサを含
む遠位セグメント６４３２ａと、外側セグメント６４３２ｂ、６４３２ｃとを備える。セ
グメント６４３２ａ、６４３２ｂ、６４３２ｃは、セグメント６４３２ａ、６４３２ｂ、
６４３２ｃの各々の内部に位置する個々のセンサに基づいて、組織を処置するために、ま
た組織パラメータを測定するために個々にアドレス可能である。セグメント化フレキシブ
ル回路６４３０のセグメント６４３２ａ、６４３２ｂ、６４３２ｃは、ジョー部材６４３
４に取り付けられ、また電気回路７０２（図３４）などのエネルギー源に、導電性素子６
４３６を介して電気的に連結される。ホール効果センサ６４３８又は任意の好適な磁気セ
ンサが、ジョー部材６４３４の遠位端に位置する。ホール効果センサ６４３８は、ジョー
部材６４３４によって画定された開口（そうでなければ、図７８に詳細に示される、組織
間隙と称され得る）の測定値を提供するために、磁石と共に動作する。
【０３１７】
　図７７は、エンドエフェクタのジョー部材６４４４に取り付けるように構成されたセグ
メント化フレキシブル回路６４４０の一態様を示す。セグメント化フレキシブル回路６５
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８０は、組織制御のために、個々のアドレス可能なセンサを含む遠位セグメント６４４２
ａと、外側セグメント６４４２ｂ、６４４２ｃとを備える。セグメント６４４２ａ、６４
４２ｂ、６４４２ｃは、組織を処置するために、またセグメント６４４２ａ、６４４２ｂ
、６４４２ｃの各々の内部に位置する個々のセンサを読み取るために、個々にアドレス可
能である。セグメント化フレキシブル回路６４４０のセグメント６４４２ａ、６４４２ｂ
、６４４２ｃは、ジョー部材６４４４に取り付けられ、また電気回路７０２（図３４）な
どのエネルギー源に、導電性素子６４４６を介して電気的に連結される。ホール効果セン
サ６４４８又は他の好適な磁気センサが、ジョー部材６４４４の遠位端に設けられている
。ホール効果センサ６４４８は、図７８に詳細に示されるエンドエフェクタのジョー部材
６４４４によって画定された開口又は組織間隙の測定値を提供するために、磁石と共に動
作する。更に、複数の外側部非対称型温度センサ６４５０ａ、６４５０ｂは、セグメント
化フレキシブル回路６４４０上に取り付けられるか、形式上それと一体化され、組織温度
フィードバックを超音波駆動回路１７７及びＲＦ駆動回路７０２の制御回路に提供する。
【０３１８】
　図７８は、組織間隙ＧＴを測定するように構成されたエンドエフェクタ６４６０の一態
様を示す。エンドエフェクタ６４６０は、ジョー部材６４６２とジョー部材６４４４とを
備える。図７７に記載されるフレキシブル回路６４４０は、ジョー部材６４４４に取り付
けられている。フレキシブル回路６４４０は、組織間隙ＧＴを測定するために、ジョー部
材６４６２に取り付けられた磁石６４６４と動作するホール効果センサ６４４８を備える
。この技術は、ジョー部材６４４４とジョー部材６４６２との間に画定された開口を測定
するために用いられ得る。ジョー部材６４６２は、超音波ブレードであってもよい。
【０３１９】
　図７９は、左から右にセグメント化されたフレキシブル回路６４６８の一態様を示す。
左から右にセグメント化されたフレキシブル回路６４６８は、左から右にセグメント化さ
れたフレキシブル回路６４６８の左側の複数のセグメントＬ１～Ｌ５及び左から右にセグ
メント化されたフレキシブル回路６４６８の右側の複数のセグメントＲ１～Ｒ５を含む。
セグメントＬ１～Ｌ５及びＲ１～Ｒ５は各々、各セグメントＬ１～Ｌ５及びＲ１～Ｒ５内
の組織パラメータを局所的に感知するために、温度センサ及び力センサを含む。左から右
にセグメント化されたフレキシブル回路６４６８は、セグメントＬ１～Ｌ５及びＲ１～Ｒ
５の各々の内部で局所的に感知された組織パラメータに基づいて、ＲＦ処置エネルギーに
影響を及ぼすように構成されている。
【０３２０】
　図８０は、図７９に示すセグメント化フレキシブル回路６４６８を含むエンドエフェク
タ６４７０の一態様を示す。エンドエフェクタ６４７０は、ジョー部材６４７２及び超音
波ブレード６４７４を備える。セグメント化フレキシブル回路６４６８は、ジョー部材６
４７２に取り付けられている。セグメント１～５の内部に配設されたセンサは各々、ジョ
ー部材６４７２と超音波ブレード６４７４との間に位置決めされた組織の存在を検出し、
組織ゾーン１～５を表すように構成されている。図８０に示した構成において、エンドエ
フェクタ６４７０は、ジョー部材６４７２と超音波ブレード６４７４との間に組織を受け
取るか、又は把持する準備ができている開放位置で示されている。
【０３２１】
　図８１は、ジョー部材６４７２と超音波ブレード６４７４との間に組織６４７６を把持
しているジョー部材６４７２と共に、図８０に示すエンドエフェクタ６４７０を示す。図
８１に示すように、組織６４７６は、セグメント１～３の間に位置決めされ、組織ゾーン
１～３を表す。したがって、組織６４７６は、セグメント１～３内のセンサによって検出
され、組織無し（空き）は、セグメント４～５によって部分６４７８で検出される。特定
のセグメント１～３及び４～５内にそれぞれ位置する組織６４７６の有無に関する情報は
、制御回路２１０（図１４）、１３００（図６２）、１４００（図６３）、１５００（図
６４）などの制御回路に、例えば、回路６５５０、６５７０（図９０～図９１）などのイ
ンターフェース回路を介して伝達される。制御回路は、組織６４７６が検出された場合、
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セグメント１～３のみに通電するように構成されており、組織が検出されていない場合、
セグメント４～５には通電しない。セグメント１～５は、ある特定のセグメント１～５内
に位置する組織の組織パラメータを測定するための任意の好適な温度、力／圧力、及び／
又はホール効果磁気センサと、ある特定のセグメント１～５内に位置する組織にＲＦエネ
ルギーを送達するための電極とを収容してもよいことが理解されよう。
【０３２２】
　図８２は、フレキシブル回路内に埋め込まれたＲＦ電極及びデータセンサを含むフレキ
シブル回路６５１０の一態様の断面図である。フレキシブル回路６５１０は、金属などの
導電性材料から作製される、ＲＦジョー部材６５１２の右又は左部分に取り付けられ得る
。ＲＦジョー部材６５１２の下に、下向きの力／圧力センサ６５１６ａ、６５１６ｂが、
ラミネート層６５１４の下に埋め込まれている。横力／圧力センサ６５１８は、下向きの
力／圧力センサ６５１６ａ、６５１６ｂ層の下に位置し、温度センサ６５２０は、横力／
圧力センサ６５１８の下に位置する。電極６５２２は、ＲＦ駆動回路７０２（図３４）に
電気的に連結され、ＲＦエネルギーを組織６５２４に印加するように構成されており、温
度センサ６５２０の下に位置する。
【０３２３】
　図８３は、ジョー部材と超音波ブレードとの間に位置する組織に加えられた力又は圧力
を感知するように構成されたエンドエフェクタ６５３０の一態様の断面図である。エンド
エフェクタ６５３０は、クランプジョー６５３２と、ジョー部材６５３２に固定的に取り
付けられたフレキシブル回路６５３４とを備える。ジョー部材６５３２は、力Ｆ１及びＦ

２を、可変密度及び厚さの組織６５３６に加え、これらの力は、フレキシブル回路６５３
４の異なる層に位置する第１及び第２の力／圧力センサ６５３８、６５４０によって測定
され得る。圧縮層６５４２は、第１及び第２の力／圧力センサ６５３８、６５４０の間に
挟まれている。電極６５４４は、組織に接触するフレキシブル回路６５３４の外側部分上
に位置する。本明細書に記載したように、フレキシブル回路６５３４の他の層は、温度セ
ンサ、厚さセンサなどの追加のセンサを備えてもよい。
【０３２４】
　図８４～図８５は、信号層のフレキシブル回路、センサ配線及びＲＦエネルギー駆動回
路の様々な概略図を示す。図８４は、フレキシブル回路６５５０の信号層の一態様の概略
図である。フレキシブル回路６５５０は、複数の層を含む（例えば、約４つ～約６つ）。
１つの層は、集積回路に電力を供給し、別の層は接地を有するであろう。２つの追加の層
は、ＲＦ電力ＲＦ１及びＲＦ２を別々に運ぶであろう。アナログマルチプレクサスイッチ
６５５２は、ＳＣＬ－Ｃ／ＳＤＡ－Ｃインターフェースチャネルを介して制御回路２１０
（図１４）にインターフェースで接続するようにＩ２Ｃバスを介して制御可能な８つの双
方向並進スイッチを有する。ＳＣＬ／ＳＤＡ上流対は、８つの下流対又はチャネルに広が
る。任意の個々のＳＣｎ／ＳＤｎチャネル又はチャネルの組み合わせは、プログラマブル
制御レジスタの内容によって、選択され、決定され得る。６つの下流センサがあり、ジョ
ー部材の各側に３つある。第１の側６５５４ａは、第１の熱電対６５５６ａ、第１の圧力
センサ６５５８ａ及び第１のホール効果センサ６５６０ａを備える。第２の側６５５４ｂ
は、第２の熱電対６５５６ｂ、第２の圧力センサ６５５８ｂ、及び第２のホール効果セン
サ６５６０ｂを備える。図８５は、スイッチ６５５２に対する図８４に示すフレキシブル
回路６５５０のセンサ配線の概略図６５７０である。
【０３２５】
　図８６は、エンドエフェクタ６６５０の一態様の平面図である。エンドエフェクタ６６
５０は、ジョー部材６６５２及びシャフト６６５４を備える。ジョー部材６６５２は、ピ
ボット点６６５６の周りを旋回し、ピボット角を画定する。図８７は、ジョー部材６６５
２及び超音波ブレード６６５８の下層構造を露出するための部分的切り欠き図を有する、
図８６に示すエンドエフェクタ６６５０の側面図である。電極６６６０は、ジョー部材６
６５２に固定的に取り付けられている。電極６６６０は、ＲＦ駆動回路７０２（図３４）
に電気的に連結され、ＲＦエネルギーをジョー部材６６５２と超音波ブレード６６５８と
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の間に位置する組織に印加するように構成されている。図８８は、超音波ブレード並びに
右及び左の電極６６６０ａ、６６６０ｂをそれぞれ露出するための、図８６、８７に示す
エンドエフェクタの部分的断面図である。ジョー部材６６５２及び超音波ブレード６６５
８は、近位端においてより広く、かつ遠位端においてより狭くなっている。また、ジョー
部材６６５２及び超音波ブレード６６５８は、近位端に対して遠位端においてよりも大き
な曲率を画定する。これらの特徴部を図８９～図９４の断面図に明確に示す。
【０３２６】
　図８９は、図８６に示すエンドエフェクタ６６５０の断面８９－－８９で切り取られた
断面図である。エンドエフェクタ６６５０は、超音波駆動回路１７７（図１１）によって
電気的に駆動される、超音波変換器と音響的に連結された超音波ブレード６６５８を備え
る。ジョー部材６６５２は、非対称電極６６６０ａ、６６６０ｂを含む電極６６６０を備
える。第１の電極６６６０ａは、ジョー部材６６５２の右側に位置し、第２の電極６６６
０ｂは、左側（オペレータの観点から）に位置する。右側の電極６６６０ａは、第１の幅
Ｗ１を画定し、かつ電極６６６０ａと超音波ブレード６６５８との間に第１の間隙Ｇ１を
画定する。左側の電極６６６０ｂは、第２の幅Ｗ２を画定し、かつ電極６６６０ｂと超音
波ブレード６６５８との間に第２の間隙Ｇ２を画定する。一態様では、第１の幅Ｗ１は、
第２の幅Ｗ２よりも小さく、第１の間隙Ｇ１は、第２の間隙Ｇ２よりも小さい。図８８も
参照して、第１及び第２の電極６６６０ａ、６６６０ｂの間に電気絶縁性素子が配設され
ている。一態様では、電気絶縁性素子は、超音波ブレード６６５８とジョー部材６６５２
との間に位置する軟質ポリマーパッド６６６２と、超音波ブレード６６５８が電極６６６
０ａ、６６６０ｂを短絡させないように、軟質ポリマーパッド６６６２に隣接して位置す
る高密度ポリマーパッド６６６４とを備える。一態様では、軟質ポリマーパッド６６６２
及び高密度ポリマーパッド６６６４は、例えば、商品名ＴＥＦＬＯＮ（ポリテトラフルオ
ロエチレンポリマー及びコポリマー）として既知のポリマーから作製され得る。したがっ
て、ポリマーパッド６６６２、６６６４は、それぞれ軟質ＴＥＦＬＯＮ及び高密度ＴＥＦ
ＬＯＮで作製されていてもよい。
【０３２７】
　図９０は、図８６に示すエンドエフェクタ６６５０の断面９０－－９０で切り取られた
断面図である。断面９０－－９０の平面において、エンドエフェクタ６６５０は、より薄
く、断面８９－－８９よりも大きな曲率を有する。右側の電極６６６０ａは、第３の幅Ｗ

３を画定し、かつ電極６６６０ａと超音波ブレード６６５８との間に第３の間隙Ｇ３を画
定する。左側の電極６６６０ｂは、第４の幅Ｗ４を画定し、かつ電極６６６０ｂと超音波
ブレード６６５８との間に第４の間隙Ｇ４を画定する。一態様では、第３の幅Ｗ３は、第
４の幅Ｗ４よりも小さく、第３の間隙Ｇ３は、第４の間隙Ｇ４よりも小さい。動作時に、
電極６６６０ａ、６６６０ｂと超音波ブレード６６５８との間に画定された間隙Ｇ１、Ｇ
２、Ｇ３、Ｇ４に位置する組織が、電極６６６０ａ、６６６０ｂ、組織及び超音波ブレー
ド６６５８を通して伝送された高周波電流によって封止される。ポリマーパッド６６６２
と超音波ブレード６６５８との間に位置する組織は、超音波振動によって生成される摩擦
によって切断される。
【０３２８】
　図９１は、超音波ブレード６６５８’が異なる幾何学的形状を有することを除いて、図
８６に示すエンドエフェクタ６６５０の断面８９－－８９と同様の断面で切り取られた断
面図である。エンドエフェクタ６６５０’は、超音波駆動回路１７７（図１１）によって
電気的に駆動される、超音波変換器と音響的に連結された超音波ブレード６６５８’を備
える。ジョー部材６６５２’は、非対称電極６６６０ａ’、６６６０ｂ’を含む電極６６
６０’を備える。第１の電極６６６０ａ’は、ジョー部材６６５２’の右側に位置し、第
２の電極６６６０ｂ’は、左側（オペレータの観点から）に位置する。右側の電極６６６
０ａ’は、第１の幅Ｗ１を画定し、かつ電極６６６０ａ’と超音波ブレード６６５８’と
の間に第１の間隙Ｇ１を画定する。左側の電極６６６０ｂ’は、第２の幅Ｗ２を画定し、
かつ電極６６６０ｂ’と超音波ブレード６６５８’との間に第２の間隙Ｇ２を画定する。
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一態様では、第１の幅Ｗ１は、第２の幅Ｗ２よりも小さく、第１の間隙Ｇ１は、第２の間
隙Ｇ２よりも小さい。電気絶縁性素子は、第１及び第２の電極６６６０ａ’、６６６０ｂ
’の間に配設されている。一態様では、電気絶縁性素子は、超音波ブレード６６５８’が
電極６６６０ａ’、６６６０ｂ’を短絡させないように、高密度ポリマーパッド６６６４
’に隣接して位置する軟質ポリマーパッド６６６２’を備える。一態様では、ポリマーパ
ッド６６６２’、６６６４’は、例えば、商品名ＴＥＦＬＯＮ（ポリテトラフルオロエチ
レンポリマー及びコポリマー）として既知のポリマーから作製され得る。図９１及び図９
２に示す態様では、超音波ブレード６６５８’は、組織の切断に適した特徴部６６６８’
と、組織の凝固に適した特徴部６６７０’とを備える。切断特徴部６６６８’は、凝固特
徴部６６７０’に対してより小さい表面積を画定し、組織と超音波ブレード６６５８’と
の間のより適切な切断界面を可能にする。凝固特徴部６６７０’のより大きな表面積は、
組織の凝固又は封止に適している。したがって、動作時に、電極６６６０ａ’、６６６０
ｂ’と凝固特徴部６６７０’との間に位置する組織が封止され、切断特徴部６６６８’と
ポリマーパッド６６６２’との間に位置する組織が切断される。
【０３２９】
　図９２は、超音波ブレード６６５８’が異なる幾何学的形状を有することを除いて、図
８６に示すエンドエフェクタ６６５０の断面９０－－９０と同様の断面で切り取られた断
面図である。断面９０－－９０の平面において、エンドエフェクタ６６５０’は、より薄
く、断面８９－－８９におけるエンドエフェクタ６６５０’よりも大きな曲率を有する。
右側の電極６６６０ａ’は、第３の幅Ｗ３を画定し、かつ電極６６６０ａ’と超音波ブレ
ード６６５８’との間に第３の間隙Ｇ３を画定する。左側の電極６６６０ｂ’は、第４の
幅Ｗ４を画定し、かつ電極６６６０ｂ’と超音波ブレード６６５８’との間に第４の間隙
Ｇ４を画定する。一態様では、第３の幅Ｗ３は、第４の幅Ｗ４よりも小さく、第３の間隙
Ｇ３は、第４の間隙Ｇ４よりも小さい。動作時に、電極６６６０ａ’、６６６０ｂ’と超
音波ブレード６６５８’との間に画定された間隙Ｇ１、Ｇ２、Ｇ３、Ｇ４に位置する組織
が、電極６６６０ａ’、６６６０ｂ’、組織及び超音波ブレード６６５８’を通して伝送
された高周波電流によって封止される。ポリマーパッド６６６２’と超音波ブレード６６
５８’との間に位置する組織は、超音波振動によって生成される摩擦によって切断される
。
【０３３０】
　図９３は、超音波ブレード６６５８”が異なる幾何学的形状を有することを除いて、図
８６に示すエンドエフェクタ６６５０の断面８９－－８９と同様の断面で切り取られた断
面図である。エンドエフェクタ６６５０”は、超音波駆動回路１７７（図１１）によって
電気的に駆動される、超音波変換器と音響的に連結された超音波ブレード６６５８”を備
える。ジョー部材６６５２”は、非対称電極６６６０ａ”を含む電極６６６０”を備える
。第１の電極６６５２ａ”は、ジョー部材６６５２”の右側に位置し、第２の電極６６６
０ｂ”は、左側（オペレータの観点から）に位置する。右側の電極６６６０ａ’は、第１
の幅Ｗ１を画定し、かつ電極６６６０ａ”と超音波ブレード６６５８”との間に第１の間
隙Ｇ１を画定する。左側の電極６６６０ｂ”は、第２の幅Ｗ２を画定し、かつ電極６６６
０ｂ”と超音波ブレード６６５８”との間に第２の間隙Ｇ２を画定する。一態様では、第
１の幅Ｗ１は、第２の幅Ｗ２よりも小さく、第１の間隙Ｇ１は、第２の間隙Ｇ２よりも小
さい。電気絶縁性素子は、第１及び第２の電極６６６０ａ”、６６６０ｂ”の間に配設さ
れている。一態様では、電気絶縁性素子は、超音波ブレード６６５８”が電極６６６０ａ
”、６６６０ｂ”を短絡させないように、高密度ポリマーパッド６６６４”に隣接して位
置する軟質ポリマーパッド６６６２”を備える。一態様では、ポリマーパッド６６６２”
、６６６４”は、例えば、商品名ＴＥＦＬＯＮ（ポリテトラフルオロエチレンポリマー及
びコポリマー）として既知のポリマーから作製され得る。
【０３３１】
　図９４は、超音波ブレード６６５８”が異なる幾何学的形状を有することを除いて、図
８６に示すエンドエフェクタ６６５０の断面９０－－９０と同様の断面で切り取られた断
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面図である。断面９０－－９０の平面において、エンドエフェクタ６６５０”は、より薄
く、断面９８－－９８におけるエンドエフェクタ６６５０’よりも大きな曲率を有する。
右側の電極６６６０ａ’は、第３の幅Ｗ３を画定し、かつ電極６６６０ａ”と超音波ブレ
ード６６５８”との間に第３の間隙Ｇ３を画定する。左側の電極６６６０ｂ”は、第４の
幅Ｗ４を画定し、かつ電極６６６０ｂ”と超音波ブレード６６５８”との間に第４の間隙
Ｇ４を画定する。一態様では、第３の幅Ｗ３は、第４の幅Ｗ４よりも小さく、第３の間隙
Ｇ３は、第４の間隙Ｇ４よりも小さい。動作時に、電極６６６０ａ”、６６６０ｂ”と超
音波ブレード６６５８’との間に画定された間隙Ｇ１、Ｇ２、Ｇ３、Ｇ４に位置する組織
が、電極６６６０ａ”、６６６０ｂ”、組織及び超音波ブレード６６５８”を通して伝送
された高周波電流によって封止される。ポリマーパッド６６６２”と超音波ブレード６６
５８”との間に位置する組織は、超音波振動によって生成される摩擦によって切断される
。図９３及び図９４に示す態様では、超音波ブレード６６５８”は、切断の切断に適した
特徴部６６６８”と、組織の凝固に適した特徴部６６７０”とを備える。切断特徴部６６
６８”は、凝固特徴部６６７０”に対してより小さい表面積を画定し、組織と超音波ブレ
ード６６５８”との間のより適切な切断界面を可能にする。凝固特徴部６６７０”のより
大きな表面積は、組織の凝固又は封止に適している。したがって、動作時に、電極６６６
０ａ”、６６６０ｂ”と凝固特徴部６６７０”との間に位置する組織が封止され、切断特
徴部６６６８”とポリマーパッド６６６２”との間に位置する組織が切断される。
【０３３２】
　本明細書に記載される外科用器具はまた、超音波駆動回路１７７（図１１）及びＲＦ駆
動回路７０２（図３４）によって送達されるエネルギーが、外科用器具のエンドエフェク
タによって処置される組織の種類及び組織の様々な特性に基づいて動的に調整されるか又
は切り替えられることを可能にする特徴部を含むことができる。一態様では、外科用器具
のエンドエフェクタに送達される、超音波駆動回路１７７及びＲＦ駆動回路７０２からの
電力出力は、超音波駆動回路１７７及びＲＦ駆動回路７０２からのエネルギープロファイ
ルが、外科用器具のエンドエフェクタによって作用される組織の種類に基づいて、手技中
に動的に変化することを可能にする組織の種類を表す入力を含み得る。本明細書に開示さ
れるように、組織の種類に基づいて超音波駆動回路１７７（図１１）及びＲＦ駆動回路７
０２（図３４）を制御するための技法が提供され得る。様々な技法を使用して、超音波駆
動回路１７７及びＲＦ駆動回路７０２から送達されるエネルギーが、外科用器具によって
処置される組織の種類に基づいて、動的に変化することを可能にするように電力プロファ
イルを選択することができる。
【０３３３】
　一形態では、歪ゲージを使用して、エンドエフェクタによって組織に加えられる力を測
定することができる。歪ゲージをエンドエフェクタに連結して、エンドエフェクタによっ
て処置される組織にかかる力を測定することができる。ここで図９５を参照して、エンド
エフェクタによって把持された組織に加えられる力を測定するためのシステム６６８０は
、例えば、マイクロ歪ゲージなどの歪ゲージセンサ６６８２を備え、例えば、図８９～図
９４に示すエンドエフェクタ６６５０、６６５０’、６６５０”のうちの１つ又は２つ以
上のパラメータを測定するように構成されている。一態様では、歪ゲージセンサ６６８２
は、クランプ動作中に、エンドエフェクタ６６５０、６６５０’、６６５０”のジョー部
材に作用する歪の振幅又は大きさを測定することができ、それが組織圧縮を示すことがで
きる。測定された歪みは、デジタル信号に変換され、マイクロコントローラ６６８８のプ
ロセッサ６６９０に提供される。負荷センサ６６８４は、図８９～図９４に示す超音波ブ
レード６６５８、６６５８’、６６５８”を動作させて、エンドエフェクタ６６５０、６
６５０’、６６５０”のジョー部材と超音波ブレード６６５８、６６５８’、６６５８”
との間に捕捉された組織を切断するための力を測定することができる。磁界センサ６６８
６を用いて、捕捉された組織６６７８の厚さを測定することができる。磁界センサ６６８
６の測定値もまた、デジタル信号に変換され、プロセッサ６６９０に提供される。
【０３３４】
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　上記に加えて、フィードバックインジケータ６６９４もまた、マイクロコントローラ６
６８８と通信するように構成され得る。一態様では、フィードバックインジケータ６６９
４は、組み合わせ超音波／電気外科用器具５００、６００、７００（図３０～図４４）の
ハンドル内に配設され得る。あるいは、フィードバックインジケータ６６９４は、例えば
、外科用器具のシャフトアセンブリ内に配設することができる。任意の事象において、マ
イクロコントローラ６６８８は、フィードバックインジケータ６６９４を用いて、外科用
器具のオペレータに、例えば、エンドエフェクタに組織をきつく固定させるために使用さ
れる、発射トリガの選択された位置などの手動入力の妥当性に関するフィードバックを提
供することができる。そのためには、マイクロコントローラ６６８８は、ジョー部材６６
７２及び／又は発射トリガの選択された位置を評価し得る。センサ６６８２、６６８４、
６６８６によってそれぞれ測定される、組織６６７８の圧縮、組織６６７８の厚さ及び／
又は組織上のエンドエフェクタ６６５８、６６５８’、６６５８”を閉じるために必要と
される力は、発射トリガの選択された位置及び／又はエンドエフェクタの速度の対応する
値を特徴付けるために、マイクロコントローラ６６８８によって使用され得る。一例では
、メモリ６６９２は、評価においてマイクロコントローラ６６８８によって用いることが
できる技術、等式及び／又はルックアップテーブルを記憶することができる。
【０３３５】
　本明細書で開示した器具の態様は、１回の使用後に処分するように設計され得、あるい
はそれらは、複数回使用するように設計され得る。様々な態様は、いずれか又は両方の場
合において、少なくとも１回の使用後に再使用のために再調整されてもよい。再調整は、
装置の分解工程、それに続く特定の部品の洗浄又は交換工程、及びその後の再組立工程の
任意の組み合わせを含み得る。具体的には、装置の態様は、分解されてもよく、また、装
置の任意の数の特定の部品又は部材を任意の組み合わせで選択的に交換又は取り外しても
よい。特定の部品を洗浄及び／又は交換した後、装置の態様は、再調整用の施設において
又は外科手技の直前に外科チームによって、その後の使用のために再組立してもよい。当
業者であれば、装置の再調整において、分解、洗浄／交換、及び再組立のための様々な技
術を使用できる点を理解するであろう。かかる技術の使用、及び結果として得られる再調
整された装置は、全て本出願の範囲内にある。
【０３３６】
　単なる例として、本明細書に記載される態様は、手術前に処理されてもよい。まず、新
品又は使用済みの器具を入手し、必要に応じて洗浄することができる。次いで器具を滅菌
することができる。１つの滅菌技術では、器具は、プラスチックバッグ又はＴＹＶＥＫバ
ッグなど、閉鎖され密封された容器に入れられる。次いで、容器及び器具を、γ線、Ｘ線
、又は高エネルギー電子などの容器を透過し得る放射線野に置くことができる。放射線は
、器具上及び容器内の細菌を死滅させることができる。この後、滅菌済みの器具を滅菌容
器内で保管することができる。密封容器は、医療施設で開けられるまで、器具を滅菌状態
に保つことができる。装置はまた、β線若しくはγ線、エチレンオキシド、又は水蒸気が
挙げられるがこれらに限定されない、技術分野で既知の任意のその他の技術を用いて滅菌
され得る。
【０３３７】
　上述の説明において様々な詳細が記載されてきたが、電気信号波形及び外科用器具をデ
ジタル的に生成するための発生器を動作させる技術の様々な態様が、これらの特定の詳細
なしに実行され得ることが理解されよう。当業者であれば、本明細書に記載される構成要
素（例えば、動作）、装置、対象、及びそれらに伴う考察は、構想を明らかにするための
例として使用され、様々な構成の修正が想到されることを認識するであろう。したがって
、本明細書で使用されるとき、記載される特定の例及びそれらに伴う考察は、より一般的
な種類を代表することを意図したものである。一般に、特定の代表例を用いることは、そ
の種類を代表することを意図したものであり、また、特定の要素（例えば、動作）、装置
、及び対象を含めないことは、限定と見なされるべきではない。
【０３３８】



(87) JP 2019-509775 A 2019.4.11

10

20

30

40

50

　いくつかの形態が例示され説明されてきたが、添付の「特許請求の範囲」をそのような
詳述に制限又は限定することは、本出願人が意図するところではない。本開示の範囲から
逸脱することなく、多数の修正、変形、変化、置換、組み合わせ、及びこれらの形態の等
価物を実装することができ、当業者により想到されるであろう。更に、記述する形態に関
連した各要素の構造は、その要素によって行われる機能を提供するための手段として代替
的に説明することができる。また、材料が特定の構成要素に関して開示されているが、他
の材料が使用されてもよい。したがって、上記の説明文及び添付の「特許請求の範囲」は
、全てのそのような修正、組み合わせ、及び変形を、開示される形態の範囲に含まれるも
のとして網羅することを意図としたものである点を理解されたい。添付の「特許請求の範
囲」は、全てのそのような修正、変形、変化、置換、修正及び等価物を網羅することを意
図する。
【０３３９】
　本開示の簡潔性及び明白性のために、前述の開示の選択された態様は、詳細ではなくブ
ロック図形態で示されてきた。本明細書に提供される詳細な説明の一部は、１つ又は２つ
以上のコンピュータメモリ又は１つ又は２つ以上のデータ記憶装置（例えば、フロッピー
ディスク、ハードディスクドライブ、コンパクトディスク（Compact Disc、ＣＤ）、デジ
タルビデオディスク（Digital Video Disk、ＤＶＤ）、又はデジタルテープ）に記憶され
るデータ上で動作する命令に関して提示され得る。そのような説明及び表現は、当業者に
よって、自身の仕事の内容を当該技術分野の他者に説明及び伝達するために使用されてい
るものである。一般に、アルゴリズムとは、所望の結果につながる工程の自己無撞着シー
ケンスを指し、「工程」とは、必ずしも必要ではないが、記憶、伝達、複合、比較、及び
別様に操作されることが可能な電気又は磁気信号の形態をとることができる物理量及び／
又は論理状態の操作を指す。これらの信号を、ビット、値、要素、記号、文字、用語、番
号と呼ぶことが一般的な扱い方である。これらの及び類似の用語は、適切な物理量と関連
付けられてもよく、また単に、これらの量及び／又は状態に適用される便利なラベルであ
る。
【０３４０】
　別段の明確な定めがない限り、前述の開示から明らかなように、前述の開示全体を通じ
て、「処理する」又は「計算する」又は「算出する」又は「決定する」又は「表示する」
などの用語を使用する議論は、コンピュータシステムのレジスタ及びメモリ内で物理（電
子的）量として表現されるデータを、コンピュータシステムのメモリ若しくはレジスタ又
はそのような情報記憶、伝送若しくは表示装置内で物理量として同様に表現される他のデ
ータへと操作し変換する、コンピュータシステム又は類似の電子計算装置の動作及び処理
を指していることが理解されよう。
【０３４１】
　一般的な意味で、当業者であれば、多様なハードウェア、ソフトウェア、ファームウェ
ア、又はそれらの任意の組み合わせによって個々にかつ／又は集合的に実装することがで
きる本明細書に記載の様々な態様を、様々な種類の「電気回路」から構成されるものと見
なすことができることを理解するであろう。したがって、本明細書で使用されるとき、「
電気回路」は、限定するものではないが、少なくとも１つの個々の電気回路を有する電気
回路、少なくとも１つの集積回路を有する電気回路、少なくとも１つの専用集積回路を有
する電気回路、コンピュータプログラムで構成された汎用コンピューティングデバイス（
例えば、本明細書で説明したプロセス及び／若しくは装置を少なくとも部分的に実行する
コンピュータプログラムで構成された汎用コンピュータ、又は、本明細書で説明したプロ
セス及び／若しくは装置を少なくとも部分的に実行するコンピュータプログラムで構成さ
れたマイクロプロセッサ）を形成する電気回路、メモリデバイスを形成する（例えばラン
ダムアクセスメモリを形成する）電気回路、及び／又は、通信装置（例えばモデム、通信
スイッチ又は光学的－電気的設備）を形成する電気回路を含む。当業者であれば、本明細
書で述べた主題が、アナログ若しくはデジタルの形式又はそれらのいくつかの組み合わせ
で実現され得ることを理解するであろう。
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【０３４２】
　上記の詳細な説明は、ブロック図、フローチャート、及び／又は実施例を用いて、装置
及び／又はプロセスの様々な形態について記載してきた。そのようなブロック図、フロー
チャート及び／又は実施例が、１つ又は２つ以上の機能及び／又は動作を含む限り、当業
者であれば、そのようなブロック図、フローチャート及び／又は実施例に含まれる各機能
及び／又は動作は、多様なハードウェア、ソフトウェア、ファームウェア又はそれらの事
実上任意の組み合わせによって、個々にかつ／又は共同に実装することができることを理
解するであろう。一形態では、本明細書に記載される主題のいくつかの部分は、特定用途
向け集積回路（application specific integrated circuit、ＡＳＩＣ）、フィールドプ
ログラマブルゲートアレイ（ＦＰＧＡ）、デジタル信号プロセッサ（digital signal pro
cessor、ＤＳＰ）、又は他の集積型形式で実装され得る。しかしながら、当業者であれば
、その全部か一部かを問わず、本明細書で開示される形態のいくつかの態様は、１つ又は
２つ以上のコンピュータ上で稼働する１つ又は２つ以上のコンピュータプログラムとして
（例えば、１つ又は２つ以上のコンピュータシステム上で稼働する１つ又は２つ以上のプ
ログラムとして）、１つ又は２つ以上のプロセッサ上で稼働する１つ又は２つ以上のプロ
グラムとして（例えば、１つ又は２つ以上のマイクロプロセッサ上で稼働する１つ又は２
つ以上のプログラムとして）、ファームウェアとして、又はそれらの実質的に任意の組み
合わせとして、集積回路において等価に実装することができ、また、回路を設計すること
、並びに／又はソフトウェア及び／若しくはファームウェアのコードを記述することが、
本開示を鑑みれば当業者の技能の範囲内に含まれることを認識するであろう。更に、当業
者であれば、本明細書に記載した主題の機構は、多様な形式で１つ又は２つ以上のプログ
ラム製品として配布されることが可能であり、本明細書に記載した主題の具体的な形態は
、配布を実際に行うために使用される信号搬送媒体の特定の種類にかかわらず用いられる
ことを理解するであろう。信号搬送媒体の例としては、記録可能型の媒体、例えば、フロ
ッピーディスク、ハードディスクドライブ、コンパクトディスク（ＣＤ）、デジタルビデ
オディスク（ＤＶＤ）、デジタルテープ、コンピュータメモリなど、ならびに伝送型の媒
体、例えば、デジタル及び／又はアナログ通信媒体（例えば、光ファイバケーブル、導波
管、有線通信リンク、無線通信リンク（例えば、送信機、受信機、送信ロジック、受信ロ
ジックなど）など）が挙げられるが、これらに限定されない。
【０３４３】
　いくつかの例では、１つ又は２つ以上の要素は、「連結された」及び「接続された」と
いう表現を、それらの派生語と共に使用して記載されることがある。これらの用語は、互
いに同義語であることは意図されないことを理解されたい。例えば、いくつかの態様は、
２つ又はそれ以上の要素が互いに直接物理的又は電気的に接触していることを示すため、
「接続された」という用語を使用して記載されることがある。別の例では、いくつかの態
様は、２つ又はそれ以上の要素が直接物理的又は電気的に接触していることを示すため、
「連結された」という用語を使用して記載されることがある。しかしながら、「連結され
た」という用語はまた、２つ又はそれ以上の要素が互いに直接接触はしないが、依然とし
て互いに協働又は相互作用することを意味することがある。異なる他の構成要素内に含ま
れるか、又は接続される異なる構成要素の描写されたアーキテクチャは単なる例であり、
同じ機能性を実現する多くの他のアーキテクチャが実装され得ることを理解されたい。構
想の意味で、同じ機能性を達成する要素の任意の配置は、所望の機能性が達成されるよう
に効果的に「関連付け」られる。したがって、特定の機能性を達成するように組み合わさ
れた本明細書での任意の２つの要素は、アーキテクチャ又は中間要素にかかわらず、所望
の機能性が達成されるように互いと「関連付け」られていると見なすことができる。同様
に、そのように関連付けられた任意の２つの要素はまた、所望の機能性を達成するように
互いに「動作可能に接続」又は「動作可能に連結」されているものと見なすことができ、
そのように関連付けることが可能な任意の２つの要素はまた、所望の機能性を達成するよ
うに互いに「動作可能に連結可能」であると見なすことができる。動作可能に連結可能な
特定の例としては、物理的に嵌合可能かつ／若しくは物理的に相互作用する構成要素、及
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び／又は無線相互作用性かつ／若しくは無線相互作用性構成要素、及び／又は電気的相互
作用性構成要素、及び／又は光学的相互作用性構成要素、及び／又は光学的相互作用性構
成要素が挙げられるが、これらに限定されない。
【０３４４】
　場合によっては、１つ又は２つ以上の構成要素が、本明細書において、「ように構成さ
れる」、「ように構成可能である」、「ように動作可能である／動作する」、「適合され
る（adapted）／適合可能である」、「ことが可能である」、「ように適合可能である／
適合される（conformed）」などと呼ばれることがある。当業者であれば、「ように構成
される」は一般に、文脈上他の意味に解釈すべき場合を除き、アクティブ状態の構成要素
及び／又は非アクティブ状態の構成要素及び／又はスタンバイ状態の構成要素を包含し得
ることを理解するであろう。
【０３４５】
　本開示の特定の態様が図示され記載されてきたが、本明細書の教示に基づいて、本明細
書に記載される主題及びそのより広範な態様から逸脱することなく、変更及び修正が行わ
れてもよく、したがって添付の特許請求の範囲は、全てのかかる変更及び修正を、本明細
書に記載される主題の真の範囲内にあるものとして、その範囲内に包含するものであるこ
とが、当業者には明白となるであろう。一般に、本明細書で使用され、かつ特に添付の「
特許請求の範囲」（例えば、添付の「特許請求の範囲」の本文）で使用される用語は、概
して「開放的」用語として意図されるものである（例えば、「含む（including）」とい
う用語は、「～を含むが、それらに限定されない（including but not limited to）」と
解釈されるべきであり、「有する（having）」という用語は「～を少なくとも有する（ha
ving at least）」と解釈されるべきであり、「含む（includes）」という用語は「～を
含むが、それらに限定されない（includes but is not limited to）」と解釈されるべき
であるなど）ことが、当業者には理解されるであろう。更に、導入されたクレーム記載（
introduced claim recitation）において特定の数が意図される場合、かかる意図は当該
クレーム中に明確に記載され、またかかる記載がない場合は、かかる意図は存在しないこ
とが、当業者には理解されるであろう。例えば、理解を助けるものとして、以下の添付の
「特許請求の範囲」は、「少なくとも１つの（at least one）」及び「１つ又は２つ以上
の（one or more）」という導入句を、クレーム記載を導入するために含むことがある。
しかしながら、かかる句の使用は、「ａ」又は「ａｎ」という不定冠詞によってクレーム
記載を導入した場合に、たとえ同一のクレーム内に「１つ又は２つ以上の」又は「少なく
とも１つの」といった導入句及び「ａ」又は「ａｎ」という不定冠詞が含まれる場合であ
っても、かかる導入されたクレーム記載を含むいかなる特定のクレームも、かかる記載事
項を１つのみ含むクレームに限定されると示唆されるものと解釈されるべきではない（例
えば、「ａ」及び／又は「ａｎ」は通常、「少なくとも１つの」又は「１つ又は２つ以上
の」を意味するものと解釈されるべきである）。定冠詞を使用してクレーム記載を導入す
る場合にも、同様のことが当てはまる。
【０３４６】
　加えて、導入されたクレーム記載において特定の数が明示されている場合であっても、
かかる記載は、通常、少なくとも記載された数を意味するものと解釈されるべきであるこ
とが、当業者には認識されるであろう（例えば、他に修飾語のない、単なる「２つの記載
事項」という記載がある場合、一般的に、少なくとも２つの記載事項、又は２つ以上の記
載事項を意味する）。更に、「Ａ、Ｂ、及びＣなどのうちの少なくとも１つ」に類する表
記が用いられる場合、一般に、かかる構文は、当業者がその表記を理解するであろう意味
で意図されている（例えば、「Ａ、Ｂ、及びＣのうちの少なくとも１つを有するシステム
」は、限定するものではないが、Ａのみ、Ｂのみ、Ｃのみ、ＡとＢの両方、ＡとＣの両方
、ＢとＣの両方、及び／又はＡとＢとＣの全てなどを有するシステムを含む）。「Ａ、Ｂ
、又はＣなどのうちの少なくとも１つ」に類する表記が用いられる場合、一般に、かかる
構文は、当業者がその表記を理解するであろう意味で意図されている（例えば、「Ａ、Ｂ
、又はＣのうちの少なくとも１つを有するシステム」は、限定するものではないが、Ａの
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み、Ｂのみ、Ｃのみ、ＡとＢの両方、ＡとＣの両方、ＢとＣの両方、及び／又はＡとＢと
Ｃの全てなどを有するシステムを含む）。更に、典型的には、２つ又はそれ以上の選択的
な用語を表すあらゆる選言的な語及び／又は句は、文脈上他の意味に解釈すべき場合を除
いて、説明文内であろうと、請求の範囲内であろうと、あるいは図面内であろうと、それ
ら用語のうちの１つ、それらの用語のうちのいずれか、又はそれらの用語の両方を含む可
能性を意図すると理解されるべきであることが、当業者には理解されるであろう。例えば
、「Ａ又はＢ」という句は、典型的には、「Ａ」又は「Ｂ」又は「Ａ及びＢ」の可能性を
含むものと理解されるであろう。
【０３４７】
　添付の「特許請求の範囲」に関して、当業者は、本明細書において引用した動作は一般
に、任意の順序で実施され得ることを理解するであろう。また、様々な動作上の流れがシ
ーケンスの形で提示されているが、様々な動作は、例示した以外の順序で行われてもよく
、又は同時に行われてもよいことが理解されるべきである。かかる代替の順序付けの例は
、文脈上他の意味に解釈すべき場合を除いて、重複、交互配置、割込み、再順序付け、増
加的、予備的、追加的、同時、逆、又は他の異なる順序付けを含んでもよい。更に、「～
に応答する」、「～に関連する」といった用語、又は他の過去時制の形容詞は、一般に、
文脈上他の意味に解釈すべき場合を除き、かかる変化形を除外することが意図されるもの
ではない。
【０３４８】
　「一態様」、「態様」、「一形態」、又は「形態」と言う場合、その態様に関して記載
される特定の特徴部、構造又は特性が少なくとも１つの態様に含まれるものであることを
意味する点は特筆に値する。したがって、本明細書の全体を通じて様々な場所に見られる
「一態様では」、「態様では」、「一形態では」、又は「形態では」なる語句は、必ずし
も全てが同じ態様を指すものではない。更に、特定の特徴、構造、又は特性は、１つ又は
２つ以上の態様において任意の適当な形で組み合わせることができる。
【０３４９】
　本明細書における実質的に全ての複数形及び／又は単数形の用語の使用に関して、当業
者であれば、文脈及び／又は用法に則して複数形から単数形に、及び／又は単数形から複
数形に読み替えることができる。様々な単数形／複数形の置換えは、簡潔にするため、本
明細書では明示的には記述されない。
【０３５０】
　特定の場合には、構成要素が領域の外に位置している場合であっても、システム又は方
法の使用がその領域で起こってもよい。例えば、分散コンピューティングの文脈において
、システムの一部分が領域の外に位置している可能性があっても（例えば、継電器、サー
バ、プロセッサ信号搬送媒体、送信コンピュータ、受信コンピュータなどが領域の外に位
置している）、分散コンピューティングシステムの使用はその領域で起こってもよい。
【０３５１】
　システム又は方法の構成要素が領域の外に位置するかつ／又は外で使用される場合であ
っても、システム又は方法の売買は同様にその領域で起こってもよい。更に、１つの領域
で方法を実行するためにシステムの少なくとも一部分を実現することは、システムを別の
領域で使用することを排除しない。
【０３５２】
　全ての上述した米国特許、米国特許出願公開、米国特許出願、外国特許、外国特許出願
、本明細書で引用された及び／若しくは任意の出願データシートに列挙された非特許刊行
物又は任意のその他の開示文献は、本明細書と矛盾しない範囲で、参照により本明細書に
組み込まれる。したがって、また必要な範囲で、本明細書に明瞭に記載される開示内容は
、参照により本明細書に援用されるいかなる矛盾する記載にも優先するものとする。参照
により本明細書に援用されるものとするが、現行の定義、見解、又は本開示に記載された
その他の開示内容と矛盾する、任意の文献、又はそれらの部分は、援用文献と既存の開示
内容との間に矛盾が生じない範囲においてのみ援用されるものとする。
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【０３５３】
　要約すると、本明細書に記載した構想を用いる結果として得られる多くの利益が記載さ
れてきた。１つ又は２つ以上の形態の上述の記載は、例示及び説明を目的として提示され
ているものである。包括的であることも、開示された厳密な形態に限定することも意図さ
れていない。上記の教示を鑑みて、修正又は変形が可能である。１つ又は２つ以上の形態
は、原理及び実際の応用について例示し、それによって、様々な形態を様々な修正例と共
に、想到される特定の用途に適するものとして当業者が利用できるようにするために、選
択され記載されたものである。本明細書と共に提示される「特許請求の範囲」が全体的な
範囲を定義することが意図される。
【０３５４】
　本明細書に記載される主題の様々な態様は、以下の付番された項目において説明される
。
　１．外科用器具のためのエンドエフェクタであって、エンドエフェクタが、超音波ブレ
ードと、第１の電極及び第２の電極を含む非対称電極を含むジョー部材と、を備え、第１
の電極が、第１の幅を画定し、第２の電極が、第２の幅を画定し、第１の幅が、第２の幅
に等しくなく、かつ第１の間隙が、第１の電極と超音波ブレードとの間に画定され、第２
の間隙は、第２の電極と超音波ブレードとの間に画定され、第１の間隙は、第２の間隙に
等しくない、エンドエフェクタ。
　２．超音波ブレード及びジョー部材が、曲率を画定する、項目１に記載のエンドエフェ
クタ。
　３．超音波ブレード及びジョー部材が、近位端における曲率に対して、遠位端において
より大きな曲率を画定する、項目２に記載のエンドエフェクタ。
　４．超音波ブレード及びジョー部材が、遠位端に対して近位端においてより広い幅を画
定する、項目３に記載のエンドエフェクタ。
　５．第１の電極と第２の電極との間に配設された電気絶縁性ポリマーパッドを更に備え
る、項目１～４のいずれか一項に記載のエンドエフェクタ。
　６．電気絶縁性ポリマーパッドが、第１の軟質ポリマーパッドと、軟質ポリマーパッド
に隣接して位置決めされた第２の高密度ポリマーパッドと、を備える、項目５に記載のエ
ンドエフェクタ。
　７．超音波ブレードが、組織を切断するための特徴部と、組織を凝固させるための特徴
部と、を備える、項目１～６のいずれか一項に記載のエンドエフェクタ。
　８．外科用器具のためのエンドエフェクタのジョー部材であって、ジョー部材が、第１
の電極及び第２の電極を含む非対称電極を備え、第１の電極が、第１の幅を画定し、第２
の電極が、第２の幅を画定し、第１の幅が、第２の幅に等しくない、ジョー部材。
　９．ジョー部材が、曲率を画定する、項目８に記載のジョー部材。
　１０．ジョー部材が、近位端における曲率に対して、遠位端においてより大きな曲率を
画定する、項目９に記載のジョー部材。
　１１．ジョー部材が、遠位端に対して近位端においてより広い幅を画定する、項目１０
に記載のジョー部材。
　１２．第１の電極と第２の電極との間に配設された電気絶縁性ポリマーパッドを更に備
える、項目８～１１のいずれか一項に記載のジョー部材。
　１３．電気絶縁性ポリマーパッドが、第１の軟質ポリマーパッドと、軟質ポリマーパッ
ドに隣接して位置決めされた第２の高密度ポリマーパッドと、を備える、項目１２に記載
のジョー部材。
　１４．外科用器具であって、ハンドルアセンブリと、ハンドアセンブリに動作可能に連
結されたエンドエフェクタであって、エンドエフェクタが、超音波ブレード並びに第１の
電極及び第２の電極を含む非対称電極を含むジョー部材を含む、エンドエフェクタと、を
備え、第１の電極が、第１の幅を画定し、第２の電極が、第２の幅を画定し、第１の幅が
、第２の幅に等しくなく、かつ第１の間隙が、第１の電極と超音波ブレードとの間に画定
され、第２の間隙が、第２の電極と超音波ブレードとの間に画定され、第１の間隙が、第



(92) JP 2019-509775 A 2019.4.11

10

20

30

40

50

２の間隙に等しくない、外科用器具。
　１５．超音波ブレード及びジョー部材が、曲率を画定する、項目１４に記載の外科用器
具。
　１６．超音波ブレード及びジョー部材が、近位端における曲率に対して、遠位端におい
てより大きな曲率を画定する、項目１５に記載の外科用器具。
　１６．超音波ブレード及びジョー部材が、遠位端に対して近位端においてより広い幅を
画定する、項目１６に記載の外科用器具。
　１７．第１の電極と第２の電極との間に配設された電気絶縁性ポリマーパッドを更に備
える、項目１４～１６のいずれか一項に記載の外科用器具。
　１８．電気絶縁性ポリマーパッドが、第１の軟質ポリマーパッドと、軟質ポリマーパッ
ドに隣接して位置決めされた第２の高密度ポリマーパッドと、を備える、項目１７に記載
の外科用器具。
　１９．超音波ブレードが、組織を切断するための特徴部と、組織を凝固させるための特
徴部と、を備える、項目１４～１８のいずれか一項に記載の外科用器具。
【０３５５】
〔実施の態様〕
（１）　外科用器具のためのエンドエフェクタであって、前記エンドエフェクタが、
　超音波ブレードと、
　第１の電極及び第２の電極を含む非対称電極を含むジョー部材と、を備え、
　前記第１の電極が、第１の幅を画定し、前記第２の電極が、第２の幅を画定し、前記第
１の幅が、前記第２の幅に等しくなく、
　第１の間隙が、前記第１の電極と前記超音波ブレードとの間に画定され、第２の間隙が
、前記第２の電極と前記超音波ブレードとの間に画定され、前記第１の間隙が、前記第２
の間隙に等しくない、エンドエフェクタ。
（２）　前記超音波ブレード及び前記ジョー部材が、曲率を画定する、実施態様１に記載
のエンドエフェクタ。
（３）　前記超音波ブレード及び前記ジョー部材が、近位端における曲率に対して、遠位
端においてより大きな曲率を画定する、実施態様２に記載のエンドエフェクタ。
（４）　前記超音波ブレード及び前記ジョー部材が、遠位端に対して、近位端においてよ
り広い幅を画定する、実施態様３に記載のエンドエフェクタ。
（５）　前記第１の電極と前記第２の電極との間に配設された電気絶縁性ポリマーパッド
を更に備える、実施態様１に記載のエンドエフェクタ。
【０３５６】
（６）　前記電気絶縁性ポリマーパッドが、第１の軟質ポリマーパッドと、前記軟質ポリ
マーパッドに隣接して位置決めされた第２の高密度ポリマーパッドと、を備える、実施態
様５に記載のエンドエフェクタ。
（７）　前記超音波ブレードが、組織を切断するための特徴部と、組織を凝固させるため
の特徴部と、を備える、実施態様１に記載のエンドエフェクタ。
（８）　外科用器具のためのエンドエフェクタのジョー部材であって、前記ジョー部材が
、
　第１の電極及び第２の電極を含む非対称電極を備え、
　前記第１の電極が、第１の幅を画定し、前記第２の電極が、第２の幅を画定し、前記第
１の幅が、前記第２の幅に等しくない、ジョー部材。
（９）　前記ジョー部材が、曲率を画定する、実施態様８に記載のジョー部材。
（１０）　前記ジョー部材が、近位端における曲率に対して、遠位端においてより大きな
曲率を画定する、実施態様９に記載のジョー部材。
【０３５７】
（１１）　前記ジョー部材が、遠位端に対して、近位端においてより広い幅を画定する、
実施態様１０に記載のジョー部材。
（１２）　前記第１の電極と前記第２の電極との間に配設された電気絶縁性ポリマーパッ
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ドを更に備える、実施態様８に記載のジョー部材。
（１３）　前記電気絶縁性ポリマーパッドが、第１の軟質ポリマーパッドと、前記軟質ポ
リマーパッドに隣接して位置決めされた第２の高密度ポリマーパッドと、を備える、実施
態様１２に記載のジョー部材。
（１４）　外科用器具であって、
　ハンドルアセンブリと、
　前記ハンドアセンブリに動作可能に連結されたエンドエフェクタと、を備え、前記エン
ドエフェクタが、
　超音波ブレードと、
　第１の電極及び第２の電極を含む非対称電極を含むジョー部材と、を含み、
　前記第１の電極が、第１の幅を画定し、前記第２の電極が、第２の幅を画定し、前記第
１の幅が、前記第２の幅に等しくなく、
　第１の間隙が、前記第１の電極と前記超音波ブレードとの間に画定され、第２の間隙が
、前記第２の電極と前記超音波ブレードとの間に画定され、前記第１の間隙が、前記第２
の間隙に等しくない、外科用器具。
（１５）　前記超音波ブレード及び前記ジョー部材が、曲率を画定する、実施態様１４に
記載の外科用器具。
【０３５８】
（１６）　前記超音波ブレード及び前記ジョー部材が、近位端における曲率に対して、遠
位端においてより大きな曲率を画定する、実施態様１５に記載の外科用器具。
（１７）　前記超音波ブレード及び前記ジョー部材が、遠位端に対して、近位端において
より広い幅を画定する、実施態様１５に記載の外科用器具。
（１８）　前記第１の電極と前記第２の電極との間に配設された電気絶縁性ポリマーパッ
ドを更に備える、実施態様１４に記載の外科用器具。
（１９）　前記電気絶縁性ポリマーパッドが、第１の軟質ポリマーパッドと、前記軟質ポ
リマーパッドに隣接して位置決めされた第２の高密度ポリマーパッドと、を備える、実施
態様１８に記載の外科用器具。
（２０）　前記超音波ブレードが、組織を切断するための特徴部と、組織を凝固させるた
めの特徴部と、を備える、実施態様１４に記載の外科用器具。
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